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巻頭言 社会の変化に対する鉄道の課題

●阪神タイガースを追いかけて，野球場のある街へ
●趣味と共に歩んだ人生

ず い そ う

●渋谷駅大規模切換工事
●大幅な工程短縮を実現した上路SRC桁（H鋼埋込桁）の施工
●列車巡視の効率化と品質向上を目的としたスマート動揺判定アプリ
●革新的IoT無線が建設現場やインフラ保全を変える
●ドア制御の課題を一新した新機軸の無線式ホームドア連携システムの紹介
● �線路内に設備を追加設置せずに「自動化レベルGOA2.5」

に対応した自動運転システムを開発　他

特集技術報文 ●鉄道分野のカーボンニュートラルに向けた施策行 政 情 報
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一般社団法人 日本建設機械施工協会 会長 殿 

 下記のとおり、日本建設機械施工協会 個人会員に入会します。 

令和    年    月    日 

個 人 会 員 入 会 申 込 書 

ふ り が な 日月年生

氏   名 
昭和 

平成     年     月     日

勤 務 先 名 

所 属 部 課 名  

勤 務 先 住 所  

〒 

TEL                         E-mail                             

自 宅 住 所 

〒 

TEL                         E-mail                             

機関誌の送付先 勤務先      自宅      （ご希望の送付先に○印で囲んで下さい。） 

そ の 他 

連 絡 事 項 

令和   年   月より入会 

【会費について】 年間 9,000円（不課税） 

○会費は当該年度前納となります。年度は毎年４月から翌年３月です。 

○年度途中で入会される場合であっても、当該年度の会費として全額をお支払い頂きます。 

○会費には機関誌「建設機械施工」の費用（年間12冊）が含まれています。 

○退会のご連絡がない限り、毎年度継続となります。退会の際は必ず書面にてご連絡下さい。 

また、住所変更の際はご一報下さるようお願い致します。 

【その他ご入会に際しての留意事項】 
○個人会員は、定款上、本協会の目的に賛同して入会する個人です。 ○入会手続きは本協会会長宛に入会申込書を提出する必要があります。 

○会費額は総会の決定により変更されることがあります。 ○次の場合、会員の資格を喪失します：１.退会届が提出されたとき。2.後見開始又は保佐

開始の審判をうけたとき。3.死亡し、又は失踪宣言をうけたとき。4.１年以上会費を滞納したとき。5.除名されたとき。 ○資格喪失時の権利及び義務：

資格を喪失したときは、本協会に対する権利を失い、義務は免れます。ただし未履行の義務は免れることはできません。 ○退会の際は退会届を会

長宛に提出しなければなりません。 ○拠出金の不返還：既納の会費及びその他の拠出金品は原則として返還いたしません。 

【個人情報の取扱について】 
ご記入頂きました個人情報は、日本建設機械施工協会のプライバシーポリシー（個人情報保護方針）に基づき適正に管理いたします。本協会のプ

ライバシーポリシーは https://jcmanet.or.jp/privacy/をご覧下さい。 

一般社団法人日本建設機械施工協会 個人会員係 行

Ｅ-mail：k-kaiin@jcmanet.or.jp FAX：03-3432-0289 ※原則ｅメールで送付ください
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一般社団法人 日本建設機械施工協会

日本建設機械要覧 2025 年版
発売のご案内

本協会では，国内における建設機械の実態を網羅した『日本建設機械要覧』を 1950 年

より 3 年ごとに刊行し，現場技術者の工事計画の立案，積算，機械技術者の建設機械の

データ収集等に活用頂き，好評を頂いております。

本書は，専門家で構成する編集委員会の審査に基づき，良好な使用実績を示した国産

および輸入の各種建設機械，作業船，工事用機械等を選択して写真，図面等のほか，

主要緒元，性能，特長等の技術的事項，データを網羅しております。購読者の方々には

欠かすことのできない実務必携書となるものと確信しております。

発 刊 日

令和 7 年 3 月 25 日

体 裁

・B5 判，約 1,280 頁／写真，図面多数／表紙特製

価 格（消費税１０％を含む）

一般価格 53,900 円（本体 49,000 円）

会員価格 45,100 円（本体 41,000 円）

（注）送料 1 冊 990 円(税込)複数冊の場合別途

参考：写真はイメージです

特 典

「日本建設機械要覧 2025 年版」購入の方への特典として，当協会が運営する Web サイト

（要覧クラブ）上において 2001 年版から 2022 年版までの全ての日本建設機械要覧の

PDF 版が閲覧及びダウンロードできます。これによって 2025 年版を含めると 1998 年

から 2024 年までの建設機械データが活用いただけます。

2025 年版 内容

・ブルドーザおよびスクレーパ

・掘削機械

・積込機械

・運搬機械

・クレーン，インクラインおよびウ

インチ

・基礎工事機械

・せん孔機械およびブレーカ

・トンネル掘削機および設備機械

・骨材生産機械

・環境保全およびリサイクル機械

・コンクリート機械

・モータグレーダ，路盤機械

および締固め機械

・舗装機械

・維持修繕・災害対策用機械

および除雪機械

・作業船

・ICT 建機，建設ロボットと自動化

・高所作業車，エレベータ，

リフトアップ工法，横引き工法

および新建築生産システム

・空気圧縮機，送風機およびポンプ

・原動機および発電・変電設備等

・建設ロボット

・WJ 工法，CSG 工法，タイヤ，

ワイヤロープ，燃料油，潤滑剤

および作動油，検査機器

今後の予定
好評をいただきました 2022 年版につづき「日本建設機械要覧 2025 年版」の電子版も

作成し，より利便性の高い資料とするべく準備しております。御期待下さい。
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◆ 購入申込書 ◆ 
 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 行 
 

 

日本建設機械要覧 ２０２５年版  冊 

 

上記図書を申し込みいたします。  令和 7 年  月  日 

会員種別 □非会員 □団体会員 □個人会員 □その他（                   ） 

官公庁名 

会社名 

 

所属 
 

 

ご担当者氏名 
 TEL  

FAX  

ご住所 
〒 

 

書類の宛名の

希望 

 

備考 
 

 

 

◆申し込み方法◆ 

    ①本部へ申し込み・・・FAX または E-mail （tosho-hanbai@jcmanet.or.jp）  

         支払方法・・・銀行振込 

    ②支部へ申し込み・・・FAX のみ 

         支払方法・・・銀行振込または現金書留 

 

※ 関東・甲信・沖縄地区の方は本部へ，その他の地区は最寄りの支部へお申し込みください。 

[お問合せ及びお申込先]   

本   部 〒105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8 機械振興会館 2 階 
TEL 03-3433-1501 

FAX 03-3432-0289 

北海道支部 〒060-0003 札幌市中央区北 3 条西2 丁目 さつけんﾋﾞﾙ 5 階 
TEL 011-231-4428 

FAX 011-231-6630 

東北支部 〒980-0014 仙台市青葉区本町 3-4-18 太陽生命仙台本町ﾋﾞﾙ 5 階 
TEL 022-222-3915 

FAX 022-222-3583 

北陸支部 〒950-0965 新潟市中央区新光町 6-1 興和ﾋﾞﾙ 9 階 
TEL 025-280-0128 

FAX 025-280-0134 

中部支部 〒460-0003 名古屋市中区錦 3-7-9 太陽生命名古屋第 2 ビル 7 階 
TEL 052-962-2394 

FAX 052-962-2478 

関西支部 〒540-0012 大阪市中央区谷町 2-7-4 谷町ｽﾘｰｽﾘｰｽﾞﾋﾞﾙ 8 階 
TEL 06-6941-8895 

FAX 06-6941-1378 

中国支部 〒730-0013 広島市中区八丁堀 12-22 築地ﾋﾞﾙ 4 階 
TEL 082-221-6841 

FAX 082-221-6831 

四国支部 〒760-0066 高松市福岡町 3-11-22 建設ｸﾘｴｲﾄﾋﾞﾙ 4 階 
TEL 087-821-8074 

FAX 087-822-3798 

九州支部 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-4-30 いわきﾋﾞﾙ 2 階 
TEL 092-436-3322 

FAX 092-436-3323 

記入いただいた個人情報は，お申込み図書の配送・支払い確認などの連絡に利用いたします。 

また，当協会の新刊図書案内や事業活動案内のダイレクトメール（DM）送付に利用する場合があります。 

（これらの目的以外での利用は致しません）当協会のプライバシーポリシー（個人情報保護法方針）は，ホームページ

（https://jcmanet.or.jp/provacy_policy.htm）でご覧いただけます。 

ご記入がなければ請求書・納品書・見積書は官公庁名・会社名となります。 
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（一社）日本建設機械施工協会　発行図書一覧表（令和 7年 3月現在）

№ 発行年月 図　　　　書　　　　名 一般価格
（税込）

会員価格
（税込）

本部
送料

1 R7 年 03 月 日本建設機械要覧　2025 年版 53,900 45,100 990
2 R6 年 12 月 建設機械施工ハンドブック（改訂 5 版） 13,200 11,220 770
3 R6 年 05 月 大口径岩盤削孔工法の積算　令和 6 年度版 6,600 5,610 770
4 R6 年 05 月 橋梁架設工事の積算　令和 6 年度版 12,100 10,285 990
5 R6 年 05 月 よくわかる建設機械と損料 2024 7,260 6,171 770
6 R6 年 04 月 令和 6 年度版　建設機械等損料表 9,680 8,228 770
7 R5 年 10 月 道路除雪施工の手引（第 17 版） 4,950 3,960 770
8 R4 年 03 月 日本建設機械要覧　2022 年版 53,900 45,100 990
9 R3 年 01 月 情報化施工の基礎　～ i-Construction の普及に向けて～　 2,200 1,870 770
10 H30 年 08 月 消融雪設備点検・整備ハンドブック 13,200 11,000 770
11 H29 年 04 月 ICT を活用した建設技術  （情報化施工）　 1,320 1,122 770
12 H26 年 03 月 情報化施工デジタルガイドブック【DVD 版】 2,200 1,980 770
13 H25 年 06 月 機械除草安全作業の手引き　 990 880 770
14 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷　　 3,300 2,970 770
15 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷【CD】 3,300 2,970 770
16 H22 年 7 月 情報化施工の実務 2,200 1,870 770
17 H21 年 11 月 情報化施工ガイドブック 2009 2,420 2,178 770
18 H20 年 6 月 写真でたどる建設機械 200 年 3,080 2,618 770
19 H19 年 12 月 除雪機械技術ハンドブック 3,300 2,970 770
20 H18 年 2 月 建設機械施工安全技術指針・指針本文とその解説 3,520 2,992 770
21 H17 年 9 月 建設機械ポケットブック（除雪機械編） 1,100 990 770
22 H16 年 12 月 除雪・防雪ハンドブック（除雪編）【CD-R】 5,500 4,950 770

23 H15 年 7 月 道路管理施設等設計指針（案）道路管理施設等設計要領（案） 
【CD-R】 3,520 3,168 770

24 H15 年 7 月 建設施工における地球温暖化対策の手引き　 1,650 1,485 770
25 H15 年 6 月 道路機械設備 遠隔操作監視技術マニュアル（案） 1,980 1,782 770

26 H15 年 6 月 機械設備点検整備共通仕様書（案）・機械設備点検整備特記仕様
書作成要領（案） 1,980 1,782 770

27 H15 年 6 月 地球温暖化対策 省エネ運転マニュアル 550 495 770
28 H13 年 2 月 建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック（第 3 版） 6,600 5,940 770
29 H12 年 3 月 移動式クレーン，杭打機等の支持地盤養生マニュアル（第 2 版） 2,750 2,475 770
30 H11 年 10 月 機械工事施工ハンドブック　平成 11 年度版 8,360 8,360 770
31 H11 年 5 月 建設機械化の 50 年 4,400 3,960 770
32 H11 年 4 月 建設機械図鑑 2,750 2,475 770
33 H10 年 3 月 大型建設機械の分解輸送マニュアル【CD-R】 3,960 3,564 770
34 H6 年 8 月 ジオスペースの開発と建設機械 8,470 7,623 770
35 H6 年 4 月 建設作業振動対策マニュアル 6,380 5,742 770
36 H3 年 4 月 最近の軟弱地盤工法と施工例 10,450 9,405 770
37 S60 年 1 月 建設工事に伴う濁水対策ハンドブック【CD-R】 6,600 5,940 770
38 建設機械履歴簿 440 396 770

39 毎月　25 日 建設機械施工 880 792 770
定期購読料 年 12 冊 10,032 円（税・送料込）

購入を希望される場合，当協会 HP　https://jcmanet.or.jp/ の出版図書欄の「出版図書のご購入について」から本部，ま
たは支部の購入方法に基づきお申込みください。

消費税 10％



特　　集 鉄道建設技術，保線・保全技術
巻頭言 4 社会の変化に対する鉄道の課題

森地　　茂　�政策研究大学院大学　名誉教授

行政情報 5 鉄道分野のカーボンニュートラルに向けた施策
国土交通省　鉄道局　総務課　企画室　技術企画課

特集技術報文 12 渋谷駅大規模切換工事
第 1 回～第 5 回振り返り
前田　英作　�鉄建建設㈱　東京鉄道支店　JV渋谷駅改良作業所　工事係長

16 大幅な工程短縮を実現した上路 SRC 桁（H 鋼埋込桁）の施工
北陸新幹線，敦賀車両基地路盤他（坂下第 2 架道橋）
加藤　泰樹　� 鉄道建設・運輸施設整備支援機構　北海道新幹線建設局　小樽建設事務所　所員

20 調査坑の施工情報を活用し断層破砕帯を掘削
中央新幹線 中央アルプストンネル（山口工区）
周藤　智規　� 鉄道建設・運輸施設整備支援機構　関東甲信工事局　中津川鉄道建設所　所員
福山　拓郎　 �鉄道建設・運輸施設整備支援機構　関東甲信工事局　中津川鉄道建設所　所長
今井　啓文　� 鉄道建設・運輸施設整備支援機構　関東甲信工事局　中津川鉄道建設所　担当副所長

26 列車巡視の効率化と品質向上を目的とした 
スマート動揺判定アプリ
村上　　真　�西日本旅客鉄道㈱　デジタルソリューション本部　データアナリティクス
田中　浩平　�西日本旅客鉄道㈱　デジタルソリューション本部　データアナリティクス
横川　雅成　�西日本旅客鉄道㈱　鉄道本部　施設部　施設技術室

32 線路設備の点検・検査の自動化と現場適用
新幹線線路設備モニタリング車の開発
須藤　雅人　�東日本旅客鉄道㈱　新幹線統括本部　新幹線設備部　保線ユニット　主務
星野　真澄　�東日本旅客鉄道㈱　八王子支社　八王子保線設備技術センター　主任
中郷　　智　�東日本旅客鉄道㈱　JR東日本研究開発センター　線路技術メンテナンスユニット　主任

37 鉄道 ･ 運輸機構 建設 DX ビジョンロードマップ
霜田　和彦　� 鉄道建設・運輸施設整備支援機構　本社　建設企画部　技術企画・安全推進課　課長補佐
福井　義弘　� 鉄道建設・運輸施設整備支援機構　本社　建設企画部　担当部長（博士（工学））
斉藤　道真　� 鉄道建設・運輸施設整備支援機構　本社　建設企画部　技術企画・安全推進課　総括課長補佐

43 換気設備遠隔監視システム導入による CBM 化
大川　北斗　�大阪市高速電気軌道㈱　交通事業本部　電気部　電気管理事務所

47 革新的 IoT 無線が建設現場やインフラ保全を変える
UNISONet の仕組みと活用事例
大谷　直也　�ソナス㈱　事業本部　ビジネスマネージャー

53 目視点検現場に忍者の目！効率・安全性の向上
てんかく忍者
上田　雅司　�ナカシャクリエイテブ㈱　インフラDX政策担当　執行役員

59 鉄道向け 3 次元計測技術サービスの紹介
大釜　弘志　�アジア航測㈱　社会インフラマネジメント事業部　鉄道事業推進部　部長

65 ドア制御の課題を一新した新機軸の 
無線式ホームドア連携システムの紹介
安全かつ低コストのホームドア・車両ドア同期開閉制御
笠井　貴之　�日本信号㈱　インフラシステム第一技術部　課長
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巻頭言

社会の変化に対する鉄道の課題
森　地　　　茂

人口減少に加えコロナ禍による鉄道需要の減少，地
球環境に対する鉄道の貢献，IT 技術による鉄道サー
ビスの変化など，鉄道界の革新が迫られている。欧米
や発展途上国において鉄道への期待が高まっているの
と対照的に，わが国では行政も，経営者も鉄道に対す
る将来展望を見失っているように見受けられる。

新線整備を進めるロンドン，パリと対照的に，鉄道
網は概成したと新線建設が止まっていた首都圏では，
地下鉄 3 路線の整備が決まったものの，そのための国
家予算確保は不十分である。また，コロナ禍の後，よ
り快適性を求める利用者に対して民鉄の投資意欲は低
い。無人運転，移動閉塞による 1 分間隔運転，IT と
運賃制度の改革によるノーラッチ駅などの技術展開
と，需要減に応じた運賃改定ができれば，大都市鉄道
のサービスは抜本的に向上させ得る筈である。

中規模都市に関しては，欧州に比べて，公共交通の
ネットワーク，サービス水準共に劣後している。欧米
の様に，公共交通への政府の関与を増やす政策転換が
必要であり，それなしでは高齢者の移動環境を実現で
きないことが，社会的にも，政治家にも認識されない
のは不可思議である。県庁所在都市では，山口，佐賀
と那覇を除けば旧国鉄・私鉄を合わせて 2 路線以上あ
り，その活用次第では欧州と同様の鉄道サービスの可
能性は残されている。富山市と宇都宮市の LRT や，
福井鉄道と越前鉄道（LRT と高床鉄道）の相互乗り
入れは，公的負担増で都市鉄道サービスの向上を実現
できることを示した事例である。明らかに不足してい
る自動運転バスのコストダウンの努力次第では，中規
模都市でも，地方小都市や過疎地でもそれが救世主と
なるであろう。

一方，鉄道に見合う需要がない路線でのバス転換は
進まないが，線路を舗装して自動運転の連接バスを走
らせれば，ジーゼル鉄道のサービスと変わりはなく，反
対する理由はない筈である。踏切のある路線の自動運
転も技術的には有人より安全な運行が可能なのである。

但し，これらの将来像を達成するために不可欠なの

は技術力の向上と維持である。新線建設の減少，労働
者不足，転職の増加などはそれを難しくしている。災
害多発期とインフラの老朽化時期を迎え，地方鉄道も
含めた技術体制が求められているのである。20 年も
前であったろうか，JR 東海の社長であった葛西さん
は「保線技術の教育を頼める人が子会社にはおらず，
孫請け会社に，かつての国鉄で育った専門家が残るば
かりで，近々いなくなる。今後は，部品取替えでは済
まない維持管理業務の外注は止め，JR 東海で直接行
わなければない。」と言っておられたが，当時多くの
鉄道会社はコストダウンのために外注化を促進してい
たのである。また，現場で働く人材確保が難しく，外
国人労働者が増えているが，彼らを労働力ではなく，
指導的技術者とし，技術力向上の戦力とするための教
育体制は十分であろうか。円高で，優秀な外国人の確
保が続けられるか，あるいは更なる省力化，無人化の
技術開発がどこまで進むかといった課題にも取り組ま
なければならない。さらに夜間作業に頼っている保守
作業の要員不足から，終日の運転を休止して保守を行
う時期がいずれ来るであろう。その時には欧米のよう
な終夜運転のサービス向上が可能となろう。

これらの課題に対応するために必要なのが，海外事
業である。技術力の維持，国際競争による技術力や経
営ノウハウの向上，海外経験から得られる日本の現状
への反省，外国人を使いこなせる日本人の育成，海外
事業を共に進める発展途上国のパートナーの確保や技
術研修生を核とする現地企業の設立，国際企業として
の鉄道会社の魅力による優秀な入社希望者の増加など
など，海外進出の意義は大きい。

海外では，日本の鉄道会社の効率性，信頼性や沿線
開発に対する評価は高く，JR 東日本，JR 西日本，東
京メトロ，阪急に続き多くの企業の進出と，海外要員
の育成を期待したい。

─もりち　しげる　政策研究大学院大学　名誉教授─
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1．はじめに

令和 2年 10 月，我が国は，2050 年までにカーボン
ニュートラルを目指すことを宣言し，令和 3年 4月に
は「2030 年度に，温室効果ガスを 2013 年度から 46％
削減することを目指すこと，さらに，50％の高みに向
け，挑戦を続けていく」ことを表明した。
こうした政府全体の動きを受けて，国土交通省で

は，鉄道分野においてもカーボンニュートラルに向け
た取組をこれまで以上に加速化させることが必要であ
るという認識の下，令和 4年 3月に有識者等から構成
される「鉄道分野におけるカーボンニュートラル加速
化検討会」を設置して議論を重ね，令和 5年 5月に「鉄
道分野のカーボンニュートラルが目指すべき姿」をと
りまとめた。
また，鉄道分野の脱炭素化に向けた取組の加速化・

検討の深化のため，「鉄道脱炭素施設等実装調査」の
補助制度を創設するとともに，官民の幅広い関係者が
参加する「鉄道脱炭素官民連携プラットフォーム」を
設立し，知見の共有と協力体制の構築を図っている。
本稿では，それらの鉄道分野のカーボンニュートラ

ルに向けた施策について紹介する。

2． 「鉄道分野におけるカーボンニュートラル
加速化検討会」の設置背景

鉄道はエネルギー効率が高く電化も進んだ交通機関
であり，これまで，運輸部門における CO2 排出量の
議論においては，常に優等生として説明されてきた。

一方で，カーボンニュートラルへの対応が人類共通の
課題となり，世界中でこれを成長分野へと育てる取組
が本格化している中で，他の交通機関のこの分野の取
組には目覚ましいものがある。
こうした状況を踏まえ，国土交通省では，令和 4年

3月に有識者，鉄道事業者，関係団体及び関係省庁が
参加する「鉄道分野におけるカーボンニュートラル加
速化検討会」（以下，「検討会」という。）を設置して，
鉄道分野におけるカーボンニュートラルに向けた取組
をこれまで以上に加速化させていくための施策につい
て検討を行うこととした。
検討会の構成及び開催経緯は図─1のとおりである。

3． 鉄道脱炭素の方向性についての中間とり
まとめ

検討会では，カーボンニュートラルに向けた取組を
鉄道産業にとっての成長の機会とする視点を重視しつ
つ，「先進的な鉄道事業者のさらなる取組」と「幅広
い鉄道事業者への横展開」を進めるための検討を重
ね，令和 4年 6月に鉄道脱炭素の方向性についての中
間とりまとめを行った。
この中間とりまとめにおいては，鉄道事業者のCO2

排出量の約 9割が電力由来であり，使用電力の約 4分
の 3 が火力由来であること（図─ 2），また，鉄道が
日本全体の電力の約 2％を消費している電力の大需要
家であることから，調達電力のあり方を「自分事」と
して考えることが必要であるとした。
その上で，列車運行や駅施設等に由来する鉄道事業

鉄道分野のカーボンニュートラルに向けた施策

行政情報

国土交通省　鉄道局　総務課　企画室　技術企画課

2050 年カーボンニュートラル実現が政府目標とされる中，国土交通省では，有識者等から構成される「鉄
道分野におけるカーボンニュートラル加速化検討会」を設置して議論を重ね，令和 5年 5月に「鉄道分野
のカーボンニュートラルが目指すべき姿」をとりまとめた。また，「鉄道脱炭素施設等実装調査」の補助
制度を創設するとともに，「鉄道脱炭素官民連携プラットフォーム」を設立し，知見の共有と協力体制の
構築を図っている。
キーワード：‌�カーボンニュートラル，脱炭素，鉄道，鉄道施設

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術
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図─ 1　鉄道分野におけるカーボンニュートラル加速化検討会の概要

図─ 2　鉄道事業者の CO2 排出量と調達電力の構成

者自らのCO2 排出量を削減する「鉄道の脱炭素」と，
線路や駅など豊富な鉄道アセットを活用した再生可能
エネルギーの発電，送電，蓄電等を通じて地域の脱炭
素に資する「鉄道による脱炭素」を両輪とする総合的
な鉄道脱炭素の取組を進める必要性を謳い（図─ 3），
それらの取組を構成する要素を，①使用エネルギーを
「減らす」，②再エネ等を「作る」，③再エネ等を「運ぶ」，
④再エネ等を「貯める」，⑤再エネ等を「使う」の 5
つに分類して，それぞれの頭文字（へらす＝H，つく

る＝T，ためる＝T，はこぶ＝H，つかう＝T）を取っ
て，「2H3T」（にエイチ・さんティ）というキーワー
ドで整理した（表─ 1）。
また，検討会で取り組むべき事項として，目指すべ
き姿や目標値の設定，国による調査の実施，鉄道事業
者に対する支援制度の検討に加え，セクターカップリ
ングやオープンイノベーションを促進するための官民
プラットフォームの創設が盛り込まれた。
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4． 鉄道分野のカーボンニュートラルが目指
すべき姿

検討会では，中間とりまとめ後も引き続き議論を重
ね，令和 5年 5月に最終とりまとめとして，「鉄道分野
のカーボンニュートラルが目指すべき姿」を公表した。
この最終とりまとめにおいては，我が国における鉄

道の特徴と環境面での貢献について確認した上で，鉄
道分野のカーボンニュートラルが目指すべき姿を
「2050 年において，運輸部門における環境のトップラ
ンナーであり続け，鉄道自体のカーボンニュートラル

を実現すること」及び「最も基幹的かつ身近な環境に
優しい交通・物流インフラ（グリーンレイル）として，
カーボンニュートラル社会を支えること」の 2点と
し，その実現に向けて取り組むべき施策を「3つの柱」
に整理した。
具体的には，①鉄道事業に係るCO2排出量の削減（鉄
道の脱炭素），②鉄道アセットの活用による CO2 排出
量の削減（鉄道による脱炭素），③鉄道の利用促進に
よる CO2 排出量の削減（鉄道が支える脱炭素）の 3
つである（図─ 4）。
また，目指すべき姿の実現に向けた中間的なマイル

図─ 3　鉄道脱炭素のイメージ

図─ 4　取り組むべき施策の方向性（３つの柱）

表─ 1　2H3T（にエイチ・さんティ）の取組
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ストーンとして，2030 年代において，鉄道分野の
CO2 排出量を 2013 年度比で実質 46％削減するという
数値目標を設定した。
以下，最終とりまとめに盛り込まれた鉄道の特徴

と，上記「3つの柱」の施策について詳述する。

5．我が国の鉄道の特徴と環境面での貢献

我が国の鉄道は，全国に張り巡らされたネットワー
クを有し，利便性，定時性，快適性に優れ，世界的に
もトップクラスの旅客輸送量を誇るとともに，輸送の
分担率も自家用車，航空，海運等を含む全体において
約 3割と，諸外国と比較すると非常に大きいという特
徴を有している。特に，人口が集中する都市部におい
ては，世界有数の整備水準にある都市鉄道が日々大量
の旅客を輸送し，大量輸送機関としての特性を存分に
発揮している。
貨物輸送においても，定時・定型・大量輸送という

特性と基幹的な鉄道ネットワークを活用し，800 km
以上の長距離帯では 3割以上の陸上輸送分担率となっ
ており，我が国の物流を支えている。
また，我が国の鉄道は，大量輸送というモード特性

を背景に，総じて他の輸送機関よりもエネルギー効率
が高く，単位輸送量当たりの CO2 排出量が著しく低
いという環境優位性を有している。具体的には，旅客
輸送では自家用乗用車が 128 g-CO2/人キロ，航空が
101 g-CO2/人キロ，バスが 71 g-CO2/人キロであるの
に対して，鉄道は 20 g-CO2/人キロ（自家用乗用車の
約 8 分の 1）であり，貨物輸送では営業用貨物車が
208 g-CO2/トンキロ，船舶が 43 g-CO2/トンキロである
のに対して，鉄道は 20 g-CO2/トンキロ（営業用貨物車
の約10分の1）と，極めて小さいことがわかる（図─5）。

このように，我が国の鉄道は，基幹的な公共交通機
関として人流・物流に果たす役割のみならず，環境と
いう観点からも我が国の経済社会全体に大きく貢献し
ている。
こうした特徴を有する我が国の鉄道が，自らの強み

を更に磨くべく，目指すべき姿を掲げてカーボン
ニュートラルに戦略的に取り組むことは，車両や機器
といった裾野産業をはじめとする関連産業への影響や
人々の意識の醸成なども含め，単純な量を超えたイン
パクトを社会に与え，世界に冠たる鉄道輸送・社会シ
ステムという日本の強みを伸ばすことにもつながると
考えられる。加えて，カーボンニュートラルに向けて
世界的に鉄道の役割を重視する潮流となっていること
も踏まえると，そうした日本の鉄道輸送・社会システ
ムが，世界のモデルとなる可能性もある。

6．取り組むべき施策の方向性（3つの柱）

（1） 鉄道事業に係る CO2排出量の削減（鉄道の脱
炭素）

第一に，鉄道分野におけるカーボンニュートラル実
現に向けて，鉄道事業そのものの CO2 排出量の削減
を進めていく必要がある。
鉄道分野全体の CO2 排出量の約 4 分の 3 は列車運

行に由来することを踏まえると，カーボンニュートラ
ルを目指すためには，これを削減することが最も効果
的であり，必要不可欠である。
その具体的な方策としては，電化区間における「電
車のエネルギー効率の向上」及び非電化区間における
「車両の実質電化，燃料の非化石化」が考えられる。
電化区間では，電車の動力制御方式を旧型のチョッ
パ制御，抵抗制御等から次世代型の半導体を用いた最

図─ 5　輸送量当たりの CO2 排出量
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新型のVVVFインバータ制御に置き換えることによ
り，消費電力量が大幅に改善し，電気の使用に伴う間
接的なCO2 排出量を削減することができる。
また，VVVF インバータで制御する交流モーター

は，車両の減速時にそれを発電機として機能させるこ
とによって回生電力を生み出すことができるため，発
生した回生電力を鉄道の架線を通じて周辺の列車に融
通することで，鉄道システム全体として列車運行のエ
ネルギー効率をさらに高めることができる。
一方で，融通可能な範囲に他の列車がいない場合

や，列車間で加減速のタイミングが合わない場合は，
回生電力を有効に活用することができないため，上下
線一括き電の採用により融通できる範囲を増やす，回
生電力貯蔵装置の導入により発生した回生電力を一時
的に貯めるなど，線区の状況に応じて，回線電力を余
すことなく活用するための方策を講じる必要がある。
非電化区間においては，蓄電池駆動車両，ディーゼ

ルハイブリッド車両等の駆動に電気を用いる新型車両
の導入による CO2 の直接排出の削減に加え，今後の
技術開発の動向を踏まえ，バイオディーゼル燃料の活
用，水素燃料電池車両の導入等による非化石転換を進
めていくことが必要である。
また，列車運行に由来するもののほかに，駅等の鉄

道関連施設からも，熱源・空調機器，照明等の使用に
より，鉄道分野全体の 4分の 1 程度を占める CO2 が
排出されており，熱源・空調機器の効率化，照明の
LED化のような省エネルギーの取組を徹底すること
に加え，鉄道アセットを活用した再生可能エネルギー
の導入（下記（2）参照）や，回生電力の駅施設での
有効活用等に取り組んでいく必要がある。

（2） 鉄道アセットの活用による CO2排出量の削減
（鉄道による脱炭素）

第二に，鉄道事業者は，地域の社会経済活動におけ
る重要な役割を担う駅，広域的なネットワークを形成
する線路，鉄道用の変電所，車庫・車両基地などの施
設・設備を有しており，アセットの面においても大き
な特徴を備えている。
このような鉄道アセットの特性を生かして，沿線地

域等における様々な主体とも連携しながら，我が国が
進める再生可能エネルギーの普及拡大や水素社会の実
現に貢献していくことが期待される。
具体的には，豊富な鉄道アセットを活用して，都市

部においては主に建物の屋上に，地方部においては敷
地，遊休地等にも太陽光発電等の設備を設置して，追
加性のある再生可能エネルギーの自家発電を行い，自

らの脱炭素化を進めるとともに，発電した電気を周辺
の他の施設等にも供給したり，逆に地域で作られた電
気を鉄道で使用したりすることで，エネルギーの地産
地消を通じた地域の脱炭素化に貢献することができる。
今後，国産の再生可能エネルギー技術として期待さ

れているペロブスカイト太陽電池が実用化されれば，
軽量で柔軟な素材の特性を生かし，耐荷重の低いホー
ム上屋，高架橋の側面等，既存の太陽光発電設備の設
置が困難な箇所への設置拡大も見込まれる。
また，出力変動を伴う再生可能エネルギーの導入拡

大に当たっては，電力需要の最適化と再生可能エネル
ギーの有効活用の観点から，蓄電池の導入による調整
力の確保が必須となる。この点，鉄道事業者において
は，変電所や高架下等のスペースを有効に活用するこ
とにより，大規模蓄電池を導入することが可能と考え
られる。これにより，鉄道アセットを活用して発電し
た再生可能エネルギーを有効に活用することができる
ほか，非常時における駅施設等への電力供給等を通じ
て，地域におけるレジリエンスの強化にも貢献できる
可能性がある。
さらに，2050 年カーボンニュートラル社会の実現

に向けては，再生可能エネルギーや水素などクリーン
なエネルギーの全国各地への安定的な供給が必要とな
る。このため，我が国のエネルギー政策の方針も踏ま
えつつ，鉄道アセットを活用した再生可能エネルギー
の送電や鉄道による水素輸送，鉄道駅の水素供給拠点
化等についても検討していくことが必要である。 
具体的には，鉄道の架線や線路敷等を活用したマイ

クログリッド構築や広域的な電力系統整備への貢献，
鉄道による水素輸送や線路敷への水素パイプラインの
設置，鉄道駅の拠点性を生かしてバス，トラック等他
の交通インフラにも水素を供給する総合水素ステー
ションの整備等が想定される。
こうした「鉄道による脱炭素」の取組を進めること

で，カーボンニュートラル社会を支えるインフラとし
ての存在感を高め，鉄道事業の成長・発展につなげて
いくことが期待される。

（3） 鉄道の利用促進による CO2排出量の削減（鉄
道が支える脱炭素）

第三に，我が国の鉄道は，前述のとおり他の交通機
関と比較してエネルギー効率が高く，単位輸送量当た
りの CO2 排出量が著しく低いという環境優位性を有
しており，その環境優位性をさらに高めるための取組
を進めている。このため，旅客，貨物ともに，自動車
輸送に代えて鉄道の利用を増やしていくことが，運輸
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部門や我が国全体の CO2 排出削減の観点から重要で
ある。
近年，コーポレートガバナンスにおける CSR の重

要性の高まりや市場における ESG 投資の拡大等によ
り，事業活動に当たっては地球環境問題への配慮がま
すます求められるようになってきている。特に，近年
においてはサプライチェーン全体における CO2 排出
量への関心が高まっており，事業者自らによる温室効
果ガスの直接排出（Scope1）や他社から供給された
電気，熱等の利用に伴う間接排出（Scope2）以外の
間接排出（Scope3）をいかに減らしていくかが大き
な課題として認識されている。また，一般消費者にお
いても脱炭素化を含めた環境意識が徐々に高まってき
ているほか，我が国のカーボンニュートラル社会の実
現のためには，「食事」，「移動」，「住居」を中心とし
たライフスタイルの変革の必要性が指摘されている。
こうした社会的な状況を踏まえると，鉄道利用の増
大のためには，鉄道輸送の快適性や利便性を一層高め
ることに加え，移動・輸送手段の選択によるCO2 排出
削減効果を「見える化」し，地球環境の観点から自発
的に鉄道を利用するよう，企業や荷主，一般消費者等
の行動変容を促していくことが効果的と考えられる。
このように，鉄道分野のみならず社会全体の脱炭素

化を進める観点から，環境優位性のある鉄道の利用を
促進するための効果的な方策についても検討を進めて
いく必要がある。

7．鉄道脱炭素施設等実装調査

国土交通省では，鉄道分野におけるカーボンニュー
トラル実現に向けた取組を推進するため，令和 4年度
に「鉄道脱炭素施設等実装調査」に対する補助制度を
創設した（図─ 6）。
この補助制度は，鉄軌道事業者等が行う鉄軌道事業
の脱炭素化及び鉄軌道事業者が所有する資産を活用し
た脱炭素化に資する施設等の整備等に関する調査・検
討について，実施費用の 2分の 1を補助するものであ
り，制度創設以降，令和 6年度当初予算までに，延べ
11 件の事業を採択している。
具体的には，回生電力の活用における効果最大化の
検証，鉄道アセットを活用した再生可能エネルギー送
電の検討，鉄道施設へのペロブスカイト太陽電池の適
用の検討，鉄道における水素の輸送・供給に関する調
査などであり，先進性があり社会的意義の大きな事業
を優先して支援を行っている。

図─ 6　鉄道脱炭素施設等実装調査

図─ 7　鉄道脱炭素官民連携プラットフォーム
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8．鉄道脱炭素官民連携プラットフォーム

国土交通省では，鉄道分野・鉄道関連分野の脱炭素
化に向けた取組の加速化・検討の深化のため，令和 4
年9月に「鉄道脱炭素官民連携プラットフォーム」（以下，
「官民プラットフォーム」という。）を設立した（図─ 7）。
官民プラットフォームは，鉄道事業者と省エネル

ギー・再生可能エネルギー関係の技術や知見等を有す
る民間企業等が，それぞれの情報を共有して協力体制
を構築し，セクターカップリングやオープンイノベー
ションを促進することで，鉄道分野・鉄道関連分野の
脱炭素化の実現を後押しすることを目的としている。
官民プラットフォームを設立するにあたり，鉄道分

野の脱炭素化の推進に関心を持ち，脱炭素の取組に意
欲がある民間企業・団体や地方公共団体を対象に会員
の募集を行ったところ，業界・業種を問わず全国から
幅広い応募があり，令和 5年 10 月末時点で 132 者が
参加している。
官民プラットフォームの活動としては，会員間の情

報共有や先駆的事例の横展開を目的としたオンライン
セミナーの開催のほか，特定の会員間で共通するテー
マについてワーキンググループを設置して，会員間で
課題解決に向けたアイデアを出し合うなど，そのテー

マについての深堀りした議論を行っている。令和 5年
度においては，検討会で「鉄道分野のカーボンニュー
トラルが目指すべき姿」がとりまとめられたことを受
けて，鉄道アセットの活用を含む再生可能エネルギー
の導入促進をテーマとした「再エネ導入・活用促進
WG」と，鉄道の環境性能の定量化・可視化による鉄
道利用促進をテーマとした「利用促進・見える化
WG」の 2つのワーキンググループを設置して，活動
を行った。

9．おわりに

国土交通省では，「鉄道分野のカーボンニュートラ
ルが目指すべき姿」で提言された 3つの柱に沿って，
鉄道脱炭素施設等実装調査や官民プラットフォームも
活用しながら，鉄道分野におけるカーボンニュートラ
ル実現に向けた施策を進めていく。

�

［筆者紹介］
国土交通省
鉄道局　総務課　企画室
技術企画課
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1．はじめに

工事着工前の JR渋谷駅は，下記の課題があった。
①山手線ホームと埼京線ホームが 350 m離れており，
乗り換えに時間を要する。

②山手線ホームが外回りと内回りと分かれており，2面
2線式の駅構造であり，狭隘なホームで危険である。
③コンコースの空頭が低く，圧迫感を感じる。
上記課題における改善策として

①埼京線ホームと山手線ホームの並列化
②山手線ホームの 1面 2線化
③埼京線・山手線ホームおよび線路の扛上
を実現させるべく，大規模切換工事を 5回に分けて実
施した。

2．各切換工事概要

（1）第 1回切換工事
2018 年 5 月，埼京上下線を 45 時間運休させ，切換

工事を実施した。
第 1回切換工事の目的は，新埼京線ホームを構築す

るためのスペース確保及び，埼京上り線の線形移動に
対する既設埼京ホームの改良となり，切換当日は，埼
京上り線を現在線から新線に切換え，埼京上り線側の
ホーム扛上・及び拡幅を実施した。
■第 1 回切換（埼京線上り線）：2018 年 5 月 25 日～
27 日（45 時間）（図─ 1）

（2）第 2回切換工事
2020 年 5 月，埼京上下線を 52 時間運休させ，切換

工事を実施した。
第2回切換工事の目的は，山手線ホームと埼京線ホー

ムの並列化と，新山手内回り線を構築するためのス
ペース確保となり，切換当日は，埼京下り線の線路扛
上・横移動及び，新埼京線ホームへの移設を実施した。
■第 2回切換（埼京線下り線）：2020 年 5 月 29 日～ 6
月 1日（52 時間）（図─ 2）

渋谷駅大規模切換工事
第 1 回～第 5 回振り返り

前　田　英　作

1 日約 60 万人が利用する JR東日本の渋谷駅。山手線ホームと埼京線ホームの並列化や自由通路整備な
どのために 2015 年から駅改良本体工事が進められている。
駅改良工事に伴い 2018 年 5 月～ 2023 年 11 月までの期間に線路切換工事を全 5回実施した。
本プロジェクトは JR 渋谷駅を 3工区に分けて施工しており，当社 JV（鉄建・東急・東鉄建設共同企

業体）が担当した南工区（JR渋谷駅ホーム品川方）の土木工事における振返りとして内容を紹介する。
キーワード：‌�駅改良工事，線路切換工事，ジャッキ制御システム，親子フィラー，試験施工

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術

図─ 1　第 1 回切換概要図



13建設機械施工 Vol.77　No.3　March　2025

（3）第 3回切換工事
2021 年 10 月，山手内回り線を 51 時間運休させ，

切換工事を実施した。
第 3回切換工事の目的は，山手線ホーム 1面 2線化

の準備工程となる，山手内回り線ホームの拡幅とな
り，切換当日は，山手内回り線ホームの扛上・拡幅を
実施した。
■第 3回切換（山手線内回り）：2021 年 10 月 22 日～
10 月 25 日（51 時間）（図─ 3）

（4）第 4回切換工事
2023 年 1 月，山手外回り線の列車を 51 時間運休さ

せ，切換工事を実施した。
第 4回切換工事の目的は，山手線ホームの 1面 2線

化となり，切換当日は，山手外回り線の軌道扛上・横
移動及び，山手線外回り側のホーム拡幅を実施した。
■第 4回切換（山手線外回り）：2023 年 1 月 6 日～ 1
月 9日（51 時間）（図─ 4）

（5）第 5回切換工事
2023 年 11 月，山手外回り，内回り線を 1線ずつ延
べ 52.5 時間運休させ，切換工事を実施した。
第 5回切換工事の目的は，ホーム下コンコースの空
頭確保のため，切換当日は，山手内回り線，外回り線

図─ 3　第 3 回切換概要図

図─ 4　第 4 回切換概要図

図─ 5　第 5 回切換概要図

図─ 2　第 2 回切換概要図
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の軌道及びホーム扛上を実施した。
■第 5 回切換（山手線内回り・外回り）：2023 年 11
月 17 日～ 11 月 20 日（52.5 時間）（図─ 5）

3．技術的工夫

線路切換工事により線路の高さ，線形を変更する
が，線路の扛上と横移動を短時間で実施するため事前
に切換範囲のバラスト軌道を工事桁構造に改造し，切
換当日は工事桁を扛上，横移動する事により線路の高
さ，線形変更を実施した。
当工区の工事桁数量は，埼京下り線が 27 連

（248 m），山手内回り線が 7 連（60 m），山手外回り
線が 6連（50 m）である。
当該箇所は狭隘なスペースであり，大型クレーン等

の重機を使用する事ができないため，工事桁の移動は
油圧ジャッキを使用した。
以下に工事桁の扛上，横移動に関する技術的工夫を

記載する。

（1）ジャッキ制御システムによる工事桁扛上量管理
【課題点】1連の工事桁に対して隅部 4箇所に油圧
ジャッキを設置するが，それぞれのジャッキアップ速
度の差異により，工事桁が傾き不安定な状態になり転
倒，及び隣接する工事桁に接触する懸念があった。

【改善策】工事桁全てのジャッキストロークをリア
ルタイムに管理する制御システムを導入しジャッキ管
理を実施した。
制御内容は，一番短いストロークのジャッキと，一
番長いストロークのジャッキとの差が，10 mm以上
となった場合，自動的に一番長いストロークのジャッ
キが一時停止し，その他のジャッキが 10 mm未満の
差になるまで継続稼働するシステムである。
【成果】このシステムを導入したことにより，ジャッ
キアップ時のストローク差異による工事桁が傾き転
倒，隣接桁との接触リスクを回避し，所定時間内にト
ラブル無く工事桁の扛上，横移動を完了する事ができ
た（図─ 6）。

（2）拡大孔に親子フィラー PLを活用した工事桁設置
【課題点】工事桁を油圧ジャッキにて移動し，既存
アンカーボルトに差し込む際に，16 箇所の既設アン
カーボルト全てが工事桁支点部のボルト孔と合わない
と工事桁を差し込めず，重量物である工事桁の平面位
置微調整が発生し時間を要してしまい，切換工事の完
了時刻の遅延が懸念された。
【改善策】ボルト孔を拡大孔に変更し，親子フィラー
PLを採用する事で拡大孔の欠損部分を埋める計画と
した。親フィラーと子フィラーの 2重構造にて各フィ
ラーを回転させ孔位置を偏心させることにより拡大孔

図─ 6　ジャッキ制御システムイメージ

図─ 7　親子フィラー PL 使用イメージ
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の中に既設アンカーボルトが収まっていれば工事桁設
置が可能とした。
【成果】ボルト孔遊間の許容値が±1.5 mm から±
9.5 mmまで拡大し，工事桁の平面位置微調整が省力
され作業時間を短縮し，所定時間内に工事桁設置が完
了した（図─ 7）。

（3）試験施工の実施
線路切換工事は首都圏の大動脈である列車を長時間

運休しており，切換工事の完了時刻遅延は乗降客に対
する影響も膨大であるため，避けなければならない。
そのため切換工事の中で遅延が懸念される工種にお

いては事前に資材ヤードにて試験施工を実施し，実現
の可否，計画作業時間の妥当性について確認，検討を
行った。
実施した試験施工について，下記に記載する。

・EPS を使用したホームの組立試験（写真─ 1）
第 1回，2回切換工事は線路扛上に伴い，埼京線ホー

ムも最大 1.2 m扛上させる必要があったため，EPS を
使用し既存ホームを扛上させたが，EPS による床面
の嵩上げ，階段部の組立を模擬施工した。

・工事桁の扛上，横移動試験（写真─ 2）
山留材を使用して模擬の工事桁を仮設し，油圧
ジャッキにて模擬工事桁の扛上，横移動を実施した。
・ホーム横桁架設試験（写真─ 3）
第 3回線路切換では，山手内回り線のホーム拡幅を
実施したが，ホーム横桁設置はクレーンを使用するス
ペースが無いため，専用の吊込み架台を当日仮設し，
横桁の揚重，横移動，架設を実施した。吊込み架台の
仮設，ホーム横桁の架設について試験を実施した。

4．おわりに

線路切換工事とは，多種の工事関係個所が一丸とな
り，決められた日程及び，決められた作業時間内で工
事を完遂させることが使命となる。
特に作業時間（サイクルタイム）においては，各作

業工種を分刻みにて計画し，切換当日においても分刻
みで作業進捗の管理を実施する。
そのような特殊な条件下での工事であるため，切換

当日までに，考えられるリスク，課題すべてに対して，
対策を講じる必要がある。上記の「技術的工夫」「準
備施工時の工夫」「実施工の課題と対策」以外でも，
多くのリスク，課題に対する対策を検討，実施し，全
5回の線路切換工事を無事に，完遂する事ができたと
感じる。
�

［筆者紹介］
前田　英作（まえだ　えいさく）
鉄建建設㈱　
東京鉄道支店　JV渋谷駅改良作業所
工事係長

写真─ 3　ホーム横桁架設試験

写真─ 1　EPS ホーム組立試験

写真─ 2　工事桁扛上，横移動試験
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1．はじめに

北陸新幹線（金沢・敦賀間）は，工事実施計画が平
成 24 年 6 月に認可され，令和 6年 3月 16 日に開業し
た。このうち，敦賀車両基地（現白山総合車両所敦賀
支所，以下「本車両基地」と記す）は，高崎起点

470 km 580 m を中心とする敦賀駅から南に約 500 m
離れた位置にあり，新幹線車両の留置や点検を行う施
設である（図─ 1）。本稿では，工事契約の不調などに
よる着手遅れの状況から，完成・開業に向け，工程上
クリティカルとなった上路 SRC桁（H鋼埋込桁）で実
施した大幅な工程短縮の取り組みについて報告する。

2．敦賀車両基地の概要

本車両基地（図─ 2）は，北陸新幹線（金沢・敦賀間）
延伸に必要となる，主に以下の機能を有する基地である。
① 2日に 1度実施する仕業検査（仕業検査庫）
②列車の留置（着発収容庫）
③新幹線車両の故障修繕（臨時修繕庫）
また，本車両基地は在来線の北陸本線と並行し，延
長約 1.5 km，最大幅約 160 m，敷地面積は約 12 ha（保
守基地を含む）である。主な構造物としては，最大盛図─ 1　敦賀車両基地　位置図

図─ 2　敦賀車両基地　全体平面図

大幅な工程短縮を実現した上路 SRC 桁（H鋼埋込桁）の施工
北陸新幹線，敦賀車両基地路盤他（坂下第 2 架道橋）

加　藤　泰　樹

令和 6年 3 月 16 日に開業した北陸新幹線（金沢・敦賀間）のうち，敦賀車両基地工事については，工
事の不調などによる着手遅れの状況から，クリティカルとなる上路 SRC桁（H鋼埋込桁）の大幅な工程
短縮が必要であった。そこで，桁構造を統一する構造設計の見直しやボルト接合を採用した現場溶接の削
減，2主桁一括架設を採用した桁架設方法の変更を行い，7カ月の工程短縮を実現した。本報では，これ
ら工程短縮策について紹介する。
キーワード：‌�新幹線建設，橋梁，工程短縮，H鋼埋込桁架設，大型クレーン

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術
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土高さ 13 m，約 610,000 m3 の盛土，敦賀駅から本車
両基地までをつなぐ回送線高架橋，県道を跨ぐ坂下第
1架道橋，国道 27 号を跨ぐ坂下第 2架道橋を有して
いる。

3．工程上の課題

（1）工程短縮の必要性
図─ 3に本車両基地の全体工程を示す。本車両基

地では，完成・開業時期の前倒し，2回にわたる工事
契約の不調などにより，平成 29 年 11 月の契約・工事
着手となった。このため，土木工事 3年半，設備工事
2年，監査・検査 1年とする標準工程で施工を進めた
場合，完成は令和 6年 3月の予定となる。しかし，当
時は完成・開業予定は令和 5年 3 月としており，約 1
年の工程短縮を検討する必要が生じた。土木工事と設
備工事の競合作業により，5カ月の工程短縮の見込み
がたったものの，残り 7カ月，土木工事において工程
短縮の検討を進めることとした。

（2）工程上のクリティカル箇所
本車両基地における工程上のクリティカル箇所は坂

下第 2架道橋（以下「本架道橋」と記す）であった。
クリティカルとなった経緯について，以下に記す。

図─ 4および表─ 1に本架道橋とその周辺につい
ての構造物を示す。本架道橋起点方には坂下第 1架道
橋，盛土，終点方には仕業検査庫，着発収容庫と様々
な構造物が位置している。特に終点方の仕業検査庫
は，建築，電気，機械といった多くの設備工事を行う
必要があることから，本車両基地工事の中において，
最も施工に時間を要する箇所となっている。
しかし，本架道橋起点方は坂下第 1架道橋および盛

土を施工するため，本架道橋施工ヤードを確保するこ
とができず，図─ 5で示す通り，架設クレーンおよ
び主桁地組ヤードは仕業検査庫・着発収容庫の施工範
囲と重複せざるを得なかった。そのため，本架道橋の
架設を速やかに終了させ，次工程である仕業検査庫工
事へ早期に引き渡すことが必要であった。

4．工程短縮案

本架道橋で 7カ月の工程短縮を目指し検討・実施し
た以下 3案について，記す。
①構造設計見直し（桁構造統一）
②現場溶接の削減（ボルト接合の採用）
③架設方法の変更（2主桁一括架設）

（1）構造設計見直し（桁構造統一）
本架道橋は主要幹線道路である国道 27 号を跨いで

図─ 3　敦賀車両基地　全体工程

図─ 4　坂下第 2 架道橋周辺

表─ 1　坂下第 2 架道橋周辺　構造物

橋りょう
坂下第 1架道橋 PC桁（L＝13 m×4，22 m×1）
坂下第 2架道橋 H鋼埋込桁（L＝40 m×7）

盛土 橋りょう間 L＝30 m，W＝90 m，H＝6 m

諸設備
仕業検査庫 L＝400 m，W＝33 m，3編成収容
着発収容庫 L＝380 m，W＝35 m，7編成収容

図─ 5　坂下第 2 架道橋施工ヤード
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おり，構造は上路 SRC 桁（H鋼埋込桁）である。橋
長 40 m，幅 90 m，橋軸直角方向に 7連を有する構造
であり，46 本の主桁を使用している。一般的にH鋼
埋込桁は，鋼材とコンクリートの合成断面であること
から 40 m程度の橋長に適しており，また桁高の抑制
に非常に有効な構造である。本架道橋では，国道 27
号上に位置していることから桁下空頭の確保のため，
また本架道橋が全体の縦断勾配をレベルで計画する車
両基地の F.L. 決定のコントロールポイントとなって
いたことから，車両基地全体の盛土量を少なくするた
めの課題解決として，H鋼埋込桁を採用していた。一
方，幅が 90 mに及ぶため桁下空頭に余裕のある 2連
（Hc6，Hc7）については，当初設計時点で PCT桁を
採用し，経済性を考慮した計画としていた（図─ 6上
段）。しかし，異なる構造の桁架設は必要な資機材や
施工方法が異なるため，ヤード面・工程面でのリスク
があり，早期施工を目的とした，構造形式について比
較，検討を行い，7連全てにH鋼埋込桁を採用する修
正設計を実施した（図─ 6下段）。これにより，PC
桁現場製作作業の削減や，架設時クレーンの同一機使
用が可能となり，3カ月の工程短縮が可能となった。

（2）現場溶接の削減（ボルト接合の採用）
当初計画においては，本架道橋にて使用する主桁H

鋼は運搬を考慮し 3分割のブロックとした製作を行
い，現場ヤードに運搬後，風防設備を設け，現場溶接
にて接合を行うこととしていた。今回新たに採用した
Hc6 および Hc7 については，添接板を使用したボル
ト接合構造に変更することとした（図─ 7）。表─ 2

に現場溶接とボルト接合との比較を示す。添接板を使
用したボルト接合は，構造上，応力集中する箇所には

採用できないなどの問題点があるが，主桁を 3分割の
ブロックとした場合，応力集中箇所を回避することが
できたため，ボルト接合を採用することが可能であっ
た。また，一般的に添接板を使用したボルト接合の場
合，添接板部の塗装劣化が生じ，維持管理面で不利と
なるが，H鋼埋込桁の場合，H鋼がコンクリートで覆
われるため，塗装劣化の懸念がない。これにより，添
接板を使用したボルト接合を採用することで，2カ月
の工程短縮が可能となった。

（3）架設方法の変更（2主桁一括架設）
本架道橋を架設する際，起点側は坂下第 1架道橋工

事を行っていることから，クレーンの設置および主桁
地組ヤードが終点側の盛土上に限定されていた。ま
た，主桁本数が 46 本と非常に多く，複数回の架設が
必要であった。架設方法として最も施工サイクルの効
率化を図るためクレーンによる単吊り架設を採用し
た。更なる工程短縮を行うために，当初は H鋼を 1
本ずつ架設し，その後に鉄筋・型枠・コンクリート打

表─ 2　現場溶接と添接板の比較

現場溶接 （当初） ボルト接合（変更案）

作業員
橋りょう特殊工
＋溶接工

△ 橋りょう特殊工 ○

工程
防風設備必要

溶接に長期間要する
△ 溶接に比べて短期間 ○

品質 作業環境に影響する △ 作業環境の影響を受けない ○

設計
継手位置の
自由度が高い

○
継手位置の自由度が低い
⇒本架道橋では影響なし

△⇒○

維持管理 良 ○
添接部は塗装が劣化しやすい
⇒H鋼埋込桁 塗装劣化なし

△⇒○

経済性 1.0※ 1 ○ 1.1※ 1 △
評価 △ ○

※ 1：現場溶接に関わる費用を 1.0 とした場合の比較図─ 6　坂下第 2 架道橋断面図

図─ 7　添接板を使用した現場接合
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設を実施する一般的な工法から，地組時に一部の鉄筋・
型枠を先行施工したうえで，H鋼 2本一組での一括架
設を実施する方法へ変更した。これにより，クレーン
規格が上がり大型クレーンの手配は必要となったもの
の，単独架設の際に必要であった座屈防止材が不要と
なったうえに，玉掛・架設のサイクル数を半減させる
ことで，道路通行規制との兼ね合いも含めて 2カ月の
工程短縮が可能となった。
なお，桁重量および作業半径から 1,000 t 級以上ク

レーンが必要であったが，隣接する新幹線工事やオリ
ンピック需要などにより，クレーン調達が非常に困難
な状況であった。しかし，広範囲で調査・交渉を繰り

返した結果，1,350 t 級クレーンを 1 台確保すること
ができた（写真─ 1）。

（4）工程短縮まとめ
本架道橋架設に伴う，工程短縮についてまとめる。

異なる桁構造を採用していたが，桁構造を統一するこ
とで 3カ月の工程短縮を実現した。また，添接板を使
用したボルト接合を採用し現場溶接作業を削減するこ
とで，2カ月の工程短縮を実現した。さらに，架設方
法においても検討・変更を行い，1,000 t 級以上の大
型クレーンによる 2主桁一括架設を採用することで，
2カ月の工程短縮を実現した。これにより，合計で 7
カ月の工程短縮を実現した（図─ 8）。

5．おわりに

本車両基地においては，工事契約の不調などによる
工事着手遅れにより，1 年の工程短縮が必要であっ
た。設備工事との競合により，5カ月の工程短縮が可
能であったものの，土木工事において残る 7カ月の工
程短縮が必要であった。そこで，本車両基地工事の工
程を左右する本架道橋架設において，3項目の工程短
縮策を実施することで，7 カ月の工程短縮を実現し
た。工事実施中に令和 6年春へ開業時期の見直しが行
われたが，設備工程もひっ迫していたことから，早期
の設備引き渡しを実現し，設備工程にて予定されてい
た競合工事を回避できたことなど，今回の工程短縮は
有意義であったと考えている。車両基地建設は土木工
事，開業設備工事と多岐にわたる工事が行われること
もあり，開業への工程上のクリティカル工区となるこ
とが多い。本架道橋の取り組みが，今後の類似工事に
おける短縮策の一助となれば幸いである。最後に，多
大なるご指導ご協力をいただいた関係各位に深くお礼
申し上げる。
�

《参 考 文 献》
	 1）	柳瀬賢征：国道の長期規制による上路 SRC 桁（H鋼埋込桁）架設工

事　～北陸新幹線 坂下第 2架道橋（敦賀車両基地（仮称））～，日本
鉄道施設協会誌，2021.12

［筆者紹介］
加藤　泰樹（かとう　たいき）
鉄道建設・運輸施設整備支援機構　

北海道新幹線建設局　小樽建設事務所
所員

写真─ 1　大型クレーンによる架設の様子

図─ 8　坂下第 2 架道橋　当初工程・短縮工程
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1．はじめに

中央新幹線中央アルプストンネルは，品川～名古屋
間のうち，木曽山脈（中央アルプス）を貫く，延長約
23.3 kmのトンネルである。このうち， 長野県飯田市～
岐阜県中津川市に跨る最も終点方（名古屋方）の山口
工区は，延長約 4.7 kmの工区で，日本の主要な活断層
である阿寺断層と交差する位置関係にある （図─ 1）。
過去の阿寺断層における道路トンネル工事 1）では，

大量高圧湧水や塑性地圧による変状などが報告されて
おり，当工事においても同様な地質リスクが想定され
た。そこで，当工事では，本坑の掘削に先立ち，阿寺
断層の地質・地下水状況を把握するために，長尺先進
ボーリングおよび調査坑の施工を行った。
本坑の地質や地下水の状況を把握するにあたり，調

査坑における切羽観察記録や長尺先進ボーリングの結
果などを基に定性的に評価するだけでなく，コン
ピュータジャンボによるロックボルト孔や発破孔など
の削孔時に得られる削孔データからトンネル周辺の地
山状況を三次元かつ定量的に評価することにより経済
的・合理的な支保パターンを選定し，本坑の掘削を進
めた 3）～ 5）。
本稿では，山口工区において，阿寺断層の活動の影
響で形成されたと推測される複数の断層破砕帯を掘削
した際の調査及び施工結果を報告する。

2．地質・地形概要

本工区の地質は，主に中世白亜紀の花崗斑岩を主体
とする（図─ 2）。新鮮な花崗斑岩は，一軸圧縮強度

調査坑の施工情報を活用し断層破砕帯を掘削
中央新幹線 中央アルプストンネル（山口工区）

周　藤　智　規・福　山　拓　郎・今　井　啓　文

中央新幹線，中央アルプストンネルは，品川・名古屋間のうち，木曽山脈（中央アルプス）を貫く延長
約23.3 kmの山岳トンネルである。このうち，山口工区は長野県と岐阜県に跨る延長約4.7 kmの工区である。
地質は，中生代白亜紀の花崗斑岩を主体としており，山口工区の内，約 1.5 km 区間が阿寺断層と交差
する。断層破砕帯を掘削するため，長尺先進ボーリングおよび調査坑施工によって得られる前方の地質・
地下水に関する施工情報を活用し，三次元かつ定量的に地山を評価することで，経済的・合理的な支保パ
ターンの選定を行いながら本坑の掘削を進めた。
本稿では，断層破砕帯における施工計画，施工実績について報告する。

キーワード：‌�山岳トンネル，調査坑，破壊エネルギー係数，推測，地山状況

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術

図─ 1　山口工区のトンネル位置図 2)　（地理院地図（Vector）を加工して作成）
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が 100 N/mm2 以上の硬質な岩盤であるが，断層の影
響で破砕質，粘土質な区間もあり，地山の硬軟の変化が
激しい。事前の地質調査結果では，14本の主断層が推定
され，約1.5 km区間（208 km 300 m ～ 206 km 840 m）
が阿寺断層と報告されている。阿寺断層は左横ずれ断
層であり，本坑トンネルと直交する 6）。
地形については，坑口（斜坑）の標高が約 350 m

であり，本坑は品川方へいくにつれ徐々に土被りが大
きくなる。トンネルの最大土被りは，県境界近傍で約
550 mであり，周辺には標高 1,000 m 程度の山地が連
なる。
近傍の中央自動車道恵那山トンネルの工事記録で

は，熱水変質を伴った断層破砕帯において，高圧多量
湧水及び切羽崩壊を引き起こし，想定以上の工期を費
やしたとの記述があり 1），本トンネルでも同様な地山
状況が懸念された。

3．断層破砕帯掘削の施工計画

（1）断層破砕帯の施工計画の概要
阿寺断層による地質・地下水への影響を把握するた

めに，本坑に先行して，長尺先進ボーリング（延長
450 m）および調査坑の施工を行った。
調査坑は，本坑の南側を離隔 35 mで併進し，硬質

な地山が確認できるまで掘削を行った（総延長
1,475 m）。離隔については，トンネルを隣接して施工
する場合，中心離隔を 3D以上とするのが一般的であ
り 7），本坑（内空幅約 13 m）と調査坑（内空幅約

7 m）の平均径の 3D程度を確保することとした。加
えて，断面は，本坑が掘削不能になった際に，う回路
として調査坑を本坑掘削機械が走行できるように，調
査坑の断面積を 35 m2 確保した。
長尺先進ボーリングは，地山状況の把握等を目的
に，調査坑に先行して 3回実施した（図─ 2）。長尺
先進ボーリングは，できるだけ前方の地山状況を把握
するために，二重管構造で，孔壁が不安定な地山不良
部や大量湧水部にも適合し，コアが採取できる確実性
が高く，500 m 程度の長尺ボーリングが可能である
シールドリバース工法を採用した。

（2）本坑地山状況の推定
本坑の地山状況を推定するにあたり，ロックボルト
孔などの削孔データにより三次元かつ定量的に評価を
行うことにより，経済的・合理的な支保パターンの選
定を試みた。
当工区では，ロックボルト孔や発破孔などの削孔に
よる破壊エネルギー係数をクリギング処理（地球統計
学処理）（図─ 3）をすることで，任意点の空間補間
を行い，本坑周辺の破壊エネルギー係数の三次元分布
を推定した。
破壊エネルギー係数は，単位体積の地山を削孔する
ために削孔機が要したエネルギーと定義され，一般に
値が大きいほど硬い地山と評価できる。
また，切羽前方の地山状況を把握するために削孔検
層を行うが，それとは別に，切羽の崩落が懸念される
本坑天端付近の地質を調べるために調査坑の側壁から

図─ 2　地質縦断図（上）及び調査坑周辺の平面図（下）
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本坑へ向け上向き約 20°の削孔検層を追加で実施した
（図─ 4）。実施頻度は掘削のサイクルへの負担を減ら
すために切羽前方に行う削孔検層と同時の実施とし，
25 mごととした。
前述した調査坑掘削時の削孔データ（ロックボルト

孔，発破孔）と調査坑からの削孔検層（調査坑掘削方
向，本坑方向）で収集した破壊エネルギー係数を用い
て，本坑の地山状況を推測した。
また，これまでの施工実績 4）から 135 J/cm3 以下の
区間は，強風化部・断層部と判断し，支保パターン変
更や補助工法採用などの検討を行った。

（3）調査坑の施工結果
調査坑では，主断層区間と想定される地山不良部

（206 km 780 m～206 km 950 m）において，支保パター
ンⅠsで掘削を行った（図─ 5）。当区間では，天端沈
下が約60 mm程度，内空変位は80 mm未満であった。
切羽全面が粘土化しており（図─ 6），手で割れる程
度に脆いことが確認された。調査坑のこの区間の大半
において破壊エネルギー係数の平均値は 135 J/cm3 以
下であった。小規模な肌落ちは発生したものの，長尺
先進ボーリングによる水抜き効果により切羽にほとん

ど湧水がなく，切羽自体は自立していた。

（4）本坑の施工計画
前述のとおり調査坑の主断層区間（206 km 780 m
～ 206 km 950 m）では，切羽全面が風化しており，
粘土化もしくは破砕が進んでおり，手で割れる程度に
脆弱であった。
図─ 7（予測）に，調査坑施工時の掘削データを基に推
定した本坑の地質予測結果を示す。とくに破壊エネルギー
係数の予測値においてこれまでの最小値（100 J/cm3）を
示した 206 km 820 m 付近が著しく劣化した地山不良
区間だと推定された。
地山不良区間では，標準の支保パターンⅠsだと，

限界ひずみ法により設定した管理基準値Ⅲ（天端沈下
150 mm）を超過することが予想されたため，見直しを
検討した。調査坑断面（35 m2）に対して，本坑断面
（100 m2）は大断面であり，掘削による緩み範囲も大き
くなるため，調査坑施工時の支保パターンⅠsを基本
とし，鋼製支保工をH-200，吹付け厚を 250 mmとし
た支保パターンⅠs（h）を採用する計画とした（図─8）。

図─ 3　クリギングによる地球統計学処理の例

図─ 4　調査坑施工時の削孔データと本坑へ向けた削孔検層

図─ 5　調査坑支保パターンⅠs

図─ 6　調査坑の切羽写真（206 km 809.8 m）
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4．施工結果

（1）施工結果
本坑 206 km 950 m ～ 207 km 070 m では，計画し

ていたⅠs（h）の支保パターンで掘削を行った（図─
8）。図─ 9に切羽状況を示す。中～強風化主体の地
山で，岩片が残るが割れ目沿いが風化し，粘土層が介
在するため脆弱になっている。
調査坑の実績から，強風化が予測された206 km 950 m
付近から品川方の区間については，徐々に切羽面に粘
土混じりの強風化した部分が増え，初期変位速度が大

きく，内空変位量，天端及び脚部の沈下量の増加が予
測されていた（図─ 10）。実際の観察では切羽全体が
灰色を呈しており（図─ 11），手で砕けるような強風化
地山であった。また，破壊エネルギー係数も135 J/cm3

以下が多く占めるようになった。このため，切羽の自
立性も悪く鏡面の肌落ちの発生が懸念されていたこと
から，鏡ボルト（φ76，L＝12.65 m，有効長 9 m）を
採用し，肌落ち対策を行った。また，地山不良区間に
ついては，想定より地山状況が悪く，初期変位速度が
大きかったため，初期変位抑制対策として，鋼管膨張
ロックボルト（180 kN，L＝4.0 m）を採用し，初期変
位の抑制も図っている 5），8）。

図─ 7　本坑地山状況の予測結果と実績の比較

図─ 8　本坑支保パターンⅠs（h）

図─ 9　本坑の切羽写真（207 km 069.4 m）
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（2）本坑の予測結果と施工実績
本坑掘削後の破壊エネルギー係数の分布を図─ 7

（実測）に示す。これは，調査坑の削孔データに加えて，
本坑削孔時の削孔データ（ロックボルト孔や発破孔）
と本坑からの削孔検層（本坑掘削方向），を追加して
再度クリギング処理したものである。
クリギング処理にて 206 km 820 m 付近に予測され

た 100 J/cm3 を下回る箇所が，予測ほど広範囲に出な
かったが，概ね予想どおりの分布となっている。また，
本坑における破壊エネルギー係数の予測値と実績値を
各断面の平均で比較した結果を図─ 7の下段に示す。
こちらも，破壊エネルギー係数の変化の傾向が予測と
実績でほぼ一致する結果となった。いずれの結果にお
いても，大局的に地山状況の予測評価ができている。
本坑と調査坑が同じキロ程であっても，図─ 10の施
工実績に示すように，本坑へ向けた削孔検層からも局
所的に硬い，または軟い地山が混在し，地質の不均質

性があることから，本坑掘削時の切羽面の大半を占め
る地質との部分的な差異が生じたものと推察される。
調査坑と並行する本坑掘削においては，調査坑同

様，粘土化や破砕された箇所が多く確認されたもの
の，長尺先進ボーリングおよび調査坑の施工により，
先行して地山の湧水処理を行ったため，概ね乾いた状
態で施工ができた。当該地質は粘土が卓越しており，
切羽からの大量湧水が生じた場合にはすぐに劣化し，
切羽が自立しない恐れがあったことを考慮すると長尺
先進ボーリング及び調査坑による効果は大きかったと
推察する。

5．おわりに

日本有数の活断層である阿寺断層の掘削において，
高圧湧水や塑性地圧による変状など脆弱な地山の出現
が想定されていた。そこで，本坑掘削に先立ち，切羽
前方の地質・地下水の分布を把握するため，長尺先進
ボーリングや調査坑を実施した。また，調査坑から得
られた地質・地下水のデータに対し定性的な評価だけ
でなく，掘削データを活用することにより破壊エネル
ギー係数の三次元かつ定量的に評価を行うことで，経
済的・合理的な支保パターンを選定しつつ，安全な工
事に努め，懸念された地山不良区間の掘削を終えるこ
とができた。
現在は，県境を越えて長野県側の掘削を進めてい
る。地山状況としては，馬籠峠断層の影響を受け，全
体的に破砕され，一部粘土化するような地山が継続し

図─ 11　本坑の切羽写真（206 km 838.9 m）

図─ 10　本坑の主断層区間の施工実績
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ており，長尺先進ボーリングにより前方の地質・地下
水の分布を把握したうえで，適切な支保パターンを選
定しながら掘削を進めている。
今後も引き続き掘削完了に向けて，安全に工事を進

めていく。
最後に本工事の施工にあたり，ご指導・ご協力を頂

いた関係各位に感謝の意を表します。
�
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1．はじめに

スマート動揺判定アプリは，スマートフォン 1つで
列車の動揺測定および前頭映像の撮影が可能なアプリ
ケーションである。鉄道の維持管理を目的に定められ
た頻度（週 1～ 2回）で工務系社員が列車の運転室に
添乗して巡視（以下，列車巡視）を行っており，これ
に多くの労力がかかっている。本稿では列車巡視の効
率化と品質向上を目的に開発したスマート動揺判定ア
プリ 1）について，その機能の概要と列車巡視への適
用の可能性を検討した内容について紹介する。

2．アプリの開発目的

線路の保守管理を目的として日常的に工務系社員が
列車巡視を行っているが，この作業は長時間にわたる
上，着眼点も多種多様であるために，実施者には技術・
技能が求められ，多大な負担がかかる。さらに，線路
設備の管轄部署は複数に跨っており，重複して目視点
検を行っているという実態もある。これには，例えば
列車前頭に設置されたカメラ映像を用いる取り組みも
提案されているが例えば 2），3），測定車両を導入する場合
には一定のコストが発生する。
また，列車動揺測定が定期的に実施されている 4）

が，急進等の予兆を把握するには十分な頻度とは言え
ない。予兆も含めた保守管理のニーズは高く，このた
めには高頻度な動揺データの取得が必要となる。動揺
測定にあたっては，可搬型の加速度計を持込み車内床
上に設置して測定する方法や，軌道検測車や営業車両
に常時設置された加速度センサーを用いて測定する方
法などがある。しかしながら，前者は装置運搬や記録

のために複数人の工務系社員の添乗が必要となること
もあり，一方で後者は添乗が不要であるものの車両へ
の装置の艤装が必要となり，いずれも現状は容易に高
頻度測定ができるものではない。
そこでこれらの課題に対して，① 1人で誰でも測定
ができること，②動揺測定以外の点検項目も併せて実
施できること（多能工化），③導入にあたって大掛か
りな設備投資が不要であること，という 3点をコンセ
プトとして，日常に溶け込んでいる身近なセンシング
デバイスであるスマートフォンを活用した安価で必要
最低限の機能を備えたスマート動揺判定アプリを開発
した。

3．システム構成

スマート動揺判定アプリは，スマートフォン用アプ
リ，解析サーバ，WEBアプリの 3つの機能で構成さ
れており（図─ 1），次項から順に紹介する。

（1）スマートフォン用アプリ（データ取得）
列車巡視では主に体感による動揺確認，前頭からの

線路設備や周辺環境の目視確認を行っている。これら

列車巡視の効率化と品質向上を目的とした 
スマート動揺判定アプリ

村　上　　　真・田　中　浩　平・横　川　雅　成

鉄道の維持管理を目的に定められた頻度（週 1～ 2回）で工務系社員が列車に添乗して巡視を行ってお
り，これに多くの労力がかかっている。本稿ではこの巡視の効率化と品質向上を目的に開発したスマート
動揺判定アプリについて，その機能の概要と巡視への適用の可能性を検討した内容について紹介する。
キーワード：‌�鉄道，列車，動揺，巡視，スマートフォン，効率化，品質向上，生産性向上

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術

図─ 1　スマート動揺判定アプリのシステム構成
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の要件を満たすためにスマートフォンに搭載されてい
る加速度センサー，GPSセンサー，カメラ映像のデー
タを使用する。取得したデータはスマートフォンの通信
回線を通じてサーバへアップロードされる。解析の役
割をサーバが担うことで，スマホアプリでは連続した
データ取得，レスポンスの早いアプリ動作を実現する。
測定の際は，予め設定しておいた測定区間情報の中

から今回の測定に合致した条件を選択する。測定画面
に遷移後，測定開始から終了，サーバへのデータアッ
プロードまでを途切れず一連の動作フローで行える設
計としており，ユーザの動作は 5回のタッチ操作のみ
である。なお，測定終了後に全データをアップロード
するが，測定中も数秒間隔で加速度および GPS セン
サーのデータをサーバにアップロードすることもでき
る。このデータを解析することで準リアルタイムに著
大動揺箇所を抽出し，メールで知らせることも可能で
ある。
その他，測定中のカメラの焦点を自動で調整する

オートフォーカスモードと，焦点を固定するマニュア
ルフォーカスモードを搭載し，測定環境に合わせてよ
り安定した撮影が可能になるように配慮している（写
真─ 1）。これにより，例えば窓ガラスの汚れや水滴
にフォーカスされ，線路設備や周辺環境の映像が不鮮
明となる事態を回避できる。

（2）解析サーバ（データ処理）
スマートフォン用アプリから解析サーバにアップ

ロードされたデータは，サーバ内の解析ソフトで処理
する。解析は上下，左右，前後の 3軸方向の動揺解析，
カメラ映像の画像解析，そしてそれぞれのデータへの
位置情報および時刻情報の関連付けを行っている。
GPS で取得した緯度・経度情報を事前に登録した線
路情報を用いてマップマッチングを行う。GPS 信号
が得られないトンネル区間については位置推定処理
（加速度データの積分により得られる速度変化の活用）

などの複数手法を組み合わせて精度向上を図っている。
動揺値（3方向加速度値）はスマートフォンに内蔵
された加速度センサーのデータを 100 Hz の時間サン
プリングで収録し 5 Hz の LPF（ローパスフィルター）
処理を実施し，20 Hz にリサンプリングする。上下，
左右方向については列車動揺値として全振幅（ピーク
トゥピーク値）（図─ 2）を評価する。
前頭映像は 1,080 pHD/15 fps で取得したカメラ映
像データに動揺値と位置情報および時刻情報を関連付
け，また，物体検出により踏切および線路脇の作業員
を検知した結果を表示する。
解析した結果は，任意のブラウザからWEBアプリ
にアクセスすることで閲覧可能となる。

（3）WEBアプリ（結果表示）
解析サーバで処理したデータをWEBアプリにて表
示する。表示される結果は，動揺値，前頭映像，測定
区間の 3つで構成されており，それぞれの表示内容は
以下の通りである。
（a）動揺値
動揺値は横軸にキロ程（km），縦軸に大きさ（m/s2）

を取ったグラフで表示する。また，全振幅値については，
過去の評価結果と重ねて描画することができ（図─ 3），
視覚的に測定区間全域の動揺値の進行を確認すること
ができる。加えて，測定区間中の任意の箇所の時間変
動の描画機能を有しており（図─ 4），ユーザが重点
的に監視している局所の動揺値の進行も簡易に確認で
きる。
動揺値は解析前後のデータを csv 形式で出力するこ

とが可能で，ユーザが自由に加工，分析することがで

写真─ 1　測定中の画面 図─ 3　動揺データの解析結果の描画

図─ 2　全振幅値の評価方法
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きる。
（b）前頭映像
任意の動揺閾値を超過した箇所は，映像中に丸い

マークを表示し（写真─ 2），ユーザが映像確認中に
動揺値の大きい箇所を簡易に把握できる。また，踏切
および線路脇の作業員を物体検知した場合は物体を枠
で囲い強調する（写真─ 3）。
（c）測定区間
測定した区間を地図上に表示する。動揺値の解析結

果で得られた任意の動揺閾値を超過した点は地図上に
ピンを立て，視覚的にどこで著大な動揺値が発生した
かを分かるようにしている（図─ 5）。加えて，その
ピンを選択することで前頭映像がその地点の数秒前か
ら再生され，すぐに前頭映像の確認も可能になる。

このとき著大動揺箇所の位置合わせをキロ程により
行うと，トンネル区間や沿線の遮蔽物により GPS 精
度が低下する箇所では，正しい位置を特定することが
難しくなる。本システムでは，映像測定と動揺測定を
同じ機器で行っているため，加速度センサーで特定し
た動揺発生時刻とそれに対応する動画再生時刻を厳密
に紐づけることができる。よって，動揺が起きた正確
な地点情報を前頭映像から得ることができ，線路管理
者であればそれがどこであるかを特定することは容易
である。

4．動揺値の比較検証

（1）軌道検測車との動揺値の比較
スマート動揺判定アプリで取得した動揺値と，既存

の動揺測定機器で取得された動揺値の関係性を確認す
るために，軌道検測車にスマート動揺判定アプリをイ
ンストールしたスマートフォン（以下，測定用スマー
トフォン）を設置し，同時に取得した動揺値の比較を
行った。
軌道検測車の前頭車両のフロントガラス前の機器箱側

面に，測定用スマートフォンを貼付して設置し，全長
26.9 kmの間で取得した動揺値の比較を行った。なお，
今回の比較においては，取得した動揺値の絶対値を
100 mロット間で平均し比較することとした（N＝269）。
比較に際しては，軌道検測車で取得した動揺値を基準
データとして，スマート動揺判定アプリで取得した動
揺値を比較データとした（図─ 6，7）。
結果，「上下」「左右」ともに，近似線の傾きが「1」
以上，切片が概ね「0」であることから，軌道検測車
で取得された動揺値よりも，スマート動揺判定アプリ
で取得された動揺値の方が大きく出る傾向があること
がわかった。これは，軌道検測車の加速度計が台車中
心の床上に設置されているのに対し，測定用スマート
フォンの設置位置が台車中心より 2 m程度前方で，
加えて床から 1 m程度上部であることが要因である

図─ 4　該当地点の時間変化を表示したグラフ

写真─ 2　動揺が閾値を超過した箇所のマーク表示

写真─ 3　物体検知の例（踏切の場合）

図─ 5　測定区間の可視化とピンのプロット
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と考えられる。また，相関係数は上下，左右いずれの
動揺値も 0.9 以上と強い正の相関関係にあり，軌道検
測車で著大な動揺を検知した箇所ではスマート動揺判
定アプリでも同様に検知可能と言える。

（2）軌道検測車キロ程との位置ずれ
4 章 1 項と同様のデータを使用し，軌道検測車で取

得したデータを基準としてキロ程の位置ずれ量を確認
した。
同区間を測定した軌道検測車で取得した動揺データ

とスマホ動揺判定アプリで取得した動揺データを可視化
して波形を重ね合わせ（図─ 8），100 mごとにキロ程
の位置ずれ量を確認した（区間延長＝10 km，N＝100）。
その結果，動揺波形に表れる波長帯域は軌道検測車

とスマート動揺判定アプリで乖離はあるものの，形状
は類似しており，キロ程の位置ずれを確認するには十
分なデータであることがわかる。そして，100 mごと

の位置ずれ量の頻度分布から（図─ 9），キロ程の位
置ずれ量は平均で－1.0 m，標準偏差で 3.4 mであるこ
とが確認できた。なお，スマート動揺判定アプリで同
区間を複数回測定した場合のキロ程の位置ずれは平均
で0.4 m，標準偏差で2.1 mであることを確認している。
以上のことから，スマート動揺判定アプリの確認後
に，現地確認をする際は，軌道検測車で取得したキロ
程と数m程度の乖離があることに注意をする必要が
ある。これについては同時に取得している前頭映像を
加味して位置の特定ができることから，運用上は十分
許容可能な誤差と考えている。

5．列車巡視への適用

前章ではスマート動揺判定アプリを軌道検測車と比
較し，機能として十分であることを確認した。この章
では，スマート動揺判定アプリの列車巡視への適用可
否を確認するために，列車巡視に求める要件を整理し
（表─ 1），各項目に対して評価した。

（1）動揺測定機能としての評価
動揺測定機能の評価は，従来の方法で工務系社員が

図─ 6　上下方向の動揺値の比較

図─ 8　動揺波形の可視化例

図─ 9 　位置ずれ量の頻度分布

図─ 7　左右方向の動揺値の比較
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列車巡視を行い確認した動揺体感箇所について，ス
マート動揺判定アプリで測定された動揺値を確認し
た。従来の方法で確認された動揺体感箇所は道床白石
化・噴泥箇所において上下動揺 3箇所，その他左右動
揺 2箇所であり，当該箇所についてスマート動揺判定
アプリでも著大な数値の出力を確認した。その他，測
定区間の全線において，スマート動揺判定アプリで測
定した全振幅値を確認したところ，従来方法で確認さ
れた動揺体感箇所の最小動揺値を超える箇所は，上下
動揺で 14 箇所，左右動揺で 2箇所存在することが確
認された。以上の結果から，軌道検測車と同等の性能
を有するスマート動揺判定アプリを日常的に活用する
ことで動揺をより正確に，定量的に把握することがで
き，加えて，人が判定することによる結果のバラつき
の低減が期待できる。また，同一箇所で複数回の測定
データがあれば，図─ 4に示した機能を用いること
で，動揺の変化をより正確に把握することが可能とな
る。以上のことから，列車巡視に求める要件のNo.1
～ 3 について，スマート動揺判定アプリは従来方法以
上の精度で確認ができ，適用性があると言える。

（2）前頭映像機能としての評価
スマート動揺判定アプリの適用を想定している列車

巡視において，求める要件のNo.1 ～ 3 についてはス
マート動揺判定アプリの「動揺測定機能」で適用可能
と考えられるため，残るNo.4 ～ 13 について「前頭映
像機能」で要件を満たすことができるかを確認した。
事務所内の PC端末で取得した前頭映像を測定区間

の全線にわたり目視で確認して模擬的な列車巡視を行
い，No.4 ～ 13 への適用可否を確認した。その結果，
スマート動揺判定アプリにより取得された前頭映像を
確認することで，「確認すべき線路の状態」（噴泥や草

繁茂等）を，従来の方法と同等の精度で確認できるこ
とがわかった（例えば写真─ 4～ 6）。
次に，従来の方法と，上記スマート動揺判定アプリ

の前頭映像を確認して行った模擬的な列車巡視で，そ
れぞれ発見した不良の結果を整理した（表─ 2）。従
来の方法で発見した不良は 4箇所であり，前頭映像を
確認して発見した不良は従来の方法で発見した箇所を
含めて 7箇所であった。前頭映像を用いた列車巡視は
従来の方法で発見した箇所を網羅しており，加えて，
従来の方法では見つけられなかった不良を 3箇所見つ
けることができた。これには映像確認により，一時停
止・巻き戻しができることが寄与しており，スマート
動揺判定アプリの利点が生かされ，判定漏れが改善さ

表─ 1　列車巡視に求める要件

No．
列車巡視に求める要件

概要 詳細（確認すべき線路状態）

1

線路の全般的な巡視

列車動揺

2 軌道狂い

3 工事施工箇所確認

4 噴泥・バラスト不足

5 まくらぎ直角狂い

6

環境変化の把握

倒竹・倒木の把握

7 落石・崩壊の確認

8 草の繁茂

9 要注意箇所の変状進行

10

保安監視

近接工事（無断作業危険作業）の発見

11 用地侵害，違法放棄，線路柵等の損壊の発見

12 運転支所に至る不審物・置き石等の発見

13 踏切看板の破損の発見

写真─ 4　噴泥・バラスト不足の例

写真─ 5　倒竹・倒木の把握の例

写真─ 6　近接工事の発見例
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れたと言える。
以上，列車巡視に求める要件として示したNo.1 ～

13 の全ての要件をスマート動揺判定アプリで満たす
ことができることが確認できた。よって，スマート動
揺判定アプリは列車巡視への適用可能性を有している
と言える。

6．おわりに

本稿では当社が開発したスマート動揺判定アプリの
機能と列車巡視への適用の可能性について紹介した。
スマート動揺判定アプリは列車巡視に求める要件を満
たすことが確認できたことから，例えば運転士が測定
用スマートフォンを持参して測定することで，工務系
社員が列車に添乗せず事務所にてスマート動揺判定ア
プリの測定結果を確認する，といったことも考えられる。
今後もスマート動揺判定アプリをより良いものに発

展させ，持続可能な鉄道事業に寄与していきたい。
�
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表─ 2　それぞれの列車巡視方法で発見した不良

箇所
発見した線路の不良

従来の方法 スマート動揺判定アプリの動画データ確認

A 管理室境界の標識の不良 管理室境界の標識の不良

B 白石化 白石化

C 噴泥 噴泥

D － 白石化

E 噴泥 噴泥

F － 噴泥

G － 噴泥
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1．はじめに

高速で走行する新幹線の安全・安定輸送の実現に
は，線路の状態を適正に保つことが極めて重要であ
る。また，線路の状態を適正に保つためには，線路設
備の点検・検査の品質を向上させ，線路の状態を高精
度に把握する必要がある。線路設備の点検・検査の項
目は多岐にわたるが，大別すると線路のゆがみ（以下，
「軌道変位」という）と軌道材料の状態がある。軌道
変位は，レールの幾何学的なずれ（軌間，高低，通り，
水準，平面性）であり，従来から軌道検測車で測定し
ている。一方，軌道材料の状態は，レールやマクラギ
などの線路を構成する材料の保守状態や機能状態であ
り，技術者が線路を歩いて目視・目測で点検したり，
手押し式の機械や専用の器具を用いて検査したりして
いた。しかしながら，昨今，労働人口減少による働き
手不足や，熟練の技術者の退職による技術力の低下へ
の懸念により，線路メンテナンスにおいても機械化，
省人化が求められている。本稿では，線路点検・検査
の品質の向上と自動化，省人化を目的として開発した
新幹線線路設備モニタリング車と業務システムについ
て紹介する。

2．新幹線線路設備モニタリング車

写真─ 1に，新幹線線路設備モニタリング車の外
観を示す。新幹線線路設備モニタリング車は，線路設
備の種類に応じて，軌道材料モニタリング装置，分岐

器モニタリング装置，点群データ取得装置という 3種
類のモニタリング装置を搭載する保守用車である。こ
の保守用車は，線路上を最高 70 km/h で走行しなが
ら線路設備の点検・検査に必要な数値データや画像
データを測定できる。また，延長にすると 1日で最大
100 km 程度を測定できるため，1日最大 10 km 程度
が限界であった従来の徒歩等による方法と比べると，
圧倒的に効率的なデータ収集が可能となる。

3．軌道材料モニタリング装置

軌道材料モニタリング装置の概要を以下に示す。

（1）機器構成
写真─ 2に，軌道材料モニタリング装置の外観を

写真─ 1　新幹線線路設備モニタリング車

線路設備の点検・検査の自動化と現場適用
新幹線線路設備モニタリング車の開発

須　藤　雅　人・星　野　真　澄・中　郷　　　智

高速で走行する新幹線の安全・安定輸送の実現には，線路の状態を適正に保つことが極めて重要である。
また，線路の状態を適正に保つためには，線路設備の点検・検査の品質を向上させ，線路の状態を高精度
に把握する必要がある。特に軌道材料の状態は，これまで技術者が線路を歩いて目視・目測で点検したり，
手押し式の機械や専用の器具を用いて検査したりしていたが，労働人口減少による働き手不足等により機
械化，省人化が求められている。本稿では，線路点検・検査の品質の向上と自動化，省人化を目的として
開発した新幹線線路設備モニタリング車と業務システムについて紹介する。
キーワード：‌�線路メンテナンス，保守用車，画像認識，AI，MMS，省人化

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術
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示す。軌道材料モニタリング装置は，車体下部の台車
間に搭載されている。対象物の位置座標を点群として
収録するプロファイルカメラ 5台と色彩の濃淡を表す
画像を収録するラインセンサカメラ 7台を搭載してい
る。各カメラで取得できる画像を，距離画像，濃淡画
像と呼ぶ。撮影は車両が走行することで軌道材料を上
方向から連続的に行う。距離画像と濃淡画像を用い
て，これまで目視等で実施していた線路点検・検査の
一部の項目の自動判定を行う。

（2）取得画像
図─ 1に，バラスト区間の距離画像と濃淡画像を

示す。距離画像は，対象物までの距離情報を持った画
像（画素数：2,500×5,000，長手方向の解像度：1.0 mm）
である。レーザーを対象物に照射し，そのレーザーに
対してプロファイルカメラの角度を付けて撮影するこ
とで，三角測量の原理によって奥行き（距離情報）を
付加している。本装置ではカメラから対象物までの距
離を画像として記録することで，レールとマクラギを
留める金具である締結装置の脱落などの自動判定がで
きる。
濃淡画像はデータ容量などの観点から 256 階調（画

素数：1,024×10,000，長手方向の解像度：0.5 mm）で
ある。本装置では軌道面全体を撮影し，軌道材料のシ
ステム上での目視確認等に活用する。

（3）自動判定手法と精度
本装置の判定項目のうち，締結装置の脱落の判定方

法を紹介する。まずあらかじめ撮影した画像を用い
て，ソフトウェア上で判定対象となる締結装置にマー
カーを付与し，判定の基本となる情報（締結装置の種
類や位置，判定時の閾値）を付加した基準データを作

成する。次に判定用に新たに撮影した画像の位置を基
準データとあわせ，図─ 2に示すように，判定用の
距離画像を締結装置の種類ごとに準備されたテンプ
レート画像（距離画像）とマッチングさせる。そして，
マッチングスコアが閾値より低かった場合に締結装置
の脱落と判定する。新幹線本線における試験の結果で
は，99.7％（N＝17,449）の精度で判定できており，
判定不良となった箇所は，全てレールボンド等の支障
物の介在によりマッチングスコアが低くなった箇所で
あった。

4．分岐器モニタリング装置概要

分岐器モニタリング装置の概要を以下に示す。

（1）機器構成
図─ 3に，分岐器モニタリング装置の構成を示す。
台車中央に搭載する分岐器モニタリング装置は，左右
ボックス，基本レール測定用ボックス，慣性ユニット

写真─ 2　軌道材料モニタリング装置 図─ 1　距離画像（左）と濃淡画像（右）

図─ 2　テンプレートマッチング
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で構成される。左右ボックスおよび基本レール測定用
ボックスには，光切断法により対象物の位置座標をと
らえるプロファイルカメラが 12 台，レーザーが 8台
搭載されている。これらと慣性ユニットに搭載された
ジャイロスコープ，加速度計のデータを合わせて慣性測
定による軌道変位の測定ができる。また，レールの摩耗
等を算出するためのレール断面画像の取得ができる。

（2）測定概要
（a）軌道変位測定
軌道変位は慣性測定で取得しており，軌間，高低，

通り，水準，平面性等を測定できる（図─ 4）。測定
間隔は 250 mmピッチで，測定中は車上で軌道変位
チャートを確認でき，設定した閾値を超過した変位を
検出した場合は，超過値の情報を出力して検測者に知
らせることができる。
（b）分岐器測定
分岐器区間では，10 mmピッチでレール断面画像

を取得し，事後処理により分岐器各部のレール摩耗や
フランジウェイ幅を測定する。なお，図─ 5に示す
ように，レール摩耗については基準となるレール断面
（設計断面等）に対して測定したレール断面を重ね合
わせ，その差分を摩耗量として算出する。

（3）精度検証
（a）軌道変位測定
複数の大きさの分岐器について繰り返し測定による

再現性の確認を行った。再現性の目標精度（1σ）は
手押し式の装置の精度（高低・通り：2.0 mm，軌間・
水準：1.0 mm）とした。検証の結果，欠線部のない
分岐器については最大 1σ＝0.32 mm（軌間）であり
目標精度を満たした。一方，欠線部のある分岐器につ
いては，欠線部でレールが途切れていることが原因の
異常値が発生しており，軌間の目標精度を満たさな
かった。そこで，欠線部についてはレール頭部内側で
レール断面形状を直線補間する処理を実装し 1σ＝約

0.4 mmまで改善した。
（b）分岐器測定
分岐器内のレール摩耗についても同一の分岐器の繰

り返し測定による再現性の確認を行った。こちらも再
現性の目標精度（1σ）は手押し式の装置の精度
（1.0 mm）とした。分岐器のポイント部とクロッシン
グ部それぞれで垂直・斜め・水平の摩耗量の再現性を
測定した結果，最大 1σ＝0.35 mmであり目標精度を
満たした。

5．点群データ取得装置概要

点群データ取得装置の概要を以下に示す。

（1）機器構成
写真─ 3に，点群データ取得装置の外観を示す。

屋根上にレーザプロファイラ 2台，IMU 1 台と GNSS
アンテナ 2台，その他にデジタルカメラ，LED照明，
降雨センサを搭載している。レーザプロファイラのス
キャン回転数は，200 Hz 以上であり，設置角度は鉛
直方向 45°，水平方向は左右にそれぞれ 45°である。
降雨センサにより降雨等を検知した場合には，自動で

図─ 3　分岐器モニタリング装置

図─ 4　軌道変位チャート

図─ 5　分岐器内レールの摩耗測定
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雨除けカバーが閉じてレーザプロファイラを保護する
機構である。
点群データ取得装置は，MMS（Mobile Mapping 

System）の技術を応用して走行経路周辺の空間情報
（点群データ）を取得するシステムである。GNSSおよ
び IMUから算出した詳細な位置・姿勢情報とレーザ
スキャナで取得した照射点の相対座標を同期すること
で，点群データを取得する。

（2）取得データの処理と解析システム
本装置で取得した計測データの処理は，1次処理と

2次処理に大別される。1次処理は，計測した位置デー
タとレーザーデータから点群データを生成する処理で
ある。2次処理は，専用に開発した点群データ処理シ
ステムで点群データを読み込み，図─ 6に示すよう
に，レールや 2対のレールの中心である軌道中心線を
算出したり，キロ程や線区・線別 IDの付与を行った
りする。さらに，下り線と上り線の離れ量である軌道
中心間隔や線路上の構造物の建築範囲の限界である建
築限界への干渉物等の自動判定処理の機能を実装して
おり，線路の点検・検査等に活用できる。

（3）軌道中心間隔の測定精度
図─ 7に示すように，軌道中心間隔は，点群データ
から抽出された隣り合う 2つの軌道の軌道中心線の最
短距離として任意の間隔で自動的に算出できる。ここ
で算出された値を規定値と比較して判定を実施する。
精度検証では，新幹線本線の直線 100 m の 2 区間

を速度 25 km/h および 50 km/h で各 6 試番走行して
計測した点群データから，上記の方法で軌道中心間隔
を 10 m間隔で算出して評価を行った。同区間につい
て治具を用いた従来の手法で検測した結果を真値とし

た場合，速度によらず全試番での最大誤差は 6.5 mm，
標準偏差は 2.0 mm であり実務上十分な判定精度で
あった。

6．業務システムと現場適用

新幹線線路設備モニタリング車を線路メンテナンス
の業務に適用するため，本保守用車で測定したモニタ
リングデータで線路の点検や検査ができる業務システ
ムを開発した。表─ 1に，本システムで確認できる
項目を示す。システム上には，各項目の自動判定の結
果が不良となった項目のみが表示される。技術者は表
示された不良箇所について，写真─ 4に示すように
線路画像（濃淡画像）を確認しながら最終的な判定結
果（良または不良）を入力する。新幹線線路設備モニ
タリング車および本システムの導入により，従来は徒
歩等で定期的に現地へ赴いていた時間を削減できる。

写真─ 3　点群データ取得装置
図─ 6　軌道中心線の抽出

図─ 7　軌道中心間隔の自動判定
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一方，削減した時間を繰り返しの確認を要していた不
良箇所の入念な確認や対策の立案等の分析・修繕計画
策定業務に充てることができるため，生産性の向上も
実現できる。

7．おわりに

本稿では，線路点検・検査の品質の向上と自動化，
省人化を目的として開発した新幹線線路設備モニタリ
ング車と業務システムについて紹介した。自動判定で
きる項目は今後の開発により増えていく見込みであ
り，さらなる判定精度向上にも取り組む。これらの取
り組みにより，新幹線の安全安定輸送のさらなるレベ
ルアップと線路メンテナンス業務の生産性向上を実現
する。
�

中郷　智（なかごう　さとし）
東日本旅客鉄道㈱
JR東日本研究開発センター　
線路技術メンテナンスユニット
主任

星野　真澄（ほしの　ますみ）
東日本旅客鉄道㈱
八王子支社　八王子保線設備技術センター
主任
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須藤　雅人（すとう　まさと）
東日本旅客鉄道㈱
新幹線統括本部　
新幹線設備部　保線ユニット
主務

写真─ 4　業務システム

表─ 1　業務システムの確認可能項目

No. 測定項目 測定装置

1 締結装置の脱落 軌道材料モニタリング

2 締結装置の緩み 軌道材料モニタリング

3 軌道パッドの飛び出し 軌道材料モニタリング

4 レール踏面状態（表面傷） 軌道材料モニタリング

5 接着絶縁部の不良（頭面フロー，開口） 軌道材料モニタリング

6 接着絶縁部の不良（ボルト脱落） 軌道材料モニタリング

7 下部建築限界の支障 軌道材料モニタリング

8 伸縮継目のストローク／照り面状態 軌道材料モニタリング

9 ロングレール移動量 軌道材料モニタリング

10 分岐器トングレールの左右食い違い 軌道材料モニタリング

11 分岐器のバックゲージ／フランジウェイ幅 分岐器モニタリング

12 分岐器レール摩耗 分岐器モニタリング

13 軌道変位 分岐器モニタリング

14 軌道中心間隔 点群データ
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1．はじめに

鉄道・運輸機構におけるこれまでの建設DXは，令
和 3 年 7 月に公表した鉄道・運輸機構改革プラン 1）

の取り組みの一環として，令和 3年 11 月に「ICT 推
進チーム」を立ち上げ推進してきた。令和 5年 4月に
はその取り組みを引き継ぐ形で「ICT 推進会議」を
立ち上げ，建設DXの推進体制をさらに強化するとと
もに，同 10 月に鉄道・運輸機構の新たな中期計画の
スタートに併せて建設DXビジョン（以下「ビジョン」
という。）を策定，公表した。

2．ビジョン策定に至った社会的背景と課題

令和 5年 10 月に鉄道・運輸機構は設立 20 周年を迎
えたが，その間，新幹線の整備延長は設立当初と比較

し約 1,000 km 延伸された。また，ICT，5G，クラウ
ド等をはじめとする通信関連技術の目覚ましい進歩や
世界中で流行した新型コロナウイルス感染症により，
人々の行動や価値観が大きく変化するなど，わが国の
社会情勢も大きな変化を遂げている（表─ 1）。
一方，近年では人口減少の深刻化，地球温暖化に起
因した自然災害の多発・激甚化，デジタル技術導入の
遅れ，建設業に従事する労働人口減少・就業者の高齢
化など，日本社会及び鉄道建設における「持続可能性」
に対する課題が顕在化している。令和 5年度から開始
した鉄道・運輸機構の第 5期中期計画では「持続可能
性」，「デジタル化」，「安全・安心」，「環境」及び「技
術者不足への対応」など，現在の社会情勢を踏まえた
課題に対し，社会変化を見据えた対応をしていくこと
としている。

鉄道 ･ 運輸機構 建設 DX ビジョンロードマップ

霜　田　和　彦・福　井　義　弘・斉　藤　道　真

鉄道建設事業では，「安全・安心」，「持続可能性」，「デジタル化」，「環境」及び「技術者不足への対応」
が課題となっている。これらの課題へ対応するため，鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「鉄道・運
輸機構」という。）では，若手・中堅職員が中心となり 20 ～ 30 年後に達成を目指す「建設DXビジョン」
を策定した。ビジョンでは課題解決に向けて 3つの “シンカ” 目標を設定している。さらに，ビジョンの
実現に向けたロードマップを策定し，新技術の活用や ICT施工，GX（グリーントランスフォーメーション）
など，具体的な取り組みを検討・推進している。本稿では「建設DXビジョン」を具現化するための「ロー
ドマップ」について紹介する。
キーワード：‌�鉄道建設，DX，ICT施工，ロードマップ，GX，持続可能性

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術

表─ 1　過去 20 年間での社会の変化

項目 2003 年（機構設立） 2024 年

人口
日本：約 1.2 億人
（世界：約 60 億人）

日本：約 1.2 億人
（世界：約 81 億人）

1人当たりのGDP
日本：38 千ドル/人
（世界 2位：2000 年）

日本：33 千ドル/人
（世界 38 位：2024 年）

新幹線
延長：約 2,000 km

（2002 年　東北新幹線　盛岡・八戸開業）
延長：約 3,000 km

（2022 年　西九州新幹線　武雄温泉・長崎開業）
携帯電話 3Gサービス（静止画） 5Gサービス（高画質動画）

交通系 ICカード
サービス開始直後

（2001 年　SUICAサービス開始）
約 2億枚突破（2021 年 9 月）

（JR東日本メカトロニクス報道発表資料より）
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3．ビジョンの目指すべき方向

ビジョンでは鉄道・運輸機構が今後進めるべき，「生
産性の向上」，「安全・安心」，「環境・GX」及び「技
術継承」への対応を明確にし，社会の動向に合わせて
「持続可能な社会に向けて“シンカ”する」ことを掲げ，
3つの “シンカ” 目標を設定した。一つ目は「安全性，
環境負荷などの社会的課題」に対して「さらに安全で
地球にも優しい鉄道に “進化” する」，二つ目は「人口
減少の深刻化と鉄道建設の担い手不足」に対して「こ
れまで培った技術や事業遂行能力を “深化” する」，三
つ目は「世界的に見た日本のデジタル技術導入の遅れ」
に対して「新技術を積極的に導入し，絶えず変革する
組織へと “新化” する」とし，“シ

・ ・ ・
ンカンセン” をはじ

めとした鉄道建設のネクストステージに向けた機構の
“真価” を発揮できる内容とした。

4．ビジョンにおける “シンカ” の設定

目指すべき方向性が定まったことをうけて，建設
DXを活用し “シンカ”させるべき 3つの業務内容を設
定した。一点目は「鉄道の建設現場の “シンカ”」，二
点目は「サイバー空間を活用しオフィスを “シンカ”」，
三点目は「鉄道運行や技術支援を “シンカ”」とし，ビ
ジョンのコンセプトに掲げる「持続可能な社会に向け
て “シンカ”」を達成できる内容とした（図─ 1）。

5． ビジョンの実現に向けたロードマップの
策定

持続可能な社会の実現に向け，建設DXを活用した
“シンカ” を目標に 20 ～ 30 年後に実現させる鉄道・運
輸機構独自のビジョンを策定したが，ビジョンだけで
はその具現化はできない。その実現に向けて，各鉄道
事業者，業界団体，学識経験者，国土交通省等といっ
たステークホルダーと意見交換を実施し，実務に精通
した社内の各担当者とも議論を重ね，令和 6年 4月に
「鉄道建設」に関連する技術のうち先行して優先的に
取り組むべき 11 項目について，建設DXビジョンロー
ドマップ（以下「ロードマップ」という。）を策定，
公表した。各ロードマップの目標時期の設定と内容を
以下に示す。なお，より具体的な内容は，公表資料 2）

を参照されたい。

（1）目標時期の設定
ロードマップでは，技術の進歩や開発の動向を踏ま

えて目標時期を設定した。5年以内に実現する技術（以
下「STAGEⅠ」という。），10 年程度で実現する技術（以
下「STAGEⅡ」という。），20 ～ 30 年程度で実現す
る技術（以下「STAGEⅢ」という。）の 3つの目標時
期に分類した（図─ 2）。

（2）ロードマップの内容
（a）仕組みの構築
①新技術の現場活用
新技術の活用を原則義務化することの制度化や技術

開発を考慮した ECI 方式※1 の適用拡大等により，建
設現場を活用し，各企業が技術開発を行うことのでき
る環境を構築する。また，鉄道建設技術を蓄積・整理
するシステムを構築し，地域鉄道の支援等に活用する。

図─ 1　鉄道の建設現場の “シンカ” イメージ

※当該イラストは，第 5 期国土交通省技術基本計画で示された「将来の社
会イメージ」を参考に，鉄道・運輸機構の建設 DX ビジョンとして作成し
たもの。

図─ 2　ロードマップの目標時期

※ 1　�ECI 方式：設計段階から施工者が関与する建設契約方式
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②監督検査関係
デジタルデータ・ドローン・AI 技術等を活用し，

遠隔・自動で監督検査を実施する。また，画像解析技
術やAI を活用したコンクリート品質管理や配筋検査
等について原則化を目指す。さらに，赤外線や電磁波
など透視技術を活用した構造物の品質管理の精度向上
を図る。
現在，北海道新幹線，渡島トンネル（上二股工区）

新設工事において，携帯不感地帯の対策として通信衛
星を活用し，トンネル通信エリアを構築している（写
真─ 1）。
③BIM/CIM関係
BIM/CIMデータを設計・施工・維持管理まで一気

通貫で一元的に管理し，駅構内の動線・混雑度シミュ
レーション等を踏まえた設備の適正配置，計画などに
活用する。また，ホログラム等を活用し，完成形を施
工現場で投影し，見える化・最適化を図る。
現在，北海道新幹線渡島トンネル（上二股工区）の
横取基地新設工事において，計画段階でAR/VR技術
を導入し，設計照査等に活用している（図─ 3）。
以上の①～③は，仕組みの構築に関するものであ
り，そのロードマップを図─ 4に示す。
（b）鉄道建設のDX化
① ICT施工（土工）関係
鉄道建設における土構造物は，載荷重の大きい鉄道

車両が高速かつ大量に走行する必要があることから，
道路や河川等の土構造物に比べて品質や出来形管理基
準が厳しく設定されている。それ故，国土交通省の基
準をそのままでは適用できないことから，ICT 土工
の基準類や出来形管理方法を整備した上で，ICT 土
工の原則化を目指す。また，土工全体のデータ管理・
分析を行い，効率化を図ることにより，最終的に工事
全体を自動化して生産性向上を図る。
現在，北海道新幹線倶知安保守基地新設工事におい

て，ICT 土工の品質，出来形基準の制定に向け，鉄

写真─ 1　通信衛星を活用したトンネル通信エリアの構築

写真─ 2　倶知安保守基地における ICT 土工の試験図─ 3　AR/VR 技術を活用した設計照査

図─ 4　ロードマップ（仕組みの構築）
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道総研と共同で試験等を行っている（写真─ 2）。品
質試験では従来の品質規定方式における密度管理から
密度の代替となる沈下量指標を定め，転圧回数で品質
を管理する工法規定方式への移行を検討している。ま
た，ICT施工 StageⅡについては，国土交通省の技術
動向を調査し，機構への適用について検討を行ってい
る。
② ICT施工（橋梁工事）関係
ICT橋梁については，施工方法や課題の検討を行っ

た上でマニュアルを作成し，ICT を活用した施工の
原則化を目指す。また，大型のプレキャストコンクリー
トの活用を促進し，生産性向上を図るとともに，鉄道
建設における ICT 橋梁の基準類（基礎工事，コンク
リート工事，PC緊張管理，出来形管理，架設機材等
の安全管理など）の整備を進め，ICT 建機を用いた
橋梁工事の無人化施工の実現を目指す。
現在は機構工事におけるプレキャスト工法の活用事

例や「i-Construction 2.0」に記載があり，国土交通省
において適用事例のある VFM（Value for Money）
を参考にそれらの機構工事への適用拡大について検討
している（写真─ 3）。
③ ICT施工（トンネル）関係
画像解析やAI 技術を活用した切羽評価やトンネル

機械の ICT 化を推進し，トンネル工事全体の効率化
を図る。また，切羽災害を防止するため，削孔，装薬，
発破，支保工建込や吹付作業などの切羽作業を自動
化，省人化し，最終的にはトンネル工事全体の無人化
を目指す。
現在，トンネルに関する新技術の調査を行い，今後

の ICT 施工に向けた現状の把握と課題の整理を進め
ている（写真─ 4）。現時点では受注者による技術提
案や施工承諾による新技術の現場採用が主となってい

るが，トンネル工事の無人化施工に向け，遠隔操作や
自動施工技術を現場でさらに適用していくため，国土
交通省が実施している「新技術活用原則義務化」や
ECI 制度を用いて技術開発を促進する制度の適用につ
いて検討している。
④ ICT施工（建築・軌道・電気工事）関係
設備工事に ICT 建機や BIM/CIM，3Dデータ等を
活用し，建築・軌道・電気・機械工事の省力化・遠隔化・
自動化を目指す。現在，軌道工事では，デジタル 3点
ゲージの機能を拡張する開発を進めており，「次世代
型スラブ敷設ゲージ」の試作を行っている（写真─5）。
また，建築・電気・機械工事における「自動化・遠隔
化」に関する ICT 化については，民間企業における
取り組み状況の情報収集を行い，省力化・遠隔化・自
動化施工等の適用に向けた課題の整理を行っている。
⑤安全管理関係
工事現場内や周辺の各種データをセンサーやAI で

解析し，工事現場の安全管理の最適化を図る。また，
ICT，VRをはじめとしたDX技術を活用して高齢の
作業員や外国人労働者に対する安全教育・研修に活用
し，安全配慮のさらなる取り組みを深度化する。

写真─ 3　プレキャストによる橋梁工事

写真─ 4　北海道新幹線におけるトンネル工事調査

写真─ 5　次世代型スラブ敷設ゲージの試験
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以上の①～⑤は，鉄道建設のDX化に関するもので
あり，そのロードマップを図─ 5に示す。
（c）鉄道建設のGX化
①鋼材のGX関係
電炉鋼材など低炭素鋼材について調査を行い，建設
現場での適用拡大を検討し，CO2排出量の抑制を目指す。
現在，電炉鋼材についての使用実績から鉄筋と形鋼

については原則として適用可能と考え，適用ルールの
策定について検討している。また，水素還元鋼につい
ては，まだ世界的にも技術が確立されておらず，多く
の技術課題があるため，開発状況を注視している段階
である。

②コンクリートのGX関係
CO2 排出量が少ない高炉スラグセメントの適用拡大

や，さらなる低炭素コンクリートの適用検討や技術開
発を行い，さらなるCO2 排出量の抑制を目指す。
現在，高炉スラグセメントは地中構造物を中心に適用

されているが，柱や梁といった気中構造物への適用を拡
大するため，ルールの改定を検討している（写真─ 6）。
さらに，低炭素コンクリート，CO2 を吸収するコンク
リートは，現場試行を行い，導入の方針を検討する。
③省エネ・スリム化関係
低燃費のGX建設機械の試行を進め，適用拡大の効

果を精査し，基準類の整備を図りながら，CO2 排出量
の抑制を目指す。また，新材料活用の観点から設計基
準の改定を行い，鉄道構造物のスリム化・長寿命化を
進めることで資材量や産業廃棄物の削減を目指す。
現在，トンネル工事における換気設備の省エネシス

テムについて調査を行い，現状の把握と今後の導入に
向けた課題の整理を進めている。併せて燃費基準を満
たす建設機械やGX建設機械等の適用についても調査
を行い，今後の導入に向けた課題の整理を進めてい
る。構造物のスリム化については，高強度資材の適用
と，上昇する価格面，強度等の技術課題を調査し，
CO2 削減に資するか検討している。
以上の①～③は，鉄道建設のGX化に関するもので

あり，そのロードマップを図─ 6に示す。

図─ 5　ロードマップ（鉄道建設の DX 化）

図─ 6　ロードマップ（鉄道建設の GX 化）

写真─ 6　高炉スラグセメント活用した橋梁（北陸新幹線・日野川橋梁）
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6．おわりに

新たな取り組みとして，広くステークホルダーの皆
様に建設DXビジョンロードマップを知っていただく
ため，令和 6年 11 月開催の建設技術展に鉄道・運輸
機構として初めて出展した（写真─ 7）。
わが国における建設DXの推進は喫緊の課題であ

り，鉄道建設を担う鉄道・運輸機構もその重要な役割
を果たす責任がある。これまで以上に多くの関係者の
皆様と意見交換を行いながら，計画の整合性を図り，
ロードマップの実行性を高めていきたいと考えている。
今後とも「明日を担う交通ネットワークづくりに貢

献」することを基本理念とし，持続可能な社会の実現
に向けて，建設DXを活用した “シンカ” を目標とし

て，鉄道・運輸機構職員一丸となって取り組みのテン
ポアップを図っていくので，引き続き皆様のご理解，
ご協力をお願いする次第である。
�

《参 考 文 献》
	 1）	鉄道・運輸機構HP
		  https://www.jrtt.go.jp/corporate/public_relations/pdf/jrtt-
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	 2）	鉄道・運輸機構HP
		  https://www.jrtt.go.jp/construction/kensetsudxbijon-roadmap-

zentai_R6.4-3.pdf（2025.1.15）
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写真─ 7　建設技術展の様子（令和 6 年 11 月 13 日，14 日）
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1．導入の経緯

Osaka Metro では，過去 10 年間に換気機（写真─ 1）
の本体交換，モーター損傷，シャフト交換など設備停
止が伴う重大故障がそれぞれ 10 件以上発生してい
る。故障・状態監視は遠隔で行っているが保護リレー
（温度，電圧等）による故障発報であるため，重大故
障後に発見されるケースが多い。重大故障後の対処で
は損害が大きいため，異常の早期発見による損害軽減
や未然防止が課題であった。
また，保守人員の減少による人手不足や社員の年齢

格差拡大による技術継承についても課題であり，今
後，TBMによる点検体制では予防保全することが困
難になると想定されている。
これらの問題点を本センサーなら同時に解決できる

と考え，2021 年度から試験導入を行い，主に設置方
法や，通信状態について検証を行った。設置は無線技

換気設備遠隔監視システム導入による CBM 化

大　川　北　斗

Osaka Metro では駅構内やトンネル内の空気環境維持を目的として，地上の新鮮な空気を送り込む吸
気用送風機を駅構内に，トンネル内には空気を排出する排風機を多数設置している（図─ 1）。将来，労
働人口が減少する社会情勢にあっても従来の水準で維持管理を目指すことを目的として，産業用 IoT 向
け小型無線センサー Sushi Sensor（以下，本センサー）を地下鉄全線に導入した。本稿では本センサー導
入によるCBM化に向けての保守について紹介する。
キーワード：‌�CBM，換気機，遠隔監視，Sushi Sensor，Osaka Metro，IoT 技術，無線

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術

図─ 1　Osaka Metro の換気方式

写真─ 1　換気機の設置状況
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術で通信を行うため大掛かりな配線工事が不要であ
り，本センサーの設置についても磁石を使用している
ため取り付けが容易であった。また，通信状態はモー
ターによるノイズの影響は受けず，壁や障害物があっ
ても通信は良好であり，受信されたデータは欠落が無
くデータ分析も行えること，比較的安価で取り付けが
できることも分かり，本格的に導入を行うこととした。

2．換気設備遠隔監視システムの概要

換気設備遠隔監視システムとは，本センサーで測定
したデータをゲートウェイ装置で受信し，そのデータ
をサーバー内部へ蓄積することで，換気機の状態を遠
隔監視するシステムである。
本センサーは，振動と温度センサーを内蔵した電池

駆動のセンサーである。各換気機のモーター及び軸受
に設置することで換気機の状態を常時測定している。
測定機能としては振動（X・Y・Z軸及び 3軸合成の
速度，加速度）と表面温度の 2点であり，1時間に 1
回サーバーに対しモーター及び各軸受の状態を送信す
ることで状態監視を行っている（図─ 2，3）。

ゲートウェイ装置は，本センサーからのデータを無
線で受信しサーバー側へ有線接続でデータを中継して
いる。無線通信の範囲はゲートウェイ本体から半径
1 kmであり，コンクリート壁面があっても通信が可
能な装置である（写真─ 2）。
送信されたデータは自動的にサーバー内部へ蓄積さ
れており，得られたデータをもとに様々な監視方法に
よる予兆検知ができるシステムとなっている。

3．各装置の設置状況

地下鉄という特別な環境の中でも，換気機へ問題無
く設置することができた。また，無線の電波状況が芳
しくない場所もあったが，ゲートウェイ装置の増設や
ゲートウェイ装置を換気機付近に設置することで解決
できた。
通信についてはゲートウェイ装置から社内ネット
ワーク間に LANケーブルで有線接続を用いた。社内
ネットワークが整備されていない場所もあり，通信が
不可能な場所もあったが，機器室内にある制御用ケー
ブルの予備芯線に市販の PLC 装置を使用することで
解決を図った（図─ 4）。

4．運用方法

各保守区にノートパソコンを配置し，サーバー内の
データを随時確認できる構成とした。データの蓄積が
できるため，AI によるデータ分析とリアルタイムの
監視が行えるAI監視を検討したが，蓄積しているデー
タが十分で無いため，当面の間は閾値による監視を行
うこととした。閾値監視は振動（X・Y・Z軸及び 3
軸合成の速度，加速度）のみ設定し，設定した閾値を

図─ 2　本センサー外形図

写真─ 2　ゲートウェイ装置

図─ 3　本センサー構造図
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超えた異常なデータが受信された場合，サーバー内で
通知や警告を表示し保守社員へ異常を知らせることで
CBM化を目指している（図─ 5）。

5．点検体制について 

これまで 3カ月に 1度，巡視点検を行っており，モー

ターや軸受けなど異常にまで至らないが，経過観察が
必要と判断された設備は 1カ月に 1度の特別点検を行
うことで，予防保全を行ってきた。しかし，保守人員
の減少及び年齢格差拡大を想定した場合，定期的な点
検では予防保全することが困難な見通しであったが，
今回よりシステム上で異常監視が可能となったため，
従来の点検体制を大きく変えることができた。本セン

図─ 4　換気設備遠隔監視システム全体構成図

図─ 5　監視画面
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サー導入により 2025 年度から，巡視点検の点検周期
は 1年に 1度，特別点検は点検周期での管理ではなく
「閾値を超えたデータを受信した場合に実施」と見直
す予定であり，今後も新しい監視方法を取り入れるこ
とでさらに点検体制を改善する見込みである。

6．今後の活用について

換気設備遠隔監視システム導入により，データに基
づいた客観的かつ合理的な設備管理を実現したが，蓄
積されたデータの活用によりさらなる業務改善が期待
できる。
現在は閾値監視で管理をしているが，今後は蓄積さ

れていくデータを活用し，データの変化率や傾きから
予測し異常傾向を監視する傾向監視や，AI が常にデー
タをリアルタイムで監視するAI 監視なども検討して
いる。最終的には得られたデータから異常をシステム
上で判断し，誰でも点検や異常時の対応が画一的に行
えることを目標としている。
本センサーの導入により換気設備においては時間基

準保全（TBM）から状態基準保全（CBM）へ移りつ
つあるが，巡視点検を削減することで完全な CBM
化，さらに劣化損傷及び故障の評価するリスク基準保
全（RBM）の実現を目標にして今後も業務改善に取
り組んでいきたい。

7．おわりに

異常をシステム上で検知し，それにより点検を実施
することで，TBMによる定期的な点検から効率的な
点検作業を実現した。
今後も IoT 技術などの新技術を活用することで，
労働人口が減少する社会情勢においても高水準な設備
保全を目指していく。具体的には換気設備へ Sushi 
Sensor の導入をきっかけとして，電力設備や変電設
備等，他設備にも新技術を導入しCBM化を推進する
見通しである。
換気設備への Sushi Sensor の導入にあたり，横河
ソリューションサービスに，多大なご協力をいただき
感謝する。
�

［筆者紹介］
大川　北斗（おおかわ　ほくと）
大阪市高速電気軌道㈱　
交通事業本部　電気部　
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1．はじめに

日本国内では人口減少が進行し，あらゆる業界で人
手不足が深刻化している。さらに，作業者の高齢化も
問題をより深刻化させている。また，インフラの保全
においては，例えば，国内の多くの橋が同時に耐用年
数を迎えるという状況にある。これらのことから，建
設現場やインフラ保全において，従来行われてきた人
手のかかる作業や属人的な手法から脱却しなければ，
これらの活動を継続することは困難と考えられる。
一方で，建設業の労働生産性は，製造業と比較して，

約半分に留まっている 1）。効率的で効果的な管理を実
現する技術を活用して，属人的な手法から脱却するこ
とで生産性を向上させることが喫緊の課題となってい
る。限られた人材と資源の中で，建設業界の将来を支
え，持続可能なインフラ管理を実現していく必要がある。

2．UNISONet（ユニゾネット）とは

（1）UNISONet（以下，本 IoT無線）の仕組み
IoT 無線の一種である本 IoT無線は実現場での使用

に耐えうる様々な特徴により，建設現場やインフラ保
全において効率的なデータ収集や監視への活用が期待
される。
本 IoT無線は，革新的なデータ転送技術である「同

時送信フラッディング」を世界で始めて産業実装した
省電力マルチホップ無線である。マルチホップ無線と
は，バケツリレー方式によりデータを広範囲に伝達す
る通信技術であり，従来主流であったスター型ネット

ワークにおいて存在した「通信速度」と「通信範囲」
のトレードオフを解決することが可能である（図─1）。

（2）本 IoT無線の強み
本 IoT 無線は同時送信フラッディングにより，従

来 IoT 無線では同時に実現することが難しかった 7
つの特長を同時に実現している。
（a）環境変化に対するロバスト性
本 IoT 無線はその時々に利用可能なすべてのリン
クを活用し通信を行うことで，電波環境の変動や機器
の移動にも即座に対応する。
（b）バッテリ駆動を実現する優れた省電力性能
時刻同期に基づいた精緻な電力制御により，バッテ

リでの長期間の動作を実現する。
（c）センサデータを転送可能なスピード
転送効率が高く，最大 24 kbps のスループットを達
成しており，大容量データの送信にも対応可能である。
（d）子機への指示を可能とする双方向通信
本IoT無線は双方向通信において低遅延を実現し，

特に省電力 IoT 無線が苦手とする下り通信も 1秒以
下の遅延で処理できるため，親機からのパラメータ設

図─ 1　ネットワーク構造

革新的 IoT 無線が建設現場やインフラ保全を変える
UNISONet の仕組みと活用事例

大　谷　直　也

日本は業界を問わず人口減少に伴う労働力不足に直面している。現場作業やインフラ保全においては作
業の効率化や属人的な手法からの脱却が急務であり，その手段として IoT システムの活用が注目されて
いる。IoT 無線の一種であるUNISONet は高い省電力性による電池駆動や，マルチホップ技術による広
範囲通信といった特徴により，建設現場やインフラ保全において効率的なデータ収集や監視への活用が期
待される。本稿では，本 IoT無線の仕組みや活用事例を詳述する。
キーワード：‌�加速度計，傾斜計，無線式，構造ヘルスモニタリング，インフラ保全，地盤調査，遠隔監視，IoT

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術
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定やインタラクティブなアプリケーションの利用が可
能となる。
（e）再送制御によるデータロスの防止
下り通信における再送制御をプロトコルに標準搭載

しているため，データロスを許容しないアプリケー
ションにも適している。
（f）ネットワーク機器間での時刻同期
各機器は親機の時刻にマイクロ秒レベルで同期して

動作し，センサ機器間の同期計測を可能にする。
（g）大規模なシステムを実現する多数収容性能
本 IoT 無線は 1 ネットワークに 200 台以上の機器

を接続可能であり，広範囲で大規模なシステム構築を
実現することができる。
これらの特徴により，従来の IoT 無線通信技術が

抱えていた課題を解決し，より効率的で安定した通信
環境を提供する。本 IoT 無線の周波数帯ごとの仕様
を表─ 1に示す。

（3） 建設現場やインフラ保全における本 IoT無線の
活用

建設現場やインフラ保全における本 IoT 無線の活
用は，その特徴的な通信技術により，現場の効率化と
安全性向上に大きく貢献すると期待される。まず，建
設現場においては，本 IoT 無線が持つ電波環境の変
動に対する強い耐性が重要である。建設現場は，建機，
建材，仮設構造物などの障害物が多く，工事の進捗に
より周囲の状況は日々変化するが，本 IoT 無線はそ
の変動に柔軟に対応し，安定した通信を維持する。こ
の特徴により，ネットワーク接続が途絶えることな
く，現場での安定したデータ収集や監視が可能とな
る。また，本IoT無線は複雑な無線設定を必要とせず，
設置が非常に簡単であるため，現場スタッフは高度な
専門知識を持たなくてもネットワーク構築が可能とな
り，作業負担を軽減する。さらに，本 IoT 無線の省
電力性により子機は電池駆動であるため，現場での設
置が容易である。特に，土木現場など電源の確保が難
しい場所でも簡単に使用できる。

インフラや構造物の監視が求められる保全業務にお
いても，本 IoT 無線の省電力性は特に重要であり，
長期間の運用が求められる監視業務において，電源の
準備やバッテリー交換などの負担を大幅に削減する。
また，マルチホップ型ネットワークにより広域にわた
る監視を効果的に運用でき，施設全体の安全性を保ち
ながら，メンテナンスコストの削減に貢献することが
期待される。
本 IoT 無線は災害時にも迅速に対応できると考え
られる。災害発生時には，通信インフラが破壊される
ことが多いため，即座に設置できる通信手段が必要と
なる。本 IoT 無線はその柔軟な設置性により，災害
現場においても短時間で通信網を構築し，迅速なデー
タ取得や状況把握が可能となり，災害対応を支援す
る。加えて，本 IoT 無線は高精度な時刻同期機能を
備えており，複数の機器間での同期計測を実現する。
これにより，構造ヘルスモニタリングや地盤調査にお
いて，時刻同期の取れたデータ収集を正確に行い，イ
ンフラの安全性や健全性を高精度で把握することに貢
献する。
これらの特長により，本 IoT 無線は建設現場から
インフラ保全まで，多岐にわたる分野での効率化，省
力化，安全性向上に寄与する通信技術として，今後重
要な役割を果たすと考えられる。

3．システムの概要

本 IoT無線を搭載した計測システム（図─ 2）は，
複数の通信技術を組み合わせ，広範囲での計測と遠隔
監視を実現する。本システムでは，センサユニット（例
として表─ 2，3に仕様を示す）や中継機といった子
機が本 IoT 無線を通じて親機（ゲートウェイ）と接
続され，親機は LTEを介してクラウドと繋がる。子
機はほとんどのものが電池式であり，外部電源の供給
を必要とせず，設置が容易である。センサユニットは
中継機能も有しており，データ通信の中継も行うた

表─ 1　本 IoT 無線のスペック

項目 Classic Leap
周波数帯 2.4 GHz 920 MHz
通信距離
（見通し）

500 m@1hop
5 km@10hop

2 km@1hop
20 km@10hop

実行
スループット

24 kbps@4hop
12 kbps@10hop

8 kbps@4hop
4 kbps@hop

時刻同期精度 10μs 30μs 図─ 2　本 IoT 無線を用いた計測システム概要図
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め，センサユニットの数が多いほどより堅牢かつ柔軟
なネットワークとなる。さらに，子機は，本 IoT 無
線のマルチホップ通信により，最大 20 km の計測範
囲をカバーでき，従来無線では難しかった広大な
フィールド，トンネル内，地下，山岳地帯といった特
殊な環境下でも高い通信性能を発揮し，安定したデー
タ伝送と遠隔監視を可能にする。

4．適用事例

本 IoT 無線を用いた計測システムの適用事例を以
下に示す。鉄道の建設現場の事例に加え，今後，鉄道
の建設現場へ応用が可能と思われる事例も記載する。

（1） 鉄道架線張替工事における鉄道電化柱の傾き
監視 2）

本事例の鉄道事業者様では，鉄道架線の張替工事に
おいて，工事の信頼性を確保するため，電化柱の傾斜
を監視するシステムを導入していた。しかしながら，
従来のシステムは機器，とりわけ電源装置が大型かつ
重量があったため，終電から始発までの限られた作業
時間内における運搬や設置に多大な時間と労力を要し
ていた。このような状況において，現場作業員の負担
を軽減し，人員および労力の削減を実現することが喫
緊の課題となっていた。
本IoT無線を搭載したシステムを選定した理由は，

従来の課題であった機器の重量削減および作業員の労
力軽減が可能となることが評価された。本 IoT 無線
は省電力で高信頼性の無線通信規格を備えており，無
線ネットワークの接続を維持しつつ，各デバイスの無

線部以外を間欠的に動作させることが可能である。こ
の特性により，従来の傾斜監視システムで課題となっ
ていた電源装置の大幅な小型化が実現可能であること
を実証した結果，実用化に至った。
新システム（図─ 3）の導入により，機器構成は従

来の 5構成部品から 2構成部品へと簡素化され，総重
量は約 90％の軽量化を達成した。これに伴い，作業
員の労力（作業人数×時間）も約 90％削減され，作
業効率の向上とコスト削減の実現に寄与した。また，
本システムには高精度センサが搭載されており，計測
精度の向上が図られたほか，省電力設計により乾電池
による長期間駆動が可能となった。これにより，工事
の前後数か月にわたって常時監視を継続できるように
なり，鉄道のDX推進に大きく貢献した。

（2） 湖内にある鉄道橋脚修繕工事において隣接し
た運行に使用されている橋脚の変位計測・安
全監視 3）

本事例の鉄道事業者様では，橋脚の変位計測におい
て，従来型の傾斜計を使用していた。しかし，計測対
象である橋脚は湖内に位置していたため，現場での設
置や電源の準備が大きな負担となっていた。具体的に
は，傾斜計を設置する各橋脚ごとに電源を供給する必
要があり，橋脚上での電源確保が求められていた。ま
た，その他の傾斜計では，傾斜計本体と無線送信機を
橋脚上に設置し，さらに電源を確保できる受信器を設
置する必要があった。このように，湖内という地理的
条件により，これらの機器の配線作業は非常に困難で
あり，工事および維持にかかるコストが大きな負担と
なっていた。
本事例で使用された傾斜監視システムに搭載された

本 IoT 無線はメッシュ型の無線であり，長距離かつ
広範囲での通信を実現し，従来の課題であった電源確
保や配線作業を解消する点が評価された。本 IoT 無
線は，子機の中継機能を利用することで最大 20 km

表─ 3　加速度センサユニットの仕様

項目
高精度振動計測
ユニット

省電力振動計測
ユニット

搭載センサ M-A352 ADXL355
分解能 0.06μG 3.9μG
計測周波数 1,000 Hz max. 1,000 Hz max.
ノイズレベル 0.2μg/√H 25μg/√H
計測レンジ ±15 G ±8 G

表─ 2　傾斜センサユニットの仕様

項目 仕様
計測軸 2軸
分解能 0.001°
計測範囲 ±30°
計測周期 10 秒～ 1時間

図─ 3　電化柱の傾き監視システム
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の通信範囲を実現する。また，省電力設計により，子
機の傾斜計は電池駆動で長期間動作可能である。この
特徴により，電源が必要な親機を現場から離れた事務
所に設置できる一方，子機の傾斜計は現場での電源準
備が不要であるため，設置作業が大幅に簡略化され
た。これにより，電源工事の不要化と配線作業の削減
を通じて，導入コストの大幅な削減が可能となった。
また，本 IoT 無線はユニット間の全リンクを活用

しシームレスな通信ネットワークを自動的に構築・維
持する。このため，機器を設置しスイッチを入れるだ
けで，24 時間体制の自動遠隔管理が開始される。本
現場では，無線に特別な知識を有さない作業者が設置
作業を実施したが，容易かつ確実にネットワークの構
築と監視の運用を行うことが可能となり，低コストで
橋脚の遠隔監視や安全管理を実現した（図─ 4）。

ことで通信時間を最小化し，省電力化を達成している。
収集データの解析では，鉛直方向の加速度データと

橋梁各点での傾斜角を用い，カルマンフィルタを利用
し加速度からたわみを算出した（図─ 6）。これは，
加速度の二階積分から求める場合に補正が必要な積分
誤差を考慮せずにたわみを求めることが可能であり，
大型車両通過時のデータを 1日に数回効率的に収集
し，コストを抑えたモニタリング手法としての有用性
が示された。
現在はゲートウェイユニットに商用電源を必要とし

図─ 4　傾斜センサユニットの設置状況

図─ 5　橋梁の概要と端末の設置位置

写真─ 1　センサユニットの橋桁への設置

図─ 6　加速度から算出したたわみの波形

（3） 加速度データとトリガ収集を用いた鋼橋のた
わみモニタリング 4）

本事例では本 IoT 無線を搭載した振動計測システ
ムを用いた鋼橋を対象とし，橋梁維持管理における重
要な指標の一つとされているたわみのモニタリング事
例を報告する。
対象橋梁は全長 88 m，支間長 28.7 m の単純鋼鈑桁

橋で，支間に均等間隔で 5点，橋脚に 1点のセンサユ
ニットを設置した（図─ 5，写真─ 1）。センサユニッ
トは内蔵電池で駆動し，無線メッシュネットワークを
通じてゲートウェイユニットと接続する。このネット
ワークは，見通しの悪い端末間でも通信を成立させ，
広範囲の効率的なデータ通信を実現している。
センサユニットは，時刻同期を維持しつつ常時デー

タを記録し，大型車両通過時などたわみが顕著になる
期間をトリガ検知で識別する仕組みを採用している。
加速度のRMS値を監視し，設定した閾値を超えた場
合にゲートウェイユニットに通知する。ゲートウェイユ
ニットは，トリガ期間の前後を含むデータ収集を全セ
ンサユニットに指示し，必要なデータのみを収集する
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ているが，電池駆動化の技術を開発中であり，全端末
をバッテリ駆動にすることで設置場所の柔軟性が向上
する見込みである。これにより，より多くの橋梁での
適用が期待される。本システムは省電力かつ高精度な
モニタリングを実現し，国内の橋梁維持管理における
重要な手法として期待される。

（4） 大規模な高架橋の架設現場におけるワイヤレ
スでのベントの安全管理 5）

本事例の橋梁メーカ様では，ベントの安全管理にお
いて，従来は各傾斜計に電源や配線が必要なシステム
を使用していた。このため，事前に電源を準備し，機
器設置時に配線作業を行う必要があり，導入時の人的
および金銭的コストが大きな負担となっていた。特に
本事例の現場は非常に大規模であり，多くのベントを
設置する計画があったため，この負担がさらに増大す
ることが予想されていた。
本事例で使用した傾斜監視システムに搭載された本

IoT 無線は 1つのネットワーク内に 100 台以上の傾斜
計をペアリング可能である。さらに，高頻度での計測
においても電池で長期間動作することができ，機器導
入時の負担を大きく軽減することができる。また，当
システムは，起動後，通信ルートを構築することなく
自動的に各機器間の無線接続を実施し，遠隔からの計
測・記録・監視を開始する。これにより，機器を設置
してスイッチを入れるだけで運用が開始される。さら

に工事の進捗に応じて傾斜計の追加も容易で，無線に
特化した知識を持たない作業者による設置や追加作業
でも問題なく運用可能であり，容易かつ低コストでベ
ントの安全管理および遠隔監視を実現した（図─7，8）。

（5）山留変位の自動計測 6）

本事例は，建築現場での事例であるが，橋梁下部工
の工事における山留工事にて，特に鉄道施設が隣接す
る掘削工事にて近接施工となる場面で本事例が応用可
能であると考えられるため記載する。
本事例のゼネコン様では，従来，山留芯材頂部にター
ゲット板を設置し，光波測量機（トータルステーショ
ン）を用いて当初位置との変位を求める方法や，トラ
ンシット（セオドライト）を用いた変位測定を実施し
ていた。この手法はすべて人力に依存していたため，
作業に多大な手間を要し，ヒューマンエラーが発生す
るリスクも伴っていた。さらに，測量機は不動点への
設置が必要だが，現場では敷地状況や仮設物，資材置
場の障害により，適切な設置箇所を確保することが困
難であり，設置のやり直しが頻発していた。また，限
られた職員での作業では，掘削進行中のタイムリーな
計測が難しく，特に広範囲の工事現場では工区ごとに
異なる計測頻度が必要となるため，作業効率が低下し
ていた。加えて，現場と事務所の距離が離れている場
合，計測データの収集や整理，報告に多くの時間を要
していた。
本事例で使用した傾斜監視システムでは，電池式の
ワイヤレス傾斜計を山留芯材頂部に磁石で設置しス
イッチを入れるだけで，計測が常時自動化されるた
め，ヒューマンエラーのリスクが排除される。また，
計測データはリアルタイムでクラウドにアップロード
されるため，インターネット接続が可能なパソコンや
タブレットを使用すれば，現場に赴くことなく，過去
および現在の計測値やその傾向をWeb アプリで確認
できる。さらに，Web アプリからデータをダウンロー
ドして帳票作成が容易に行えるため，事務作業の負担
も軽減される。
このシステムの導入により，山留の変位計測にかか
る手間が大幅に削減され，効率的な作業が可能となっ
た。また，管理値を超える異常が発生した場合には，
本 IoT 無線とインターネットを利用したネットワー
クが構築されている現場事務所および各支店のパソコ
ンに Eメールで警報が送信され，迅速な対応が可能
となる。この結果，現場の省力化および安全対策の効
率化が実現した（図─ 9）。

図─ 7　傾斜センサユニット設置状況

図─ 8　機器の配置状況
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（6）法面工事における斜面の変位計測・安全監視 7）

本事例は鉄道に関する現場ではないが，法面工事や
斜面の安全管理は，鉄道の建設現場や保全において広
く応用可能であるため記載する。
本事例のゼネコン様では，一般道に隣接する法面工

事現場における安全管理および動態観測のため，斜面
監視用機器の導入を検討していたが，現場への機器導
入に伴うコスト負担が課題となっていた。多くの機器
が電源を必要とする仕様である一方，当該現場には電
源供給設備が存在せず，機器設置には電源準備が不可
欠であり，それに伴う配線作業や電源設備の工事が大
きな負担となっていた。
本 IoT 無線を搭載した傾斜監視システムは，省電

力技術により電源問題を解決する一方で，遠隔操作を
可能にしている。また，本 IoT 無線は低遅延の双方
向通信を特徴とし，現場状況や天候に応じて計測周期
や異常検知の閾値をクラウド経由で遠隔から速やかに
変更することを可能としている。これらの特徴によ
り，当システムを使用することとなった。
本現場では，工事現場と事務所の間に密生する雑木

林が通信の障害となっていたが，現場側および事務所
側に電池式の中継機を設置することで通信を確保した
（図─ 10）。子機である傾斜計は上述の通り電池式の
ため現場で容易に設置することができた（写真─ 2）。
このように本 IoT 無線を活用した当システムの導

入により，現場管理の効率化と安全性向上に寄与し，
自然斜面の遠隔監視・安全管理を低コストで実現した。

5．おわりに

UNISONet は，これまでの IoT 化や無線通信技術
が抱えていた課題を克服し，革新的な省電力マルチ
ホップ無線技術として，建設現場やインフラ保全の現
場へのさらなる活用が考えられる。また，人口減少や
技術者不足といった日本が直面する構造的課題におい
て，災害対応や工場での点検業務など，多岐にわたる
分野での応用が期待され，業界の IoT や DXを牽引
し，新しい価値を創出する原動力となり，次世代の建
設現場やインフラ保全を支える存在となることを目指
していきたい。
�
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図─ 9　傾斜センサユニットによる山留変位の自動計測 写真─ 2　傾斜センサユニットによる山留変位の自動計測

図─ 10　機器の配置状況
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1．はじめに

土木構造物や社会インフラ設備の維持・管理におい
て，インフラ設備の老朽化や少子高齢化などの影響に
より，効率化がますます重要となっている。
鉄道事業者は，月に 1回の徒歩巡視や週に 1回の列

車巡視などのサイクルを土木，保線，電気などの各セ
クションがそれぞれ実施し，また道路事業者は，車に
よる巡視を 1日に数回行いつつ，降車および徒歩によ
る点検を定期的に実施している。膨大な人員を要し，
夜間作業，事故リスク，熱中症や動物対策といった多
くの課題を抱えている。
近年，効率的な手法として画像などによる検査や点

検が認められつつある。しかし，長大かつ広大な土木
構造物やインフラ設備の画像取得には多大な時間と大
きな設備が必要であり，現状では一部の事業者に限ら
れている。
この課題解決のため，市販のビデオカメラなどの動

画撮影機器を活用することにより，導入や運用のコス
トを削減し，より多くの事業者に導入可能なコンパク
トな仕組みの構築を目指した。ビデオカメラなどで長
大かつ広大な構造物や設備などを動画撮影する課題の
一つに，位置情報の連携が容易でないことが挙げられ
る。この解決策として音声に着目し，映像にGNSS＋
2 周波 RTKによる緯度経度情報と時刻などをアナロ
グ音声で記録する手法を開発した。これにより，安価
かつ容易に位置情報付きの画像が取得でき，画像によ
る現場状況確認や机上での目視が期待できるシステム

の提供が可能となった。
さらに，めざましい進歩を続けている人工知能（AI）

技術や画像解析技術を使った画像AI 処理と組み合わ
せることで，異常の検出と場所の把握，GIS 上での可
視化などの効率化を行う検証も進めている。
技術の進歩により，土木構造物やインフラ設備の維

持・管理がより効率的かつ安全に行えるようになるこ
とが期待される。汎用性のあるシステムの導入は，今
後ますます重要となると考えている。

2．システムの概要

（1） GNSS-BeatBox®（位置情報音声発呼装置）（以
下「本システム」という。）

GNSS（Global Navigation Satellite System）＋2 周
波 RTK受信機とオープンソースを用いて，GNSS 信
号を音声データに変換し，各種カメラに出力する装置
である（特許 7148910：記録制御装置，記録システム，
およびプログラム）（図─ 1）。
特徴：
①外部音声入力の仕組みを有する動画撮影機器に接続
可能（ビデオカメラ，デジタルカメラ，アクション
カメラ，スマートフォンなど）。

②音声分配で複数カメラの同期撮影が可能。
③タッチパネルによる操作と受信状況のモニタリング
が可能。

④持ち運び可能なサイズ（W：240 mm×D：175 mm
×H：60 mm，重量：1,400 g）。

目視点検現場に忍者の目！効率・安全性の向上
てんかく忍者

上　田　雅　司

インフラ『点』検にDXで『革』新を起こす！「てんかく忍者」は，インフラ点検におけるDX（デジ
タルトランスフォーメーション）の推進を支援するため，汎用性の高い市販のビデオカメラの活用と
GNSS＋2 周波 RTKを利用して取得した位置情報との連携，画像AI 処理で異常箇所の検出により，現場
確認や目視点検の代替および効率化を目指している。さらに，クラウドのデータベースにより，社会イン
フラ維持管理の効率化と安全性向上を進めている。現場での検証結果により，点検作業の効率化と安全性
の向上に寄与することが確認された。本稿ではシステムの概要および現場検証の結果について報告する。
キーワード：‌�社会インフラ，維持管理，点検DX，目視点検，現場確認，省人化，画像AI

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術
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GNSS 信号を 1秒ごとに受信し，音声データに変換
して出力。音声変換処理中の受信から出力までのタイ
ムラグは音声変換時に補正を行う。音声出力可能な情
報は①シリアルNo.，②緯度経度情報，③世界標準時，
④タッチパネルキー操作，⑤（オプション）各種セン
サー情報となる。

（2） GV-Sync®（動画→静止画変換ツール）（以下「本
ツール」という。）

2．（1）で取得した動画データを位置情報付き静止
画に変換するツールである（特許 7100863：動画処理
装置，動画処理方法，プログラム）。動画データから
位置情報付きの静止画に変換する際の課題の一つは，
高速移動時の移動距離である。移動速度に応じて 1秒
間に進む距離が変化することに対応させること，もう
一つはビルの谷間や山間部，トンネルなどで GNSS
データが欠損する区間に対応させることである。

特徴：
①高速移動時の移動距離を等分割した仮想点を計算
し，位置情報付き静止画を作成。
�例：時速 100 km，撮影フレーム 30 fps の場合，1
秒間の移動距離≒27.7 m÷30 フレーム≒0.92 m 毎
に位置情報付き静止画を生成する（図─ 2）。

② GNSS データが欠損する区間を等速および直進移
動と仮定する。欠損直前と再取得後の 2点間の時間
および撮影フレーム数から仮想点を生成し，補正後
に位置情報付き静止画を生成する。

（3） 4D-db®（時空間Webデータベース）（以下「本
データベース」という。）

現場確認や点検の効率化を支援する目的で，位置情
報付き静止画の登録・閲覧をクラウドで提供するデー
タベースである（特許 7440855：動画処理装置，動画
処理方法，プログラム）。

図─ 1　本システムの仕様

図─ 2　本ツールの仕組み
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特徴：
①地図表示画面の撮影履歴ポイントを指定して画像を
表示（図─ 3）：特定の場所の画像や過去の画像を
簡単に確認可能。

②鉄道や道路設備に対応したキロ程，キロポスト検索
が可能：インフラの管理がより効率的に行える。

③画像AI 処理により検出された損傷レベルのヒート
マップ表示が可能：損傷の程度を視覚的に把握でき，
迅速な対応が可能。

④ 360 度静止画像と静止画マルチアングル（前，後，左，
右，上，下 6面の静止画表示）の 2つの画像表示機
能を備え，さまざまな方向から現場状況やインフラ
構造物などの確認が可能（図─ 4）：あらゆる方向
の詳細な確認・分析が可能。

⑤同一地点の異なる撮影日の画像を左右 2画面で連動
表示：時間経過による変化を比較可能。

⑥画像表示機能は他社の GIS や検査システムなどと
のAPI 連携が可能：現行システムへの機能追加が
容易。

試験場所：名古屋高速C1都心環状線（図─ 5）
使用機器：�4KSDImini（IO Industries），SHOGUN7

（ATOMOS）
試験車両：トヨタ ノア ハイブリッド
試験内容：
インフラの維持管理や点検の効率化で同一地点の新
旧の画像比較を行うことを目的として，高速移動時の
位置精度を，取得した画像を基に評価するため，実際
の高速道路上で試験を実施した。
試験方法：
①カメラ設置：撮影車両後方屋根上に 4KSDIカメラを
設置し，本システムと音声ケーブルで接続（写真─1）。
②データ取得：GNSS＋2 周波 RTK 取得情報を音声
データで入力しながら路面状況の動画を撮影。
③撮影日：14 日，15 日に各 1周撮影を実施。
④データ変換：撮影動画から位置情報付き静止画に変
換し，GIS 上に展開。
⑤ズレの検証：比較が容易なジョイント部分（図─ 5）
の画像を表示し，ズレを検証した。
試験結果：
取得した 2時期の画像を並べて比較したところ，多

図─ 3　地図表示画面

図─ 4　マルチアングルのビューワ（4 面表示）

写真─ 1　撮影車両

図─ 5　試験場所および走行軌跡と比較検証ポイント

3．検証結果

現在までの試験や現場検証などの結果をいくつか報
告する。

（1）本システム位置精度試験
試験日時：2021 年 7 月 14 日，15 日
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少のズレはあるものの，1つの画角内にジョイントが
撮影されていることが確認できた（図─ 6）。これに
より，地点をキーとした新旧の画像の比較が可能であ
ることが分かった。
今回は屋根上にアンテナを設置し上空が開けている

状況であったため，精度の良い結果となったが，列車
内や自動車内に設置したアンテナによる検証では数
メートルのズレが生じる場合があることが確認され
た。アンテナは可能な限り車外に設置することが望ま
しい。

した現場確認用画像の位置精度および視認性の確認。
②レール継ぎ目（遊間）の画像AI 検出：間隔を 3段
階評価とヒートマップで可視化。
検証方法：
①列車内に 4台のビデオカメラを吸盤および三脚で設
置し，1台の本システムから音声ケーブルを分配接
続し前方，下方（軌道面），右側，左前方の撮影を
実施した（写真─ 2）。

②撮影動画から位置情報付き静止画に変換し，本デー
タベースに登録し現場確認用画像の位置精度および
視認性の確認を実施。

③下方の静止画の画像加工と間隔の 3段階の遊間検出
の画像AI 処理を実施。

④地図上で 3段階ヒートマップ可視化の検証。
検証結果：
各撮影画像は音声データにより同期されマルチ

ビューワで 4方向の表示が確認できた（図─ 4）。4K
画質で視認性も問題無く，まくら木や締結装置やボル
トも鮮明に視認することができ，現場確認に使える品
質であった。
数回の強化学習でほぼ全ての遊間を 3段階検出でき
ることが確認された。ヒートマップ表示により異常箇
所の可視化が可能となり（図─ 7），現地状況との整
合性も確認できた。2023 年 6 月 23 日，2024 年 3 月
14 日の 2時期の画像比較検証も行えた（図─ 8）。

図─ 6　位置情報と画像の 2 時期比較

写真─ 2　列車内 4 方向カメラ設置状況

図─ 7　遊間検出場所とヒートマップ表示（拡大）

図─ 8　遊間の 2 時期比較（左：2023/6/23　右：2024/3/14）

（2）現地確認用映像取得，線路の遊間検出の検証
撮影日時：2023 年 6 月 23 日，2024 年 3 月 14 日
検証場所：南阿蘇鉄道管理機構（南阿蘇鉄道）
使用機器：�FDR-AX700（SONY），ILME-FX30B（SONY）
検証内容：
①画像収集の位置精度および視認性の確認：軌道内で
確認できる線路設備や鉄道構造物，周辺状況を対象と
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（3）レール締結装置（板バネ）の異常検出の検証
検証期間：2023 年 2 月 22 日～ 2025 年 3 月 10 日
検証場所：A鉄道会社（非公開）　ローカル線
使用機器：�FDR-AX700（SONY），FDR-AX60（SONY）
検証内容：
列車巡視時の取得画像の活用で徒歩巡視の回数削減

を図るため，まずは板バネの画像AI 処理による異常
検出を検証する。
検証方法：
①営業列車の先頭窓に吸盤を用いて，下方向（軌道面）
を撮影するためのビデオカメラを設置し，本システ
ムを接続して動画データを取得（複数回）。

②撮影動画から位置情報付き静止画に変換と画像加工。
③静止画を用いて，板バネの異常を検出する画像AI
モデルを作成。

④別日に取得した動画データで画像AI処理とその検証。
検証結果：
①営業列車（時速約 85 km）の先頭車内撮影からレー
ル締結装置が鮮明に視認可能な画像の取得が確認で
きた。

②静止画に変換した画像を教師データとして板バネの
異常検出の画像AI モデルの作成を行い画像AI 処
理の検出精度と効率化が確認できた（図─ 9）。
この画像AI モデルを検証した結果，約 4.5 km の

区間で確認された板バネ総数は 4,478 個，AI が異常
と判定した板バネが 295 個，画像の目視確認によりそ
の内の 14 個に異常が発見された（図─ 10）。位置情
報付き静止画のため，その発生場所（キロ程）も把握
可能である。
4,478 個から AI 処理にて確認箇所が 295 個に絞ら

れたことにより約 93％の作業削減が実現でき，現場

での徒歩による確認の手間を考えるとそれ以上の効率
化が期待できることが分かった。異常箇所の未検出率
は 0.048% であったという結果も踏まえ，引き続き板
バネのAI 処理精度の向上と犬釘の浮き，継ぎ目板異
常，ボルトの抜け，木まくら木の劣化，軌道内雑草，
まくら木の記号，地上子，データデポなど他の線路設
備の画像AI モデル作成と検証を続けている。

図─ 10　板バネ異常検出 AI による検証結果

図─ 9　レール締結装置（板バネ）異常検出モデル 写真─ 3　先頭車両からの撮影画角

（4）応用検証：軌道長尺画像による机上目視の検証
検証場所：B鉄道会社（非公開）
使用機器：FDR-AX700（SONY）
検証内容：
徒歩巡視作業の軽減を目的として，営業列車から線

路設備の高精細画像を取得し，連続接合画像（長尺画
像）を作成し机上で線路目視が可能か検証した。
①撮影：営業列車の先頭窓に市販のビデオカメラを吸
盤で設置し，最高時速約 90 km で走行しながら撮
影した（写真─ 3）。

②データ取得：位置情報を音声データで映像に記録し
ながら 4K画質で動画撮影。

③静止画の切り出し：動画から位置情報付き静止画を
生成。

④画像加工：静止画を真上から見た状態に自動で画像
加工。

⑤速度計算と最適画像切り出し：取得された位置情報
から移動距離を計算し，接合に最適なサイズの画像
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を自動作成。
⑥画像接合：作成された画像を自動接合し長尺画像を
生成した（写真─ 4）。

検証結果：
カメラ設定と撮影時の天候などにも左右されるが，市
販のビデオカメラで撮影された映像でも鮮明にボルトの
合いマークを確認することが可能であった（写真─ 5）。
これを加工することにより，机上で軌道設備を目視確
認するための連続接合画像を生成できることが確認さ
れた。

4．おわりに

「てんかく忍者」は，専用の機器や車両を必要とせ

ず，市販の製品や営業車両を活用する安価で容易に導
入できるシステムを目指している。これにより，いつ
でもどこでもデータの取得が可能であり，汎用性に優
れ，さまざまな場面で活用できると考える。
現場での検証結果から取得したデータは，問合わせ

対応や近接工事申請の現場確認に活用できる。また，
画像AI や連続接合写真を活用することで，異常の発
見作業効率が大幅に向上し，現場作業の手間を削減で
きることが確認され，これにより，安全性の向上にも
貢献している。
一方，現在はGNSS＋2 周波 RTKを利用するため，

地下やトンネル内での正確な位置情報の取得が不可能
である。これらの場所に対応可能なセンサーや，暗所
での高速移動時に鮮明な動画データを収集する手法の
研究開発を進めていく。
本報告では鉄道事業向けの内容を取り上げたが，道

路維持管理や河川維持管理においても検証や導入が進
んでいる。今後も各種センサー技術や画像解析技術を
有する機関との協力を進め，さらなる精度向上と他の
設備への応用を目指していく。
�

［筆者紹介］
上田　雅司（うえだ　まさし）　
ナカシャクリエイテブ㈱
インフラDX政策担当
執行役員

写真─ 4　連続接合画像（長尺画像）の一部

写真─ 5　連続接合画像（長尺画像）拡大
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1．はじめに

近年，鉄道分野に限らず建設分野において現場の安
全性や生産性の向上のためBIM/CIMへの取り組みが
普及し，3次元点群データを活用した工事や維持管理
が増えている。国土交通省からは「3次元モデル成果
物作成要領（案）」や「発注者における BIM/CIM実
施要領（案）」といった BIM/CIMに関する各種ガイ
ドラインが制定され，また鉄道分野では鉄道建設・運
輸施設整備支援機構が「BIM/CIM 活用ガイドライン
（案）」を策定しており，施工や維持管理の場面での 3
次元点群データの利活用が進んでいる。
こういった流れはデジタルツインの進展やAI の活

用とともに進行しているが，データやシステムの活用
には高性能 PCが必要となり，ソフトウェア操作には
習熟が必要になるなど課題もある。また 3 次元点群
データの整備は，複数枚の画像から生成する SLAM
や手持ち型のレーザを利用した SfMなどの計測手法
も普及してきているが，これらは鉄道のような延長の
長い計測には適しておらず，各計測箇所で取得した 3
次元点群データは統合されず個別に管理され二次利用
が進まないなど効率的な利用は進んでいなかった。
本稿では道路分野で利活用されてきた MMS

（Mobile Mapping System）技術を鉄道分野に応用し，
鉄道沿線において広範囲を高速に計測でき，高精度な
3次元点群データを整備し，また工事計画や維持管理
へ簡易に利用可能なシステムを開発した取り組みにつ
いて紹介する。

2．概要

（1）MMSとは
MMSはレーザ計測装置，GNSS（衛星測位システ
ム），IMU（慣性計測装置），カメラなどの様々なセ
ンサが一体化された計測装置である。MMS計測は計
測装置を車両に搭載し，移動しながら計測することで
周辺の空間情報を取得する技術である（図─ 1）。こ
の計測装置により取得され設備や構造物の形状を再現
した点群データは，一点ごとに地理的な座標値を持っ
ており，PC上に再現した 3次元空間内において距離
や面積の計測が可能となる。また点群データには反射
強度と呼ばれる対象物からの反射光の強弱の情報を取
得できるほか，後処理で点ごとに属性付けしたり，カ
メラから得られた画像と点群データを同期させて
ビューアで表示したりすることも可能である（図─ 2）。

鉄道向け 3 次元計測技術サービスの紹介

大　釜　弘　志

少子高齢化が進む社会において鉄道施設を管理する鉄道事業者は，ICTを中心とした維持管理・更新
業務の効率化への取り組みを強化している。その取り組みの一つとして施設の維持管理場面での仮想空間
の利用が盛んになってきているが，一層の普及には誰でも実施可能な 3次元データ整備手法の確立やデー
タ利活用の進展が重要である。本報では道路分野で培った点群計測・処理技術を鉄道用にパッケージ化し
て提供している鉄道向け 3次元計測技術サービスについて報告する。
キーワード：‌�3 次元計測，省力化，維持管理，BIM/CIM

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術

図─ 1　MMS 計測装置

GNSS/IMU

レーザ
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また 3次元点群データからは平面図や縦横断図など図
面の作成も可能である。

（2）鉄道分野への MMS導入の取り組み
鉄道分野でのMMS活用に向け，2014 年度から鉄

道空間でのMMS適用検討に着手し，これまで基地線
や営業線での精度検証，鉄道事業者向けのシステムを
開発してきた。従来道路で利用されてきたMMSを鉄
道へ適用するため，点群データからレール位置を特定
する技術や，レール位置をもとに建築限界，ホーム限
界を測定する機能などの開発を行ってきた。また西日
本旅客鉄道（以下「JR 西日本」と称する）では鉄道
施設の維持管理の高度化・効率化を目的に，全線にわ
たり 3次元点群データを整備しているが，この取り組
みでは既存のレール探傷車（走行しながらレール損傷
等を計測する車両）にMMSを搭載した専用の台車を
連結し，2020 年から毎年ほぼ全線にわたり計測を行っ
ている（写真─ 1）。1年間の走行距離は 10,000km を
超え，これらの取り組みで得た知見は JR西日本での
運用だけでなく他の鉄道事業者での計測やデータ提供
の際に活かされている。

（3）3次元点群データの利活用例
当社が鉄道事業者へ提供している鉄道MMSを中心

とした 3次元計測技術サービスのユーザにおける主な
利活用事例は以下のとおりである。
・建築限界，ホーム限界測定
・気がかり箇所の確認等現地状況把握
・事故防止検討会等で使用するビジュアル資料への活用
・点群データからの平面図作成
・修繕工事設計における数量調査
・線路内作業計画時における足取り行程の検討
・内空断面，余盛り断面，壁の傾斜等縦横断形状把握

3次元点群データが整備されると現地状況の確認が
点群データで行えるようになり，また工事時の受発注
者間の意思疎通がスムーズになる。
システム開発はこれまで上記のような鉄道事業者か

らの要望に合わせて改良を行ってきた。システムの主
な機能については後述する。

3．MMSによる 3次元点群データ取得方法

MMSでは 3次元点群データを取得するために，機
材を車両等に搭載し計測を行っているが，鉄道線路内
では鉄道用トロ台車や軌陸車などに機材を取り付け計
測し線路・周辺設備の点群データを取得している。
台車への取付は車両限界内に収まり，器具等が計測
中に脱落しないよう強固に固定している。計測は鉄道
事業者や計測対象線の状況にもよるが，安全面を考慮
し基本的に夜間行われる（写真─ 2，3）。
計測開始時には GNSS や IMUの初期化のため，上
空視界の開けた場所での 5分程度の静止や計測車両の
前後移動が必要となる。装置の初期化終了後，計測を
開始するが，走行速度は基本的には運航車両の制限速
度に合わせている。なおレーザ計測装置は 1 秒間に
200 回転するミラーにあてながら 100 万点 /秒の計測
を行っており，走行速度が速くなると進行方向の点群
密度が低下するため，事前に 3次元点群データの利用
目的に合わせて走行速度の上限を考慮しておく必要が
ある。なお計測装置にはカメラが取り付けられている
が，夜間だと周辺の光量が不足し画質面で満足した写
真が撮れないため，撮影した画像データは利用できない。
レーザ計測終了後，計測車両を 5分間静止し計測は

終了となる。なお計測装置の防水性の面や，満足する
点群データを取得できないことから雨天時は計測して
おらず，また降雪時は 3次元点群データ中に雪を計測
したノイズ状の点が多く取得されるため推奨していな
い（図─ 3）。

写真─ 1　鉄道 MMS 専用台車の外観

図─ 2　反射強度で表現された点群データ（左）と画像データ（右）
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4．データ処理，解析

計測装置で取得したデータは事務所内で 3次元点群
データへの変換処理を行う。変換処理は専用のソフト
を利用し，GNSS や IMUで取得したデータを解析処
理し，可能な限り確からしい位置精度を持った軌跡
データを作成する。作成した軌跡データには位置と角
度，時間情報等が記載されている。この軌跡データと
レーザデータを時間情報で紐づけることにより 3次元
点群データを作成している。なお軌跡データや 3次元
点群データの作成にあたってはこれまで JR西日本で

写真─ 3　計測状況

写真─ 2　計測装置

図─ 3　計測フロー

図─ 4　ホーム限界測定結果

ホーム測点

（離れ）

ホーム測点

（高さ）

レール位置

軌道中心線

（測点）

の検討・運用で培ってきた様々な補正技術を活用し精
度向上を図っている。処理解析した 3次元点群データ
は一般的な点群データフォーマットである Las 形式
だが，点群上のレール位置特定や限界計測処理のため
専用のシステム形式にデータ変換される。
システムでは新名ら 1）が開発した理想的なレール

断面形状と取得した点群データとの間で点群マッチ
ング処理を行い，レールのゲージコーナーの位置を
半自動で特定しており，特定したレール位置を基準
にホーム限界測定，建築限界測定を行っている（図─
4，表─ 1，2）。

5．3次元点群データビューアシステム

これまで防災や環境分野での利用が中心だった 3次
元点群データビューアは，点群表示やパンニングなど
の移動表示に関し高速性の面で優れていたが鉄道事業
者向けの機能が無く，鉄道分野での利活用促進のため
キロ程情報の表示や限界計測機能などの各種鉄道専用
の機能を追加開発した。以下に主な機能を述べる。

（1）キロ程表示機能
線路設備の位置はキロ程で表示・管理されることが
一般的だが，システムでは鉄道事業者から提供された
キロ程情報をシステム上に反映させることにより，3
次元点群データにおける各種設備のキロ程を把握する
ことが可能である。また点群データから設備位置・形
状を特定し，キロ程と関連付けた架線柱，レール継目，
まくらぎ等各種の台帳を作成することも可能である
（図─ 5）。

（2）各種距離測定機能
2 点間の距離だけでなく，隣接線データを複数読み
込み一線ずつ抽出した軌道中心線同士の距離を測定す
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図─ 5　架線柱測定結果と台帳

図─ 6　軌道中心線間隔測定

図─ 7　軌道中心線からの離れ・高さ測定

軌道中心線から

離れ・高さの測定

2.716

2.674

0.476

図─ 8　建築限界枠からの任意箇所離隔測定

ることで隣接線間の距離を求めることや，接触限界標
の軌道中心線からの距離を測定することが可能である
（図─ 6）。また軌道中心線からの離れ・高さ・距離測
定や，建築限界枠から任意箇所までの測定も可能であ
る（図─ 7，8）。その他には地上子と踏切や信号など
について線路に沿った 2点間の距離の確認もすること
ができる。

表─ 1　ホーム限界測定台帳

表─ 2　建築限界測定台帳

（3）3Dモデル作成・配置
3 次元点群データ利用の利点の 1つに現地の空間を
サイバー空間で表現できることにあり，MMSで計測
したデータは現地の寸法等も忠実に再現している。こ
の利点を活かし，工事用重機の 3次元モデルを CAD
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6．3次元点群データの利活用

整備された 3次元点群データは上記のとおり限界測
定だけでなく様々な用途に利用されており，その例を
以下に述べる。

（1）図面整備
MMSで計測し解析処理された3次元点群データは公

共測量への適応も可能なほど高い位置精度を持ってお
り，平面図や縦横断図などの作成も可能である（図─
10～ 12）。線路内の図面整備は一般的に線路内での
測量作業が必要となり，対象範囲が広い場合は多くの
作業日数や人員を要している。一方MMSを活用し 3
次元点群データから図面整備を行う場合，現地作業は
数日のMMS計測と補備測量のみとなり大幅に線路内
での作業工数を削減することができる。なお複線区間
や広域な範囲を対象とする場合は隣接線の点群データ
との位置合わせ処理を行う必要がある。また図面の絶
対位置精度を高めるためには基準点座標への位置補正
も必要となる。なお現状では 3次元点群データからの
図化作業に時間を要しているため，当該作業の効率化
や自動化が今後の課題である。

（2）設備の 3次元モデル作成
3 次元点群データでも各種設備の形状の把握や寸法

の取得は可能だが，データ容量が大きいため大規模の
設備ではデータの取り扱いが難しい。また点群データ
で設備を表現しようとすると点のばらつきにより同じ
寸法を持ったものでも計測箇所で値が異なるなど設備
更新の検討には適さないことがある。その他にも計測
時に計測装置から死角となる箇所については点群が取
得できないなどの問題があるが，3次元点群データに

加え SLAMや SfM等による補測データや設計図面を
利用し 3Dモデル化を行うことで，これらの問題を解
消することができる。現在では送配電設備などの電力
施設について 3Dモデル化を行うことで設備更新検討
が容易となっており，設備管理のBIM/CIM化に貢献
している（図─ 13）。

図─ 9　モデル配置

図─ 12　点群データと図面データの重ね合わせ

図─ 10　点群データから作成した平面図

図─ 11　点群データから作成した横断図

図─ 13　3D モデル化された電力施設

等で作成しシステムに取り込むことで，任意の箇所で
3次元モデルを配置することができる（図─ 9）。

（3）点群合成
前述の SfMや SLAMといった計測技術の普及によ

り，鉄道事業者で小範囲の 3次元点群データを取得す
ることが増えてきている。MMSで取得したデータに
鉄道事業者が必要な部分だけ追加で計測したデータを
統合しシステムに読み込ませることにより，効率的に
広範囲な 3次元点群データの整備が可能である。
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7．その他の利活用事例

MMS とは異なる手押し型レーザ計測装置を使え
ば，トンネルや地下空間などの GNSS を受信できな
い環境においても効率的かつ高精度に 3次元点群デー
タを取得できることを確認した（写真─ 4）。この計
測装置は軌道検測を目的に開発された台車を使用して
おり，点群データの取得以外にも軌道狂い（軌間，水
準，通り，高低）の測定が可能である。また，点群デー
タの位置座標精度が高いことから，駅ホーム改良工事
などの出来形検査への適用も期待できる。
その他には本システムと各鉄道事業者が独自に整備

した各種設備の管理システムとの連携開発も行ってお
り，JR西日本では電子線路平面図システム（GIS-W）
との間で表示位置連動，および描画図形データを双方

で共有する機能を開発し，多くの属性情報を持つ
GIS-W と，設備の実寸等の取得が容易な本システム
を連携させることで効率的な設備管理につなげている
（図─ 14）。

8．おわりに

鉄道向け 3次元計測技術サービスではMMSにより
広範囲を精度良く 3次元点群データを整備する事が可
能で，3次元点群データはホーム限界管理への利用に
耐えうる精度を有している。これは複数年にわたる鉄
道分野でのMMS運用により計測精度の向上に関する
取り組みで得られた成果であり，その他工事用図面作
成などへも利用が広がっている。またシステムも改良
を加え鉄道事業者が維持管理に利用しやすいよう計測
機能を充実させ，台帳管理もできる機能も付加するな
ど設備管理の効率化に寄与している。
一方で鉄道事業者の維持管理の更なる高度化といっ
た面では，今後も設備管理者のニーズに合わせたシス
テムの改良や，普及活動が不可欠である。システムを
導入した鉄道事業者からは現場作業回数の減少も報告
されているが，BIM/CIMを利用した設備管理にはシ
ステム導入者側での意識改革も必要であり，サービス
提供者としては導入に向けたサポートにも取り組んで
いく必要がある。また鉄道事業者の規模によっても必
要とする機能に違いがあり，各事業者の希望に合わせ
た機能開発も必要である。今後は各鉄道設備管理の効
率化に向け，ニーズに合わせたシステムの機能開発と
導入サポートに努め，持続可能な鉄道事業運営に貢献
できるよう努めていきたい。
�
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1．はじめに

バリアフリー及びホーム上での触車事故防止等を推
進し，安全な乗降支援の拡充を目的としてホームドア
の導入が急速に進んでいる。
ホームドア開閉のシステムには様々な方式が実用化

されているが，より安全な同期開閉制御の導入が課題
となっている。従来の同期開閉制御にはトランスポン
ダ方式（以下「トラポン式」）が多用されてきたが，
車両改造の課題等から，導入を急ぐ事業者において
は，地上側のみで独立し車上側と協調していない方式
が導入される傾向があるが運用面での課題が徐々に指
摘されてきている。この解決策として，汎用無線によ
り安全で低コストかつ，既存のトラポン式と機能面で
同等な同期開閉制御が可能な無線式ホームドア連携シ
ステムを JR東日本のホームドア導入促進に適した形
態とすべく JR 東日本・JREMと共同で開発し，首都
圏に導入，運用が開始されたことで，各方面から注目
を集めている。

2．同期開閉制御の考え方

（1）車両－ホームドア間の関連付け
ホームドアは，既存線区の各駅に順次部分的に導入

される例がほとんどであることから，導入駅で同期開
閉制御（連携制御）に移行し，未設備駅では，いまま

での車両ドア扱いのみ（分離制御）とする切替えを可
能とすることがシステムの大前提となる。そこで，汎
用無線とRFID を使用した車両－ホームドア間の情報
伝送（図─ 1）によって，ホームドア設置の有無，開
扉許可方向，また付帯する装置により車両編成や停止
検知等を識別することで，複数番線，複数停止目標を
有した駅にも対応するシステムを構築した。
さらに，駅部での車両の流れ防止として，転動防止

ブレーキを出力する等の機能を有している。

（2）戸閉め連動回路を含めた同期開閉制御
車両ドアの開閉にかかわる安全対策として，車両側
には戸閉め連動回路が設備され，全車両のドアが閉扉
した場合のみに力行が可能となるいわゆる出発抑止機
能を有している。しかしながら，冒頭に述べた地上側

ドア制御の課題を一新した新機軸の 
無線式ホームドア連携システムの紹介
安全かつ低コストのホームドア・車両ドア同期開閉制御

笠　井　貴　之

近年，バリアフリーの進展もあり，ホーム安全の向上と列車との接触事故，軌道上への落下，車両ドア
挟み込み事故防止としてホームドアの高い効果が認知され各鉄道事業者で導入が進んでいる。とくに東日
本旅客鉄道様（以下「JR東日本」）では，首都圏在来線の主要各駅へのホームドアの普及を急いでいる。
これに呼応する形で日本信号では 2018 年から地上と車上で安全な連携開閉を行う無線式ホームドア連携
システムを同社と JR東日本メカトロニクス様（以下「JREM」）と共に開発し単体の駅を対象とし初期導
入を行った。しかし他の線区へ拡張展開には装置構成上の課題があることから基本となるシステム自体は
共通として最適化し汎用技術 RFID を用いた新方式を 3社で開発し，単体の駅以外の整備駅で導入し，
2022 年から運用を開始し新たな安全対策を担うシステムとして大きな期待が寄せられている。
キーワード：‌�ホームドア，連携，無線連携，ホームドア連動，ドア制御，無線制御，同期開閉，簡易ドア開閉

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術

図─ 1　車両－ホームドア間の情報伝送
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で独立したシステムではこの機能と関連付けることは
困難であることが課題であり，ホームドアの開閉確認
は駅部に設備した地上側の表示機器等の目視確認に頼
らざるを得ない。この場合，車両－ホームドア間が同
期していないため誤出発などの人為的ミスは防げな
い。この解決策として，ホームドア全閉情報を汎用無
線にて授受し，既存の戸閉め連動回路にホームドア全
閉情報を付加して地上側からも出発抑止（図─ 2）を
有効とすることで安全な出発制御が実現できる。ま
た，開閉制御の状態が車上－ホームドア間でリアルタ
イムに共有でき，課題となる乗務員の開即閉，閉即開
扱いに絡む制御上の連携も可能である。

3．システム基本構成

（1）システム基本構成
システム基本構成を図─ 3に示す。
本システムは，地上側と車上側ともに，制御部・無

線部（汎用無線を内蔵）・RFID（図─ 1）で構成する。
地上側の制御部は，ホームドアの開閉制御を行うホー

ムドア総合制御部（以下「総制」）と接続し，ホームド
アの開閉制御を行う。また，車上側の制御部は，車両
の種々の条件線と接続し，車両ドアの開閉制御を行う。
また，ホームドアと車両ドアの位置ズレを確認する

ため，列車の定位置への停止検知結果を付帯する装置
（図─ 3の定位置検知システム）から入力し，ドア開
扉の許可条件とする。

（2）地上引き通し方式
本システム構成の特長として，車両の前後運転台間
で授受が必要な条件の引き通しは，地上装置経由に
よって実現する（特許第 7316140 号）。
これは前後運転台に設置した無線部から，対となる
地上側の無線部および制御部を経由して，対向側運転
台に条件線を引き通すものである。地上側の引き通し
は，本条件線とは別にホームドアの制御線をホーム両
端で引き通すことから，ケーブル敷設ルートは確保さ
れており大きな工事負担増には繋がらない。対して車
両側は，トラポン式で用いる図─ 4に示すような車
両間引き通し線の敷設が不要となり，中間車両につい
ては未改造で済むことから，車両改造に要する工期が
数カ月必要であったものが数週間と大幅な短縮が可能
である。営業中車両の改造を考慮すると，予備車両の
準備も最低限で済み，本システムでのホームドア導入
における改造工事において，最大のメリットになって
いる。

（3）無線通信
本システムは，地上と車上間の情報授受を無線通信

により行う。無線通信は，トラポン式（地上子／車上
子）と比較すると広範囲で通信可能であるため，地上，

図─ 2　ホームドア条件による出発抑止 図─ 4　車上引き通し方式

図─ 3　無線式ホームドア連携システム基本構成



67建設機械施工 Vol.77　No.3　March　2025

車上共に無線部の設置場所を比較的自由に決めること
ができる。

（4）RFID通信
本システムでは，異なるホームに進入した車両と

誤って無線通信を行わないようにするため，地上側で
進入車両を識別する。車上側に固有 ID を設定した
RFIDタグを設置し，地上側のRFIDリーダで読み取っ
てホームごとに車両を特定する。

4．他の代表的なドア開閉方式との比較

現在までにホームドアと車両ドアを関連づけた開閉
扉制御には様々な方式が実用化されているが，それぞ
れ導入面，運用面で課題があったが，無線連携式はそ
れらをバランスよく対処している。実用に供されてい
る代表例としては，トラポン式，画像処理センサ式が
ある。

（1）トラポン式
信号保安装置で開発されたトランスポンダシステム

を転用した方式であり，もっとも安全性が高く，かつ
ホームドアと車両ドアを連携して同期開閉扉制御を行
うシステムとして広く普及しているが，主要課題とし
て車上設備としての通信用のアンテナ（車上子）を艤
装する必要があり，さらに地上設備として同様の地上
子を軌道上に設備する必要があり，車両の艤装工事，
地上の設備工事が煩雑であるという課題がある。

（2）画像処理センサ式
センサで当該ドアの挙動をとらえてホームドアの開

閉制御行う方式であり，車上設備が不要というメリッ
トはあるが，編成中の代表車両の代表ドアのみを抽出

制御している点と車両側ではホームドアの状況は検出
していないという課題がある。
画像処理センサ式では駅部で乗降する乗客の安全面

の配慮はしているものの完全とは言えない。しかし初
期導入のコストが低いことから導入に前向きの鉄道事
業者もあるが，長期的な運用面，安全面でトラポン式
に追いつくことは困難な状況であった。
無線連携式は汎用の機器を使用しながらトラポン式

とほぼ同様な制御形態を維持し前記の課題をバランス
よく対処している。以上より，比較は図─ 5による
がQCDに特化した極めてバランスがとれたシステム
であると考えている。

5．実用システム

（1）南武線
JR東日本の南武線に導入を進めている当該システム

について紹介する。なお，最初に導入された武蔵小杉
駅では，2022 年 3月から安定稼働をしている。当該駅
の無線部と地上側制御部の設置例を写真─ 1に示す。

写真─ 1　無線部の設置例（地上 / 左上，車上 / 右上），地上側制御部（下）

図─ 5　各方式比較
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（2）システム概要
（a）機器構成
実用システムの全体構成を図─ 6に示す。
車上システムは，無線部による地上システムとの無

線通信及び，車両回路と入出力を通して制御部に情報
を取り込み，車両ドアの開閉制御を行う。
地上システムは，無線部による車上システムとの無

線通信及び RFID リーダや，ホームドア総合制御部・
定位置検知システムとの入出力を通して制御部に情報
を取り込み，ホームドアの開閉制御および前後運転台
間の情報授受を行う。
（b）車上システム
図─ 6に示した制御部，RFID タグ，無線部にて構

成し，各運転台に 1組搭載する。機器構成及び機能を
表─ 1に示す。
（c）地上システム
図─ 6に示した制御部，RFID リーダ，無線部にて

構成する。標準的な駅ホーム 1線の機器構成及び機能
を表─ 2に示す。また，RFID タグと RFID リーダの
設置例を写真─ 2に示す。

（3）動作概要
（a）ホーム番線と車両を特定した通信
地上－車上間の無線通信を開始するまでの動作概要

を以下に示す。
①地上システムは車両が駅に進入すると車両に取り付
けられた RFID タグより固有 IDを RFID リーダに
て読み取る（図─ 7）。

②地上システムは無線チャネル通知用の初期無線チャ
ネルを使用し，固有 IDとセットで当該ホームにて
使用する専用の無線チャネルを車上システムへ通知
する（図─ 8）。

③車上システムは常時初期無線チャネルで受信待機を
しており，当該固有 IDに通知された当該箇所専用
の無線チャネルに切替え，地上システムとの無線通
信を開始する（図─ 9）。
以上の方法により，特定の車上システムと地上シス

テム間で当該箇所専用の無線チャネルによる無線通信
が可能となる。
（b）同期開閉遷移
列車の駅部進入から進出までの動作遷移（各状態の

図─ 6　実用システム全体構成

表─ 1　車上システムの機器構成

装置名称 機能
制御部 無線・車両ドア制御
RFID タグ 車両識別用の固有 ID設定
無線部 地上との無線通信

表─ 2　地上システムの機器構成

装置名称 機能
制御部 無線・RFID・ホームドア制御
RFID リーダ RFID タグの読み取り
無線部 車上との無線通信 写真─ 2　RFID タグ（左）と RFID リーダ（右）の設置例
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写真─ 3　運転台表示器例（E233 系 8000 代）

図─ 7　固有 ID 読み取り

図─ 8　無線チャネル通知

図─ 9　無線通信開始

表─ 3　動作遷移と表示器状態

項番 動作状態 動作概要 車上側運転台表示器の点灯状態

1
↓
↓
↓

【ホームドア未設備駅】 分離制御（車両ドア扱いのみ）

2
↓
↓
↓
↓

【ホームドア設備駅】
駅部進入

地上において進入列車の RFID タグ読取によって車
両を特定し，当該車両へ当該ホームで使用する無線
チャネルを通知する。車上は自分宛の通知を受ける
と連携制御に切替える

3
↓
↓
↓
↓

【ホームドア設備駅】
定位置停止

地上と車上間で当該箇所専用の無線チャネルによっ
て無線通信を開始する。地上での定位置停止検知に
よってドア開扉を可能とする

4
↓
↓
↓
↓
↓
↓

【ホームドア設備駅】
ドア開扉

車上でのドア開扉操作によって，無線経由でホーム
ドアを開扉する。また，ホームドアからの開扉許可
応答によって車両ドアを開扉する。ドア開扉に伴っ
て出発抑止及び当該表示（車両ドア／ホームドア／
パイロットランプ（PL））を滅灯する。また，車上
においては転動防止ブレーキを出力する

5
↓
↓
↓
↓

【ホームドア設備駅】
ドア閉扉

車上でのドア閉扉操作によって，車両ドアを閉扉す
るとともに，無線経由でホームドアを閉扉する。ま
た，車両ドア／ホームドアともに閉扉することに
よってパイロットランプ（PL）点灯，出発抑止を
解除する

6
↓

【ホームドア設備駅】
駅部進出

地上と車上間の無線通信を終了し，車上は分離制御
に切替える

7
↓ 【ホームドア未設備駅】 分離制御（車両ドア扱いのみ）

概要），および各状態での車上側運転台表示器の点灯
状態を表─ 3に示す。
また，実際の運転台表示器の画面を写真─3に示す。
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6．今後の複数編成・分割併合作業駅への対応

今後，整備拡大する線区には多車種・多編成車両へ
の対応が不可欠となる。両数が同じでも開閉動作させ
る開口が異なる場合や，定位置検知を行う車間の位置
が通勤車両と特急車両等で異なる場合など，これまで
整備してきた条件とは大きな変化がある。これらに対
応するためRFID タグの情報を基に，車種や両数を判
別して編成情報を生成し，その編成情報に対応した制
御を行うことで，編成に適した開口のホームドア動作
を実現する。

7．おわりに

JR 東日本では，2031 年度末頃までに首都圏主要
330 駅 758 番線へのホームドア整備を進め，さらに複
数車種乗り入れ対応や分割・併合作業駅の対応などの
課題解決に取り組んでおり，当社としても積極的に参
画している。
なお，鉄道における自動運転への関心が最近高まり

CBTC 等によらずに既存の信号システムを応用した
自動運転についても様々な検討がされているが，駅部
におけるホームドアと車両ドアの同期開閉制御は，設
備上の課題から先送りの傾向がある。本システムは既

設の運転方式を変更することなく容易に導入が可能
で，運転形態をツーマンからワンマン，さらには自動
運転から完全無人運転と段階的に高度化する際におい
ても容易に適合が可能である。今後は国際的にも認知
度が高まり鉄道における一つの設備形態として発展し
ていくことを期待している。
最後に，本システムの導入にあたり初期構想から多
大なるご協力をいただいた JR 東日本，JREMほか関
係者の皆さまに誌面を借りて御礼申し上げるととも
に，引き続きご指導，ご協力をお願い申し上げる。
�

《参 考 文 献》
	 ・	「RFID を活用したホームドア連携システムの開発」第 59 回鉄道サイ

バネ・シンポジウム論文集 論文番号 212 
	 ・	「無線式ホームドア連携システム」（一社）信号工業協会 会報 第 52
号 2023 年 7 月

	 ・	「RFID を活用したホームドア連携システムの開発」日本鉄道施設協
会誌 2024 年 3 月号

［筆者紹介］
笠井　貴之（かさい　たかゆき）
日本信号㈱
インフラシステム第一技術部
課長
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1．はじめに

車いすをご利用の方が車両に乗降する際には，ホー
ムと車両床との段差や隙間をカバーするために駅係員
が可搬式スロープを使用し，サポートすることが一般
的である（図─ 1，2）。

可搬式スロープは駅係員や乗務員が取り扱うが，そ
の一方で省人化，無人駅化が進んでいる。多様化する
乗客に対するサービス品質の維持向上も重要な課題と
して捉え，これらの課題を乗降サポート機器の開発に
より解決することで，鉄道をさらに便利で快適な移動
手段に進化させることを考えている。乗降サポートの
課題において，可搬式スロープとその扱い業務に着目
し，それに替わる新たな段差・隙間の解消手法を模索
した結果，乗務員室からの遠隔操作で稼働するスロー
プを車両に搭載する解決案に到達した。
車いすご利用の方の存在や乗降意志を把握する設定
や具体的な運用については，各鉄道事業者様それぞれ
の事情や考え方に違いがあるものと想定し，まずは構
造や機構の成立に向け着手した。

2．システム構成

車載式自動スロープ装置を 7つのジャンルに分けて
基本仕様を策定し，以下の取り組みを行った（図─3）。

（1）機構系
車体出入口横にスロープ装置収納ユニット（以後ユ
ニット）を設置し，ドアを開いた後，スロ―プを出入
口部へ進出させホームへ展開する構成として以下に設
定した。
①スロープ有効幅＝900 mm（バリアフリー整備ガイ
ドライン旅客施設編「渡り板」仕様では「800 mm

図─ 1　現状の乗降サポート

図─ 2　乗降サポート無しの課題

車載式自動スロープ装置「スマートランプ」の開発

龍　溪　　　昇

鉄道施設におけるバリアフリー化において，ホームドアや車両とホームとの段差・隙間を縮小する整備
が進められている。一方で昨今の少子高齢化の事情に伴い人手が不足し，駅係員による車いすをご利用の
方に対応する乗降サポートが課題である。解決策として，鉄道車両の室内にスロープを搭載し，乗務員室
から乗務員（運転士および車掌）が遠隔操作で展開・格納し，乗降口とホームに掛けるしくみに着目した。
車両側面に設けた乗客乗降用ドア上部にカメラを設置した上で，乗務員がモニターで利用者の乗降を確認
し，タッチパネルでスロープの展開・格納を行うシステムを構築することにより，駅係員による介助を必
要としない車載式自動スロープ装置の開発を行っている。本稿では，その開発概要を紹介する。
キーワード：‌�鉄道車両，サービス向上，スロープ，遠隔操作，安全確保

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術
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以上」）
②スロープ踏面耐荷重＝300 kg（バリアフリー整備ガ
イドライン旅客施設編「渡り板」仕様では「300 kg
程度」）

③スロープ長さ＝1,000 mm（ホーム点状ブロックに
極力被らない長さ）

④スロープ傾斜角度＝水平面から 7度以下（バリアフ
リーガイドライン「傾斜路」に示される「160 mm
以下の場合，1/8 勾配以下＝7.125 度以下」に配慮
した）。構造上は 70 mmを超える段差にも対応可能
であるが，傾斜角度は大きくなる（図─ 4）。

⑤故障や電源喪失などの異常に対応できるフェール
セーフ機能を有すること。

⑥列車運行確保のため，異常時には手動で収納可能な
構造とすること。

⑦既存車両への取り付けを考慮し，後付けで改造対応
ができる構造とすること。

（2）駆動系
横行用，展開用の 2台のモーターでスロープを駆動

する構成とした。

（3）制御系
運転室にモニターおよび操作パネルを設置し，ス

ロープ装置本体とその稼働エリアを見守る車内の適切
な位置に配置したネットワークカメラや，稼働ユニッ
トに搭載した障害物検知センサーからの情報を得なが
ら PLCで制御する（写真─ 1）。

（4）電源系
入力電源電圧はDC100V。

（5）通信系
運転室からイーサネットでスロープ装置へ回線し，

遠隔操作するシステム（図─ 5）。

（6）サービス／安全系
スロープ動作中は，車内外の乗客への注意喚起のた

め，ユニットのスピーカーからシグナル音と音声案内
を流す。また，スロープには LED灯を内蔵し光によ
る動作案内を行う。動作中は赤色発光で注意喚起し，
通行可能状態を青色発光で表す。視覚障害者のホーム
通行に配慮し，スロープ展開後の安定状態の間も音声

図─ 3　スロープシステム構成

図─ 4　車両とホームとの許容段差と傾斜角度

写真─ 1　運転室に設置するカメラモニターおよび操作パネル

図─ 5　制御システム（2 両編成の車両に左右 1 か所設置した場合）
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による注意喚起を継続する設定とした。スロープ架台
先端部には測域センサーと測距センサーを内蔵してお
り，スロープ稼働範囲に人や障害物が存在していると
非接触で検知し止まり，保護機能が働く（写真─ 2，
3）。なお，非接触センサーで検知した場合，検知エ
リアから障害物あるいは人が離れた後，自動再開する
仕様とした。また，スロープ動作中に人や障害物が接
触した場合でもモーターのトルクで検知，あるいはス
ロープ両サイドのガイドに内蔵している接触センサー
で検知して保護機能が働く仕様とした。この場合，乗
務員がカメラモニターから周囲の安全確認を行った
後，任意で再開する運用を設定し，トラブルを回避す
る。このように各種センサーだけに頼るのではなく，
人と機械の協調で安全を確保する設定とした。なお，
車両側面に設けた乗客乗降用ドア開閉指令との連携に
より「ドア閉め状態ではスロープは動作させない」，「ス
ロープ稼働中はドア閉め指令を受け付けない」ことを
初期設定として設けている。ただし，「停車前のスロー
プ事前進出」や「スロープ直立後のドア閉め動作開始」
は，動作時分圧縮には有効であるので，プログラム変
更による対応は可能としている。

（7）メンテナンス系
ユニットに点検フタを設け，異常時や点検時に直接

操作ができるようにユニット内の制御盤にも操作パネ
ルを設置した（写真─ 4）。

3．機能性

前項で策定した基本仕様に基づき試作実機を製作し
機能検証を行い，各ジャンルにおける基本仕様に沿う
機能を実現することができた（写真─ 5，6，表─ 1）。

写真─ 2　車両室内側　測域センサーおよび測距センサー検知範囲

写真─ 4　収納箱内操作パネル

写真─ 3　ホーム側　測域センサー検知範囲

写真─ 5　試作機（ホーム側から見る）

写真─ 6　試作機（車両室内側から見る）
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4．おわりに

主たる構造・機構・制御などの基本システムは確立
でき，各種信頼性試験はクリアした。今後，試験の最
終段階であるベンチテストを終了させたのち，鉄道事
業者様のご協力を得て運用システムの構築，そして運
用面や屋外環境，ホームの条件など，実運用を想定し
たフィールド試験を実施し，車いすをご利用の方の利
便性向上，および鉄道事業者様のサービス向上に貢献
する車載式自動スロープ装置の実用化に向けて取り組
んでいく。
�

《参 考 文 献》
	 1）	国土交通省総合政策局バリアフリー政策課：公共交通機関の旅客施設

に関する移動等円滑化整備ガイドライン（バリアフリー整備ガイドラ
イン　旅客施設編）令和 6年 3月

	 2）	日本産業規格：「JIS E 4031：2013」，「JIS T 9207：2021」

［筆者紹介］
龍溪　昇（たつたに　のぼる）
近畿車輛㈱　
研究開発部　
課長

表─ 1　スロープ装置仕様

■機能
機能 車いす利用者の乗降補助

動作
乗務員遠隔操作による
車いす用スロープの自動展開
車いす用スロープの自動収納

動作時間
展開時 16 秒
収納時 15 秒

案内機能
LEDによる動作時注意喚起。展開時通路案内
音声による注意喚起

保護機能

測域センサーによる接近検知（オート復帰）
測距センサーによる接近検知（オート復帰）
タッチセンサーによる接触検知（マニュアル復帰）
トルク検知による接触検知（マニュアル復帰）

手動解除機能 停電や装置の故障で，スロープの自動収納ができなくなった場合，手動操作で収納可能
耐荷重（スロープ板） 300 kg
対応段差（スロープ角度） －20 mm～＋173 mm（車両側が高い状態＝プラス）（2°～ 13°）
■機構部
収納ユニット外形寸法
（手すりなど設備品を除く）

2,000（W）×260（D）×1,070（H）（mm）

スロープ寸法 980（W）×1,000（D）×40（H）（mm）
スロープ材質 アルミ複合構造（樹脂内包）
モーター（横行用・展開用） DC24V　200 W
重量（1機あたり） 180 kg（手すりなど設備品を除く）
■制御部
制御対象機器 モーター，LED表示灯，音声案内装置
入力信号 レーザー測域センサー，測距センサー，タッチセンサー，リミットスイッチ，モーター動作情報
電源 DC100V（変更可）
外部インターフェイス 接点信号，アナログ信号，Ethernet
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1．はじめに

鉄道を取り巻く環境は年々変化し，特に地方では人
口減少により鉄道利用者が減少している。人口減少の
影響は鉄道事業者にも波及しており，運転士や保守作
業員等の鉄道係員の確保，養成が困難になってきてお
り，特に経営環境の厳しい地方鉄道において，係員不
足が深刻な問題となっている。国民生活に多大な影響
を与える鉄道にとって事業の維持等の面からこれらは
重要な課題となっており，鉄道事業者が現状の営業形
態（利用者数の維持，運転士不足の解消，鉄道運行費
用の削減や運行本数の維持）を維持するための技術の
一つとして，車両の自動運転や運行管理の自動化が望
まれている。
鉄道における運転士の乗務しない自動運転は，これ

までに人などが容易に線路内に立ち入ることができな
い踏切道のない構造や高架構造であること，駅にホー
ムドアが設置されていること，ATOc）地上子 d）が各
駅に複数設置されていること等の要件を満たした箇
所，例えば，新交通やモノレールの自動運転で実現さ
れている。一方で，踏切道がある等の一般的な路線で
は，九州旅客鉄道㈱の様に一部の路線で実施されてい
るものの導入数は非常に少ない。

鉄道事業者においては，より一層の業務の効率化・
省力化が必要となっており，その一環で一般的な路線
での自動運転の導入が求められている。自動運転を導
入することにより，従来，運転業務を行っていた乗務
員による乗客へのサービス提供や車内のセキュリティ
の向上，柔軟なダイヤ設定やダイヤ乱れ時の臨時運行
等，鉄道に対する多様化・高度化するニーズにも対応
することが可能となる。
以上の背景を受け，一般路線，特にATO地上子が
多く設置されていない地方鉄道において，線路に設備
を追加設置せずに自動運転を実現するために技術開発
を進めてきた。

2．鉄道の自動化レベル概要

鉄道の乗務形態による自動運転の分類を「自動化レ
ベル（GOA）」と呼ぶ。GOAに応じた乗務形態の説
明と国内導入状況に関して図─ 1に示す。図の太枠
で示す「自動化レベル GOA2.5」は，列車の先頭に運
転免許（動力車操縦者運転免許）を持たない係員が乗
車する。係員の業務はドア開閉，緊急停止操作，避難
誘導等であり，現行の運転士が行っている操縦行為を
担わせるものではない。そこで，車両の走行に関わる

線路内に設備を追加設置せずに「自動化レベル GOA2.5」に 
対応した自動運転システムを開発

瀬　戸　直　人

人口減少や高齢化の進行に伴う将来的な鉄道運転士の不足により，列車運行を維持できなくなる可能性
が指摘されている。この対策として，運転業務の効率化・省力化が必要であるため，国土交通省の「鉄道
技術開発費補助金」a）を活用し，車両の自動運転や運行管理自動化に向けた要素技術開発を進めてきた。
具体的には，線路内に設備を追加せず，「自動化レベル GOA2.5」b）に対応する自動運転システムを開発
した。開発フィールドは長野電鉄㈱（以下，長野電鉄）で行い，2023 年 8 月から 2024 年 2 月にかけて本
自動運転システムの実証試験を実施し，基本動作検証（停車位置に対する停止位置精度±50 cm以内）を
完了した。本報では，実現した自動運転システムの概要と実証試験の概要に関して紹介する。
キーワード：‌�鉄道自動運転，自動化レベル，地方鉄道，地上子

特集＞＞＞　鉄道建設技術，保線・保全技術

a）　2023 年度　「列車前方検知等の鉄道自動運転に向けた要素技術の開発」�  
b）　「自動化レベル GOA2.5」は，列車の先頭に運転免許（動力車操縦者運転免許）を持たない係員が乗車し，緊急停止操作，避難誘導等を行う。�  
c）　「ATO」は，「Automatic Train Operation」（自動列車運転装置）の略。�  
d）　地上子：「地上子」は位置認識のため地上側に設ける装置で，車両に搭載された車上子と情報伝送を行う。
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制御（加減速制御，駅での定位置停止制御）や，緊急
停止操作の実行を支援するための前方障害物（以降，
支障物と記す）検知と通知は全て自動で実行する。「自
動化レベル GOA2.5」実現には前述した機能を開発
し，自動運転のリスクとなり得る事象の発生を低減さ
せるため，自動運転システムの信頼性（例：停止精度
の向上，支障物検知精度の向上，機器故障発生率の低
減等）を十分に確保する必要がある。

3．自動運転システムの概要

開発した自動運転システムは図─ 2に示す様に，
既存の車両に前方ステレオカメラ，LiDARe），運転支
援装置，位置計測装置（GNSSf）と IMUg）を搭載）を
追加することで実現している。前方運転支援装置は主
に 2つの機能を有している。第 1の機能は，前方ステ
レオカメラで撮影した前方画像を用いて支障物を検知
し，運転免許を所持しない乗務員へ危険であることを
知らせる機能である。第 2 の機能は，GNSS や

出典：鉄道における自動運転技術検討会の とりまとめ（概要）より作成
URL: https://www.mlit.go.jp/tetudo/content/001512320.pdf

図─ 1　鉄道の乗務形態による分類（自動化レベル）

図─ 2　開発した自動運転システム構成

e）　「LiDAR」は，「Light Detection and Ranging」の略であり，レーザーの照射により，離れた物体までの距離情報を 3D 画像として得る技術。�  
f）　「GNSS」は「Global Navigation Satellite System」の略であり，汎地球測位航法衛星システムを指す。�  
g）　「IMU」は「Inertial Measurement Unit」の略であり，慣性計測装置を指す。
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IMU，速度計などにより自車位置を高精度に測定・
推定し，その位置情報を用いて，運転支援装置内に保
存される線路地図データベースと照合し，加減速制御
や停車制御を自動で行う機能である。自動運転を実現
するためには，車両の走行位置を正確に把握する必要
があり，従来は図─ 3左図に示す様に，線路内に地
上子を追加設置して正確な位置や運転情報を把握する
必要があった。しかし，地上子を追加設置する場合，
設置・維持管理に係るコストへの懸念があることか
ら，地上子の追加設置を必要としない自動運転システ
ムを開発した（図─ 3右図）。本来地上子が有するべ
き情報を，位置計測装置の計測結果を運転支援装置で
統合することで，地上子を追加設置しない自動運転を
実現している。
一方で，GNSS による位置計測は，空が開けていな

いと計測精度が低下する課題があり，駅は多くの箇所
で屋根があるため，別の手段で停止精度を向上させる
必要がある。そこで駅内に安価且つ容易に設置可能な
独自標識（以降，ランドマークと記す）を製作し，前
方ステレオカメラと LiDARで正確に測距することで
停止精度の向上を図っている（写真─ 1）。ランドマー
クのデザインは線路に設置されている他の標識と重複
しない，且つ形状を特定しやすいように特定の角を切
り落とした形状としている。また，塗料は日中の太陽
光や夜間の周囲の照明による反射を防止するため，独
自の反射防止塗料を採用している。写真─ 1で示す
ように，黄色と黒色の 2 色を混在させているのは，
LiDAR による検出精度を向上させるためである。
LiDAR は物体の反射率の違いから形状を特定するた
め，ランドマークの中に反射率の異なる塗料を混在さ
せることで検知精度を向上させている。ランドマーク
の構造や塗料の工夫と独自の検知アルゴリズムによ

り，独自のデータセットと評価指標を用いて評価した
結果，誤検知率 0.1% を実現している。
以上の様に既存車両上に搭載した様々なセンサと線

路地図データベースを組み合わせて，高精度な自動運
転を実現している。

4．安全性を向上させるため支援機能

開発した自動運転システムには，安全性を向上させ
るためにGOA2.5 係員を支援する機能として，支障物
検知機能を搭載しており，線路上の支障物（列車の運
行に支障をきたす物体）を自動で検知し，係員に音や
光でブレーキ操作を促す機能を備えている。開発した
支障物検知機能の動作に関して図─ 4に示す。処理
の流れとして，第一に前方ステレオカメラで撮影した
画像から奥行きの距離を算出した距離画像を生成す
る。第二に生成した距離画像に対して，線路のレール
位置を基準として支障物を見つける空間を検知エリア

図─ 3　従来の運転制御と地上子を追加設置しない自動運転制御のイメージ

写真─ 1　駅停車用ランドマーク（左：日中画像　右：夜間画像）
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として定義する。最後に検知エリア内の対象を支障物
として判定する。本検知機能は人に限らず不定形の物
体も検知エリア内にあれば支障物と判定可能であるこ
とを特徴としている。
また，夜間は画像が暗くなるため，前部標識灯（厳

密には前方を照らす照明ではなく，夜間などに車両の
前方から自身の存在を確認させるために点灯させるも
の）を利用して前方の支障物検知を行うが，従来車両
に設置されている前部標識灯は，照射方向が車両前方
のみであるため，カーブ等の曲線区間では，実際の進
行方向が前方に対して横方向になるため，前部標識灯
の照明が照らされてない。従って，カーブの先の支障
物を検知するためには，カーブ方向を照らす必要があ
る。そこで，支障物検知機能の性能をカーブ区間にお
いても確保するため，列車位置連動の視界確保のため
の補助灯を開発した。図─ 5にカーブを通過する際
の補助灯の動作イメージを示す。夜間の通常走行で
は，前部標識灯を点灯させながら，GNSS により自車
位置を測位し，地図データベースで位置を照合しなが
ら走行している。自車位置が地図データベース上で

カーブに到達したと判定した際は，補助灯を点灯し
カーブを通過する（カーブ通過後は補助灯を消灯す
る）。本機能を搭載することで，夜間における支障物
検知の性能向上を図っている。

5．実証試験の概要

本実証試験は長野電鉄長野線の一部区間（須坂駅－
信州中野駅間）で夜間の線路閉鎖した環境で実施し
た。図─ 6に示す様に須坂駅を開始駅として，自動
運転モード出発スイッチにより走行を開始し，位置や
速度の情報をもとに，運転支援装置で加減速制御およ
び停車駅での停車制御を実施した。停車制御に関し
て，各駅の停車位置に対して±50 cm以内の停止位置
精度を確認した。
また，支障物検知機能の性能確認も夜間を含めて実

施しており，途中の走行区間（直線部）に人物に見立
てた模擬支障物を線路上に設置し，前方ステレオカメ
ラで模擬支障物を検知して乗務係員を模擬した運転士
に通知し，手動で停車する試験を実施した。結果，時

図─ 4　支障物検知の動作

図─ 5　カーブを通過する際の補助灯の動作イメージ
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速 70 km での走行時に 200 m 手前で模擬支障物を検
知し，運転士の操作で模擬支障物に衝突する前に車両
を停止できることを確認した（過去の夜間試験におい
て，人間が視認できる限界距離は 110 m ～ 130 m で
あった）。
一方，本実証試験を通して，カメラでの撮影が困難

な逆光や対向照明等の環境条件のもとで，支障物検知
に課題があることを確認した。そのため当社では前述
した劣悪条件下で支障物を安定して検知できるシステ
ムの実現を目的として，現在の前方ステレオカメラと
LiDAR の機能向上と，それぞれを組み合わせたシス
テムの試作・検証を進めている。

6．おわりに

本稿では，線路内に設備を追加せず，「自動化レベ
ル GOA2.5」に対応する自動運転システムを紹介し
た。自動運転システムとしては将来的に，「自動化レ
ベル GOA3」以上の自動運転への対応も目指してお
り，今後は前方ステレオカメラの画像情報や LiDAR
の測距データを組み合わせて，更に長距離である
350 m先の支障物検知の実現を目指す（在来線の最高

速度はおおよそ 100 km/h 以下であり，100 km/h で
の制動距離が約 350 m）。また，地形や天候の影響を
考慮し，列車位置に応じた最適なセンサを自動的に選
択することで，自己位置の特定精度を向上させる技術
開発を進めていく予定である。さらに，各装置を設置
性に優れた最適な装置として開発を進め，自動運転の
本格的な運用に向けて幅広い列車に適用可能なシステ
ム開発に取り組む。また，安全性と利便性の追求に加
え，個々の鉄道事業者のコンセプトに沿ったソリュー
ションを提供していく。
�

《参 考 文 献》
「鉄道における自動運転技術検討会」，鉄道における自動運転技術検討会の
とりまとめ（概要）（国土交通省）資料 P2，令和 4年 9月 13 日

［筆者紹介］
瀬戸　直人（せと　なおと）
東芝インフラシステムズ㈱
インフラシステム技術開発センター
自動化・画像応用システム開発部
列車走行安全支援システム開発プロジェクトチーム
スペシャリスト　

図─ 6　自動運転実証試験の流れ
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私は関西出身，関東在住の阪神ファンです。
最近の楽しみは，交流戦を含め，全国各地の野球場

で現地観戦すること，そして，そのついでにその街の
観光（城めぐり，美術館めぐりなど）やその土地のお
いしいものを食べることです。転勤が多い職場なので，
札幌から福岡まで友人知人がいます。休日に，一緒に
観戦したり，そのあと飲みに行ったり，楽しみは倍増
です。

複数回訪れた球場もたくさんあるため，年代は順不
同で，北から順番に思い出を振り返ってみます。

まずは，2022 年まで日本ハムの本拠地だった札幌
ドーム。初めて札幌ドームで観戦したのは 2016 年の
セ・パ交流戦でした。当時，日本ハムに在籍していた
大谷翔平選手は阪神打線を相手に 163 km/h を 5 球，
160 km/h 超は合計 31 球も投げ，阪神は 3 塁を踏めず
完封負け。完敗とはいえ，いいものを見せてもらいま
した。

試合後はさっさと飲みに行こう，と向かった先は市
内の中島公園にあったキリンビール園（現在は閉店）。
天井の高い大空間のレストランで，ジンギスカンと生
ビールと大谷選手の話題で盛り上がりました。

札幌遠征時は，試合の合間に大通り公園や大倉山
ジャンプ台などを散策しました。これらの観光地では，
黄色いユニフォーム姿の阪神ファンがウロウロしてい
ます。

2023 年，日本ハムは本拠地を北広島市のエスコン
フィールド HOKKAIDO に移しました。早速，この
年の交流戦を観に行きましたが，斬新なスタジアムで
すね。

レフトスタンドの上に天然温泉があり，サウナに入
りながらグランドを見下ろすことができました。球場
内で醸造している地ビール「そらとしば」も美味です。

続いて，仙台市の宮城球場（現・楽天モバイルパー
ク宮城）。敷地内に，球場全体を上から見渡せる観覧
車があります。家内と二人で乗ってきました。

仙台に来たからには，もちろん牛タンを堪能。試合
前に青葉城や宮城県美術館に行ってみると，ここにも
黄色いユニフォームを着た人達が何人かいました。

関東地方における阪神のセ・パ交流戦は，西武ドー
ムと千葉マリンスタジアムで，毎年交互に行われます。

西武ドーム（現・ベルーナドーム）に来ると，いつ
も球場内の沖縄料理店「リトル沖縄」でソーキそばや
タコライスを買って食べます。もちろんオリオンビー
ルも。

この球場で一番の思い出は，佐藤輝明選手がルー
キーの年に撃った 1 試合 3 本のホームランです。

幕張にある千葉マリンスタジアム（現・ZOZO マリ
ンスタジアム）では，いつもロッテ応援団の統率の取
れた全員ジャンプと大音量の声援に感心しています。

各地の二軍の球場も，それぞれ趣きがあって楽しい
ですね。阪神はウエスタンリーグ所属ですが，ときどき
関東地方でイースタンリーグとの交流戦が行われます。

日本ハムの鎌ケ谷スタジアムは，掛布二軍監督の時
代に観に行きました。背番号 31 KAKEFU のユニ
フォームを着たオジサンたちがあっちにもこっちにも
座っていました。二軍なのにビールの売り子さんがい

阪神タイガースを追いかけて，野球場のある街へ
伊　藤　健　一

写真─1　エスコンフィールド
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て感激。
ヤクルトの戸田球場は荒川の河川敷にあります。観

客席が小さいため，あぶれた観客は荒川の堤防から無
料で観戦しています。豪雨でよく水没するので，2027
年に茨城県守谷市に移転するそうです。

読売ジャイアンツ球場は，京王よみうりランド駅か
ら「巨人への道」という急な山道を登っていきます。
二軍戦なのに一軍さながらの阪神応援団が繰り出して
いました。2025 年 3 月からは近くの新球場（ジャイ
アンツタウンスタジアム）に移転しました。

一軍の話に戻ります。関東地方在住の阪神ファンに
とって，明治神宮野球場，東京ドーム，横浜スタジア
ムは，ビジターといえどもホーム球場みたいなものです。

神宮球場は，一番阪神ファンが多いビジター球場で
しょう。「半分，黄色い」。神宮球場の外野席エリアは
充実の場内グルメ，比較的安価でおいしい店がたくさ
んあります。また，夏休み期間中は，5回裏終了時にバッ
クスクリーンの後ろで 300 発の花火が上がります。

冷房完備の東京ドームは，昨今の猛暑では大いに助
かります。ただし，生ビールは日本一高い 1 杯 900 円。

ビジター球場では基本的にレフト外野席に座ること
が多いのですが，横浜スタジアムにはいろいろな
BOX 席があり，一緒に行くメンバーによって座席を
選択できます。バーベキューを食べながら観戦できる
席，生ビール 10 リッター付のスカイバーカウンター
6 人席，幼児連れでも安心のアクリルフェンスで守ら
れた BOX 席など。

横浜スタジアムでは，球団オリジナル醸造の 3 種類
の地ビール（ラガー，エール，ホワイト）を飲むこと
ができます。ちょっと高級なクラフトビールです。

横浜スタジアムといえば，佐藤輝明選手の右翼場外
へ消えていったホームラン，また現地で見たいですね。

地方球場でもたまに公式戦が開催されます。長野オ
リンピックスタジアムに広島阪神戦を観に行ったこと
があります。ときどき雨で中断しながらの長い試合で，

終わったのは日付が変わる直前の23:50でした。両チー
ム総力戦で結局引き分け。最後は阪神の野手が足りな
くなって，代走に出てきたのはピッチャーの島本選手
でした。

次は名古屋です。ナゴヤドーム（現・バンテリンドー
ム）は阪神にとって鬼門といわれています。確かに，
現地に観に行っても本当によく負けます。

試合前に名古屋城に行ってみました。私は全国各地
の襖絵や掛軸の「虎図」を鑑賞するのが趣味ですが，
復元された本丸御殿では虎の襖絵を何枚も見ることが
できます。どの虎も勇猛そうです。名古屋でも頑張れ！
猛虎！

一番大好きな球場である本拠地・阪神甲子園球場は，
年間 10 試合くらい観に行きます。屋根付きの内野席
もいいし，アルプススタンドも座席幅が 1.5 倍に広が
り快適になりました。甲子園の売り子さんの生ビール
はカップが大きいし，値段も安いのが嬉しいですね。

甲子園は爽やかな快晴のデーゲームが最高に素敵で
すが，2017 年 10 月，DeNA との CS ファーストステー
ジは大雨。外野席で観戦しましたが，ポンチョを着て
いても全身ずぶ濡れ。靴の中までぐっしょり，最悪で
した。

甲子園で高校野球開催中，阪神主催試合は京セラ
ドーム大阪で行われます。京セラドームは雨天中止が
なく，冷房も効いていますが，座席が古くて，前後の
間隔も狭いので腰が痛くなります。早く改装してほし
いです。

試合終了後は，勝っても負けても，JR 大阪環状線
大正駅周辺の沖縄料理屋街へ行くのが楽しみです。

さて，阪神の二軍球場は甲子園の少し南，鳴尾浜に
ありました。入場無料でのんびりとした球場でしたが，
観客席が 500 席と極端に少ないため，2025 年 3 月，

写真─ 3　甲子園球場ライトスタンド写真─ 2　横浜スタジアムでバーベキュー
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─いとう　けんいち　（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構� �
鉄道技術センター　設備部　参事─

尼崎市に移転しました。新しい二軍球場（日鉄鋼板 SGL
スタジアム尼崎）にもぜひ行ってみようと思います。

マツダ Zoom-Zoom スタジアムは，JR 広島駅のす
ぐ近くにあります。入場後もグランドまわりを 1 周で
きる面白い構造です。ビジター応援席は三塁側内野席
の上方にビジターパフォーマンス席として隔離されて
います。

広島といえばお好み焼き。阪神戦がある日は，市内
のお好み焼屋は黄色いユニフォーム姿でいっぱいです。

原爆ドームに近い旧広島市民球場跡地はイベント広
場になっています。何年か前まで旧ライトスタンドの一
部が残っていましたが，現在は取り壊されたようです。

福岡ドーム（現・みずほ PayPay ドーム福岡）では，
ソフトバンクが勝つとドームの天井で花火が点火され
ます。また，ドームの開閉式大屋根がゆっくりと開く
こともあります。1 回の開閉に要する電気代は百万円
とか。

福岡市の西方には，阪神から 2024 年度現役ドラフ
トで DeNA に移籍した浜地投手の実家，浜地酒造が
あります。蔵元では日本酒をたくさん試飲させていた
だきました。地ビールもおいしくて朝から飲みすぎま
した。

福岡城の中に，旧西鉄ライオンズの本拠地，平和台
球場の跡地があります。現在は鴻臚館（飛鳥・奈良・
平安時代の迎賓館みたいなもの）の遺跡が見つかり，
発掘調査が続けられています。

写真─ 4　甲子園球場ラッキーセブンの応援（コロナ禍前 2019 年）：スタンド全周 360度で飛ばされる壮観のジェット風船

最後にキャンプ地巡りです。阪神の春季キャンプは
沖縄（一軍は宜野座，二軍は具志川）で行われます。

コロナ前の宜野座球場に行ったことがありますが，
選手と何度も至近距離ですれ違ったり，激励の会話を
したり，サインを書いてもらったり，異次元の経験で
した。

そのころ，二軍の春季キャンプは高知県の安芸市で
行われていました。高知市内に宿泊して，土佐くろし
お鉄道の虎柄のディーゼルカーで安芸まで通いまし
た。夜は高知市内の「ひろめ市場」でカツオのたたき
を食べました。なんでこんなに旨いんでしょう。なお，
現在，安芸では若手主体で 11 月に秋季キャンプが行
われます。

野球観戦は，小雨が降る中での試合決行はよくあり
ますが，たまに大雨で中止があります。ドーム球場で
も台風で試合が中止になったり，地震で帰りの新幹線
が止まったり，どうやって帰ろうかと悩む事態に遭遇
することもあります。それでもこんな面白い趣味はな
いので，これからも野球観戦が続けられるように，家
内安全と世界平和と阪神優勝を祈り続けていきたいと
思います。
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私はこれまで 52 年間，水門の設計に携わってきま
したが，小さい頃から「体を動かすこと」が大好きで
スポーツをすることが趣味でした。

小学生時代は「体操」中学時代「ソフトテニス」高
校時代「弓道」と学生時代を過ごしました。

社会人になってからは，興味を持っていた硬式テニ
スを始めました。中学時代のソフトテニスと打ち方の
違いで最初は少し戸惑いがありました。

サークルに入った時の自己紹介で，「毛の生えたボー
ルのテニスボールは初めてなのでよろしくお願いしま
す。」という挨拶したところ，「毛の生えたボール」と
言ったことに爆笑され，その後の懇親会毎に何度もい
じられ続けました。

テニスについてはその後，週 1 回練習と年 1 ～ 2 回
の大会参加や合宿等で 20 年程続けましたが，場所の
確保が難しくなったこととメンバーの高齢化で，参加
していたサークルが解散することになりました。

ちょうどその頃，会社が不要となった敷地内の一角
に写真─ 1 のようなテニスコート 1 面程のゴルフの
打ちっぱなし練習場を造ったことを機会にゴルフをか
じり始めました。

テニスを行っていた当時ゴルフに対する考えは，テ
ニスや野球と違って止まっているボールを打って，た
だ歩き回っているだけでどこが面白いのかと心の中で
思っていました。

ところが始めてみるとその止まっているボールがな
かなかうまく当たらず，当たったとしても芯からずれ
て左右に大きく曲がることが多く，とても難しく奥が
深いスポーツであることが分かりました。

始めた当時，先輩から初心者はいきなりコースに出
ると周りに迷惑を掛けるからと言われていたため，約
一年間練習場通いをしてからコースデビューしました。
練習を重ねることで，時々芯の近くに当たり真っすぐ
な飛球が出始め，また徐々に距離も伸びていくことに
喜びを感じ，コースに出られない練習も全く苦になり
ませんでした。一年間コースに出られないなんて…と
思う方もいると思いますが，結果的には練習を重ねた
ことで 2 回目に二桁の成績を出すことが出来ました

（年齢を重ねそれも困難となりましたが）。
また，初めてコースに出た時の緑の美しさと，広々

としたコースの爽快さにもすっかり魅了されました。
ゴルフは体が動く限り続けることが出来るスポーツで

す。ゴルフしたことが無い方へも是非お勧めしたいと思
います（一年間も練習する必要はないと思いますが）。

話をちょっと止めていたテニスに戻しますが，60
歳に達した頃に人生で初めて，単身で約 3 年間の長期
出張をすることになりました。出張先は，メジャーリー
グ大谷選手の出身地として有名になった岩手県奥州市
です。そこで地元のテニスサークルに入れて頂き，時々
飲み会にも参加させてもらえたので，テニスをやって
いたおかげで休日を楽しく過ごすことが出来ました。

その後長期出張が 2 回続きましたが，今度はゴルフ
を楽しむ方ならご存じだと思いますが，最近何時から
か「一人ゴルフ」と言うシステムが出来たため，それ
を利用してその間を楽しみました。

一人ゴルフとは，自分がやりたい時に申込み，全く
知らない者同士が一緒にプレーするシステムです。そ
こで気が合えば再会し再度一緒にプレー出来ます。

またそれとは別に健康維持するため定期的に何か楽
しみたいという気持ちがありました。

そこで場所取りが困難なテニスをあきらめ，それに
代わるものをと続けてきたテニスに比較的似ているバ
ドミントンのサークルを探していた時，近くの公民館
で卓球のサークルを見つけ覗いて見たところ，見学を
勧められラケットも貸してくれたので，30 分程打た
せてもらいました。

卓球はこれまで殆ど経験が無く温泉旅館卓球程度で
したので，ちょっと速いボールは全くテーブルコート

趣味と共に歩んだ人生
加　瀨　哲　司

写真─1　工場内のゴルフ練習場
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内に打ち返すことが出来ず無理かなと思いましたが，
温かく熱心に誘われたので入会することにしました。

入会後練習を重ねるにつれてテニスの経験を活かし
次第に打ち返すことが出来るようになりました。

そして時々テニス打ちですが強いショットが打てた
時の対戦相手や観戦している人の驚く顔を見ることが
快感となり，楽しんで継続していけると思えるように
なってきました。

また最近では年齢と共に体の動きが悪くなる将来を
考慮し，正式なゴルフより身体に負担の少ないパーク
ゴルフもこの卓球仲間の勧めで始めました。

このようにスポーツをやってきたおかげで多くの人
とのつながりが出来，多くの楽しい仲間に恵まれてお
ります。

私にはスポーツの他にもう一つの趣味があります。
それはモノづくりです。

子供の頃からプラモデルに興味を持ち，最初はお金
もなく作るものはたわいもなく小さいものばかりでし
たが，社会人になってからは次第に大きなものに挑戦
し，「戦車」や写真─ 2 のように長さ 1 m 以上の「戦
艦大和」の本物を意識してペイントも施し，自己満足
していました。

50 歳の頃には自宅を建て替えたことを機に「木工」
に興味を持ち，座卓・食器棚・ベランダのテーブルと
ベンチの製作に取り組みました。

座卓は，単なる厚さ25 mm×幅500 mm×長さ1,350 mm
の板に取外し（ねじ式）可能な脚を取付けたものですが，
天板を重ねて収納することを考慮して，板に凹みを設
けその厚み内にナット金具を納める構造としました。

この座卓を 4 台作り（ニス塗）必要に応じた台数を
組み合わせて使用していますが，最大幅 1 m×長さ
2.7 m の大きさになり 14 ～ 15 人で利用出来るので今
でも重宝しています。

食器棚は，妻が趣味で陶器を集め始めて，それを飾
る棚が欲しいという要望から CAD 作図を手始めに製
作にかかりました。

構造的にはただ床に置く構造では，奥行きが浅く（約
15 cm）安定性に欠けることから，写真─ 3 のように

─かせ　てつじ　豊国工業㈱　技術部　理事─

壁をくり抜き，壁の厚さ内に納める構造としました。
安定性を確保すると共に部屋内の景観もスッキリさせ
ることが出来ました。

ベランダ用テーブルとベンチの製作は，廃材となっ
ていた電線ケーブルの木製ドラムの丁度良いサイズを
利用して製作し，そのベンチも主にその木製ドラム数
個を解体して製作しました。

我が家は土地が狭いことからリビングとキッチンを
2 階にしましたが，これが功を奏しベランダへのアク
セスが容易となったため，子供達家族や時には会社の
同僚の皆さんと写真─ 4 のようにバーベキューをし
て時々楽しんでいます。

現在スポーツについては，月 1 回のゴルフと時々の
パークゴルフ，そして卓球を週 3 回（2 ～ 3 時間/日）
で楽しんでいます。

モノづくりについても最近怠っていますが，機会が
あればまた何か作ってみたいと思っています。

これまで，趣味を通じて素晴らしい仲間に出会い，
楽しい時間を過ごせたことに大変感謝しています。

後期高齢者となった今，いつまで続けられるか分か
りませんが，これからも身体が許す限りこれらの趣味
を前向きに続けていきたいです。

写真─ 2　プラモデル（戦艦大和）

写真─ 3　壁をくり抜いて設置した食器棚

写真─ 4　自作の木工製品を利用したベランダでのバーベキューの様子
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㈱アクティオ 三重いなべテクノパーク統括工場 見学会　報告
機械部会　コンクリート機械技術委員会

1．はじめに

機械部会のコンクリート機械技術委員会では，令和
6年度技術見学会として㈱アクティオ 三重いなべテ
クノパーク統括工場への見学会を実施した。参加者は
コンクリート技術委員と事務局を含め 16 名であった
（写真─ 1）。

2．見学会スケジュール

令和 6年 10 月 30 日（水）
11：50　　　　　 名古屋駅集合
12：00 ～ 12：50　�㈱アクティオ三重いなべテクノ� …

パーク統括工場へ移動
13：00 ～ 13：30　工場概要説明見学
13：30 ～ 15：30　場内見学・質疑応答
15：40 ～ 16：30　名古屋駅へ移動・解散

3．工場概要

㈱アクティオは主に建設施工現場の顧客に建設機械
や重機，器具等のレンタルを行っており，全国 8カ所
に機械の整備・物流を行う大型拠点を有している。こ
れら大型拠点では機械の整備だけでなく研究開発や人
材育成を行うための施設を備えており，今回訪問した
三重いなべテクノパーク統括工場は東海地区と西日本
の整備・物流の拠点として 2015 年に完成した国内最
大規模の工場である。
当工場には従業員が約 200 人在籍しており，機械整

備の他，各営業所からの出荷，入庫依頼などの対応も
行っている。
工場敷地内中央部にはメイン施設となる整備棟があ

り，施設内は大きく分けて
「発電エリア」
「エンジニアリング機械エリア」
「重機・車両エリア」
「小型機械エリア」
「水中ポンプエリア」
に区分けされている。また整備棟横には大型の橋形ク

レーンが並び，大型発電機などの置き場を臨機応変に
変えることで季節や状況により変わる受注にも対応し
ている。工場敷地内には他にも入庫した機械の洗浄，
作動確認を行うスロープピット，ストックヤードエリ
アや社員教育や外部への講習を行うことができるト
レーニングフィールドも有している。
今回の見学では各エリアで行っている業務内容や整

備方法などの説明・質疑を受けた。

4．整備棟見学

（1）発電エリア
大型発電機やエアコンプレッサなどの整備を行うエ

写真─ 1　集合写真（整備棟前にて）

写真─ 2　工場概要説明を受ける参加者
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リアである（写真─ 3）。大型発電機の整備手順とし
ては，まず始めに発電機の負荷試験を行い，その試験
結果をもとに整備内容を決定しているとのことであっ
た。当日は入庫したばかりの大型発電機の負荷試験を
行う所であったため実際の試験作業内容を見ることが
できた。試験では検査員が専用のモニタリングルーム
に入り，リモート操作によりエンジンの始動から運転
状況データ（エンジン回転数 , エンジントルク，発電
量，性能線図等）の確認を実施しており，試験中は発
電機に触れる必要が無いため検査員への安全性が確保
された施設となっている。
なお，試験時は発電量を最大出力とするためにエン

ジン回転数を高回転まで上げることが必要となり，そ
の際に大きな騒音が発生する他，マフラ内に堆積して
いた煤が高温で排出されることもあるため，試験場に
は場外への排気管の設置や消火設備など周辺施設への
影響を少なくする設備も採用されている。

（2）エンジニアリング事業部機械エリア
トンネル現場で使用する送風機，集塵機，大型水中

ポンプなどの大型機械の整備・点検を行うエリアであ
る。整備する機械は重量級であるため移動には全てエ
リア内設置された大型クレーンを使用して運搬を行っ
ている（写真─ 4）。また，エリア内には大型の水流
試験装置があり，整備後の大型水中ポンプの流量・水
圧を計測することでポンプ能力がカタログスペックを
満たしているか確認することが可能となっている（写
真─ 5）。

（3）重機・車両エリア
油圧ショベル，高所作業車，レンタカーなど自走可

能な機械を中心に整備を行うエリアである。油圧ショ
ベルや高所作業車には特定自主検査の実施が法令で定
められているものもあるがそれらについては検査員資
格を持つ従業員が行っており法令に基づいた点検・整
備を実施している。エリア内では油圧ショベルの整備
を行っていたが入庫前に走行装置などの下周りは専用
の洗浄装置により徹底的に洗浄されているため機械や
床面には汚れも無く，清潔な状態で整然と整備が行わ
れていた（写真─ 6）。

（4）小型機械エリア
主に手で持ち運べるサイズの小型機械（電工ドラ

ム，送風機，照明）などの整備を行っており対応する
機械は多岐にわたる。当日は夏季に使用されたスポッ
トエアコンが多数搬入されていたが冬季は熱風ヒー

ターの出荷が増加するため準備を進めているとのこと
であった。また，整備したレバーブロックやチェーン
ブロックなどは専用装置を使用して吊り上げ荷重の検
査が実施されていた（写真─ 7）。

写真─ 3　整備中の発電機

写真─ 4　整備中の大型送風機

写真─ 5　水流試験装置
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（5）水中ポンプエリア
モーター出力 19 kw 以下の水中ポンプの点検・整

備を行っており，西日本エリアに出荷される水中ポン
プの大半はエリアで整備を行っている。　　
このため当日もエリア内には膨大な量の水中ポンプ

が保管されていたがアクティオ内で運用している水中
ポンプは全て管理番号が付与されており稼働状況や整
備履歴が社内端末から即時に確認可能となっている
（写真─ 8，9）。
また，入庫から出荷までの整備工程（清掃作業，点

検，修理，塗装）についてもエリア内のディスプレイ
にシリアル番号でリアルタイムに表示されていた。最
終工程の仕上げ塗装では水中ポンプを塗装ラインに乗
せるだけでサイズ，形状をAI が自動判別して塗装を
行う自動塗装ラインが導入されており，作業の効率化
や塗料の削減が図られていた。

5．敷地内設備見学

（1）トレーニングフィールド
主に社内教育や外部への講習が行われておりエリア
内には軌陸車の作動テストを行うために鉄道レールが
敷かれている。
他エリアでは高所作業車の転倒事故をVRゴーグル
で疑似体験することもできる施設があり，筆者も実際
に疑似体験を行った所，自分が乗っている高所作業車
が傾いた際は想像していた以上に身体が反射的に回避
動作を起こしていたため，高所作業車を使用する作業
者への安全教育として非常に有効であると感じた。

（2）建材棟
アルミ製の足場機械のほかハシゴ，脚立等の整備・

検査を実施するエリアである。足場機械の整備基準は
仮設工業会に定められており，当日も多数の足場機械
が工程毎に分かれて整備が行われていた。エリア内に

写真─ 6　重機・車両エリア全景

写真─ 7　吊り上げ荷重検査装置

写真─ 8　整備済みの水中ポンプ

写真─ 9　入庫した水中ポンプ
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は当日の進捗状況が分かるディスプレイの設置や洗浄作
業の一部にロボットアームにより自動洗浄装置が採用さ
れるなど作業の効率化も図られていた（写真─ 10）。

6．おわりに

見学会では日々，施工現場で使用されるレンタル機
械が安全に使用されるための品質管理体制のほか，工
場の随所に導入されている作業効率化・最適化を図る
ための改善内容などについても詳しく説明をいただき
大変有意義なものとなりました。今回の見学会にご協
力いただきました㈱アクティオの関係者の皆様，およ
び工場内の案内をしていただきました三重いなべテク
ノパーク統括工場の皆様には今回の見学会を快く受け
入れていただいたことに心より厚く御礼申し上げます。

［筆者紹介］
角南　大輔（すなみ　だいすけ）
極東開発工業㈱　
三木工場　第三設計課

（一社）日本建設機械施工協会
機械部会　コンクリート機械技術委員会　委員

写真─ 10　自動洗浄装置
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令和 6年度 若手現場見学会 新東名高速道路 河内川橋工事
建設業部会

1．はじめに

2024 年 11 月 21 日，建設業部会は令和 6 年度若手
現場見学会を新東名高速道路河内川橋工事にて実施し
た。参加者は事務局を含め 12 名。

2．工事概要

河内川橋は橋長 771 m，河内川水位からの最大高低

差 120 m，アーチスパン 220 mを有する鋼・コンクリー
ト複合のバランスドアーチ橋である。工事場所は中日
本高速道路㈱が事業を進める新東名高速道路の未開通
区間である秦野―御殿場間で，丹沢山地西端の急峻な
谷部において河内川を渡河する位置にある。
急峻な谷部に位置することから，P2 橋脚にはイン

クラインを P3 橋脚には工事用トンネルを設け，施工
ヤードへのアプローチとしている。
また，P5 ～ P6 間の桟橋には工事用リフトを設置し

ている。

3．現場見学

見学会では，初めに現場事務所横のスマートオフィ
スにて工事概要の説明を受けた（写真─ 1）。スマー
トオフィスには正面及び左右の壁面に多くのモニター
があり，現場各所の施工状況やインクラインの運行状
況が分かるようになっている。
その後，P2 橋脚のインクラインを見学，右岸に移

動して工事用トンネルを通り，P3 橋面上のトラベラー
クレーン，移動作業車及び桁内の緊張ジャッキ運搬台
車を見学した。

（1）インクライン
P2 橋脚への資機材，重機等の運搬を担う設備。最

図─ 1　位置図

写真─ 1　スマートオフィスでの説明図─ 2　橋梁一般図

表─ 1　工事概要

工事名　　　 新東名高速道路 河内川橋工事
工事場所　　 神奈川県足柄上郡山北町川西

橋梁形式

鋼・コンクリート複合アーチ橋
（上り線 771.0 m　下り線 692.0 m）
PRCポータルラーメン橋
（下り線 22.5 m）

橋脚 13 基　橋脚高H＝12.5 ～ 87.6 m
橋台  6 基　橋台高H＝ 7.0 ～ 13.0 m
工期 2016 年 8 月～ 2027 年 8 月
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大積載 90 t，フロアサイズ 20 m×8 mという規模は
国内最大級で，アジテータ車 4 台を同時に積載でき
る。斜度 41°で設置されたレール上を走行するインク
ラインにより大規模な仮設桟橋が不要となる為，森林
伐採範囲も少なくて済み，環境負荷も低減されてい
る。また，県道上空を通過するため，防護構台も設置
している（写真─ 2）。
本工事ではインクライン全体を一元管理するための総
合監視システム（COMSI：Comprehensive Monitoring 
System for Incline）を採用している（写真─ 3）。本
システムは巻上機ハウス内に設置された制御盤を遠隔
で監視，操作できるリモートメンテナンスのほか，牽
引ワイヤーロープやシーブ各所に各種センサを搭載し
ており，速度や荷重，電流値等から運行状況及び異常
有無の常時監視を可能としている。

（2）工事用トンネル
右岸の P3 橋脚は河内川に隣接する急峻な斜面に位
置するため，尾根の反対側から P3 橋脚基部の施工箇
所に向けて工事用トンネル，及び出口にあたる斜面に
構台を構築することでアクセス路と施工ヤードを確保
している。

（3）アーチリブ移動作業車
上下線 P2・P3 アーチ施工用の作業車はメイントラ

ス後方斜材部に 230 t ジャッキを採用し，ブロックご
とに変化していくアーチ角度に合わせて調整可能な機
構となっている。最大ブロック長は 6.5 m で作業車の
最大能力は約 1,200 t・m，メインジャッキは 400 t 級，
アンカージャッキは 250 t 級という大きなものであ
り，作業車組立には実働 40 日程度かかったという。
上り線 P2 は 15/16 ブロック施工中，上り線 P3 は
16/16 ブロックの施工を完了し，作業車の 1台は，アー
チリブで仮吊りしている作業台部を除き解体済みと
なっている。
移動時には 1ストローク500 mmのジャッキで 13回

分，1日かけて6.5 mの移動を行なっている（写真─4）。

（4）トラベラークレーン
橋脚部に設置されたタワークレーンに加えて，
P2，P3 張出部に 1台ずつ計 8台のトラベラークレー
ンを補剛桁上に設置し，各種揚重作業を行なっている
（写真─ 5）。能力は国内最大クラスの 650 t・m級で，
調達時当初は国内には 13 台しかなかった。
張出施工が進むにつれてタワークレーンとトラベ
ラークレーンの距離が遠くなり，一部部材を楊重出来
ないため，トラベラークレーンの後方に運搬台車を設
置し，部材を運んでいる（写真─ 6）。写真─ 2　インクライン全景

写真─ 4　アーチリブ移動作業車（斜め後方から）写真─ 3　総合監視システム（COMSI）イメージ
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（5）緊張ジャッキ運搬台車
アーチリブ斜吊材の緊張作業は桁内で行なうが緊張

ジャッキが約 1 t あり，移動・セットが非常に困難で
あるため，ジャッキの運搬・セット用のモノレール台
車を設置することで作業の省人化・省力化を図ってい
る。なお，台車幅はモノレール動線の最狭部である桁
内隔壁部の遊間 800 mmを通過できる大きさとなって
いる（写真─ 7）。

4．おわりに

本見学会では，急峻な施工箇所への対応策と多種多
様な工夫による合理化された施工を見学した。
また，現場各所に様々な ICT 技術が導入されてお
り，i-Construction に向けた最先端の現場であると感
じたと同時に 6名の機電職員で管理を行なうための工
夫を随所に感じられた。
最後に，大変お忙しい中，本見学会にご協力いただ
きました鹿島・大成特定建設工事共同企業体の皆様
に，厚く御礼申し上げます。

［筆者紹介］
西貝　拓哉（にしがい　たくや）
三井住友建設㈱
土木本部　機電部

写真─ 6　運搬台車

写真─ 7　緊張ジャッキ運搬台車

写真─ 5　トラベラークレーン
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04-473
覆工コンクリートの
自動打設ロボット

「セントルフューチャーズ」

戸田建設
大栄工機

JUST.WILL
ムネカタインダスト
リアルマシナリー

▶概　　　要

覆工コンクリート構築における省人化や苦渋作業の改善を目

的として，自動でコンクリートを打設する「セントルフュー

チャーズ」を開発し現場に適用している。本技術は，覆工コン

クリートで一般的に用いられるスランプ 15 cm 程度のコンク

リートに対して適用可能である。自動打設を目的に開発したス

ライド型自動配管切替装置「スイッチャーズ」を中心として，

各種センサやバイブレータを組合せてセントル（覆工コンク

リート打設用の移動式鋼製型枠）に配置することにより，覆工

コンクリートの側壁部から天端部までを自動で打設することが

できる。これによって従来人力で行っていた打設ホースの移動，

打設口の開閉，コンクリートの締固めなどの作業が不要となり，

打設人員を削減できる。

▶特　　　徴

主要な設備と機能の紹介（図─ 1，2，写真─ 1）

1）2種類の配管切替装置を用いた自動の打込み

ポンプ車から圧送されたコンクリートは自動配管切替装置

（分岐 4方向）を経由してから「スイッチャーズ」により打ち

込む。「スイッチャーズ」は打設の完了した高さの打設口を自

動で閉じて，コンクリートの打ち上がりに合わせて次の打設口

に自動で切り替わる。

2）3種類のバイブレータを用いた自動の締固め

・側壁部はセンサ付き棒状バイブレータでコンクリートの打ち

上がりを検知しながら，自動で一定時間締固める。

・天端部は自動伸縮式バイブレータでコンクリートの充填に合

わせて自動で締固めを行い，締固め完了後はバイブレータ先

端をセントル内へ自動で格納する。

・充填補助として型枠バイブレータを多数配置しており，打設

口（側壁部）の近傍に山形状に溜まったコンクリートに自動

的に振動を与えることで水平に均す。また，天端部において

は妻部までのコンクリート充填を補助する。

3）センサによる充填状況の把握

・セントル全体に多数配置した高さセンサによって，コンク

リート充填の進捗を把握できる。

・天端部に配置した充填検知センサと圧力センサで打設の完了

を自動で判定する。

・各種センサで計測した結果はインターネットを介して事務所

等のモニタでリアルタイムに確認できる。

▶用　　　途

・山岳トンネル工事

▶実　　　績

・中国地方整備局発注

令和 3年度木与防災木与第 1トンネル工事

▶問 合 せ 先

戸田建設㈱　名古屋支店　土木技術営業課　二宮伸二

〒 461-0001　愛知県名古屋市東区泉 1-22-22

TEL：052-951-8594

図─ 1　セントルフューチャーズの主要設備

写真─ 1　スイッチャーズ

図─ 2　側壁部のセンサの配置
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04-474 AIサイクル自動判定システム 清水建設
Lightblue

▶概　　　要

山岳トンネル工事の現場では，坑内の作業状況を坑外から把

握することが難しく，施工管理上の課題の一つである。従来は，

カメラ映像の限定的な情報や個人の経験・感覚を頼りに坑内の

状況を推察していたが，想定が外れた場合は，入坑した職員が

無用の待機を強いられ，生産性を減じる要因となっていた。そ

こで清水建設と Lightblue は，画像解析AI を活用して坑内作

業の現況を把握し，現場関係者へタイムリーに情報共有する

ツール「AI サイクル自動判定システム」を開発した。

本技術は，トンネル切羽後方の約 40 m地点にウェブカメラ

を設置し，その映像からAI が坑内の作業状況を自動判定し，

その内容をリアルタイムに関係者に通知することによって，無

駄な待機時間を削減するものである。

図─ 1にAI サイクル自動判定の概要を示す。AI サイクル

自動判定技術は，切羽周辺で作業する重機の種類，各施工サイ

クルに使用される重機の組み合わせ，および一般的な施工サイ

クルの順番をあらかじめ学習することでAI が作業状況の判定

を行う。判定されたサイクルデータは，自動でクラウド上に保

存される。また，社内 SNS を通して職員や作業員に判定結果

の通知を行う。本技術によって，坑内の作業状況がリアルタイ

ムに関係者全員に通知されるため，従来の経験や感覚に頼るこ

となくタイムリーに業務にあたることが可能となる。

▶特　　　徴

山岳トンネル工事では，各施工サイクルで使用する重機の組

み合わせが決まっている。そのため坑内に設置した切羽カメラ

の映像から施工に使用する重機を認識することで作業内容を判

定することができる。本技術では，EVA-CLIPモデルを用いて，

7つの作業（削孔・装薬，ずり出し，コンクリート吹付，こそく，

鋼製支保工建込，ロックボルト打設，停止）の重機組み合わせ

と坑内配置状況を学習し，実際の映像と比較することで，最も

類似性の高い作業を判定する。なお，AI 判定を行うにあたり

事前に約 5,000 枚の画像データを使用して学習を行った。

施工サイクルの判定精度を向上させるには，作業内容を学習

させるだけでなく，施工順序も学習させる必要がある。特に「吹

付けコンクリート」と「鋼製支保工建込み」は使用する重機が

同じであるため，「一次吹付け」と「二次吹付け」の作業の間に「支

保工建込み」の作業を学習させた。さらに，AIモデルに以下の

仕様（ルールベース）を追加することで判定精度向上を行った。

①判定の精度が低い場合（閾値 0.8 未満の場合）は，直前の作

業を継続する。

②施工サイクルの順番を考慮し，不自然な作業の遷移を防ぐ。

③直近 3回の判定結果を参照することで，誤判定の確率を低減

させる。

④過去の作業履歴を学習し，適切な施工サイクルを選択する。

写真─ 1にAI サイクル自動判定の状況を示す。写真の左上

には施工サイクル判定結果「穿孔・装薬」を示しており，AI

が自動で施工サイクルを判定していることが確認できる。また，

写真の下部には判定結果の精度を示している。

▶用　　　途

・NATMによる山岳トンネル工事

▶実　　　績

・高速道路山岳トンネル工事（NATM，トンネル延長 2,298 m）

・一般国道山岳トンネル工事（NATM，トンネル延長 1,350 m）

▶問 合 せ 先

清水建設㈱　土木総本部　土木技術本部　地下空間統括部

〒 104-8370　東京都中央区京橋 2丁目 16-1

TEL：03-3561-8672図─ 1　AI サイクル自働判定の概要

写真─ 1　AI サイクル自動判定の状況
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04-475 自己充塡覆工構築システム 佐藤工業

▶概　　　要

山岳トンネルの覆工コンクリートの施工は，スランプ 15 cm

程度のコンクリートをセントル側部の作業窓から打込み，配管

を順次覆工上部へ切り替えながらバイブレータで締め固めて充

塡させる方法で行われている。施工時は，狭隘な空間での作業

となるため，作業員の負担が大きくなることや，作業の多くが

作業員の技量や経験に頼らざるを得ない状況となっている。さ

らに，近年問題となっている作業員の高齢化や熟練工不足に

よって，近い将来，従来工法を継続することが困難となること

が予想されており，それに伴った施工に起因した不具合の発生

が懸念される。

そこで，これらの問題を解決するため，覆工施工のさらなる

省力化，省人化および品質確保を目的とし，自己充塡コンクリー

ト（以下，SCC）をセントル下端部から圧入してトンネル覆工

を構築する「自己充塡覆工構築システム」を開発した。

これまでに本システムを現場で適用しているが，施工性，経

済性，環境負荷の観点から以下の改良を行った。

▶特　　　徴

1）�自己充塡コンクリートを低炭素型に変更。原材料であるセ

メントの一部を二酸化炭素（CO2）排出量の少ないフライ

アッシュに置き換えた。

2）�スライドセントルを改良。トンネルの左右に各 1台配置し

ているコンクリートポンプにコンクリート吐き出し量を自

動制御する装置を新たに導入し，型枠面に設置した充塡感

知センサーと連動させ，左右均等なコンクリート打ち込み

高さの確保を自動化した。

3）�スライドセントルの補強を目的に設置する胴梁の配置を変

更。工事車両の通行を制限していた中央部から地表面に位

置を見直し，その上部に桟橋を設けることによって工事車

両の通行をスムーズに行えるようにした。

図─ 1　施工方法の比較 

図─ 2　スライドセントル胴梁配置変更

▶お わ り に

セントルの構造や設備，自己充塡コンクリートの製造方法な

どにおいてさらなる検討を行い，自己充塡覆工構築システムの

汎用化を目指す。

▶用　　　途

・NATM による山岳トンネル工事

▶実　　　績

・国道 418 号下伊那郡天龍村　足瀬 1 工区（一部）

・令和 4 年度俵山・豊田道路第一トンネル工事

▶問 合 せ 先

佐藤工業㈱　技術センター SOU　土木研究部

〒 300-2658　茨城県つくば市諏訪 C30 街区 1

TEL：029-817-5101



建設機械施工 Vol.77　No.3　March　2025 95

新工法紹介

04-476
発破パターン

自動適正化システム
佐藤工業
マック

▶概　　　要

近年の山岳トンネル工事では全自動穿孔を可能とする全自動

ドリルジャンボが導入されるなど，発破掘削の自動化が進めら

れている。今回，佐藤工業㈱とマック㈱は，全自動ドリルジャ

ンボを用いた発破パターンの自動適正化システムを開発したの

で，その概要を紹介する。

山岳トンネルの発破掘削においては，発破孔の穿孔位置，穿

孔数，装薬量，差し角，発破の段数からなる発破パターンを決

める必要がある。発破パターンは切羽の地山状況から判定され

る岩盤等級毎に決められるが，同じ岩盤等級の地山であっても，

細かく見れば地山状況は一様ではない。そのため，実際の施工

では，熟練技能者が経験に基づき，実際の地山状況に合うよう

に多少の修正を加えながら穿孔することも多い。

一方，ドリルジャンボは，近年，自動化および多機能化が進

み，本システムに用いる全自動ドリルジャンボでは穿孔の際の

穿孔エネルギーを常時，計測，記録することができる。そこで，

この穿孔エネルギーを基に発破パターンを作成すれば，熟練技

能者に依存することなく，実際の地山状況に適合する効率的な

発破掘削を実現することが可能となると考えた。

本システムによる発破作業は，次の 4つのプロセスで行われ

る。①発破計画，②穿孔と発破，③発破出来形の確認，④発破

掘削結果のフィードバックである。ここで，それぞれのプロセ

スについて述べる。

①発破計画

発破計画では発破パターン作成プログラムで発破パターンを

作成する。まず，計測された穿孔エネルギーを基に推定した岩

盤強度から単位体積当たりの必要装薬量を求める。そして，一

定の条件の下にモンテカルロ法によりランダムに発破パターン

の作成を一定回数繰り返し行い，発破の判定式（鉄道技研式）

を適用して，作成した発破パターンが地山に適合しているかを

判定する。地山に適合したパターンが複数の場合は，その中か

ら最も適合したパターンを選択する。作成した発破パターンに

ついては，自動的にブーム毎の振り分けと穿孔順序を決めた上

で全自動ドリルジャンボ用のフォーマットに変換し，坑内の全

自動ドリルジャンボに転送される。

②穿孔と発破

穿孔作業は前のプロセスで作成された発破パターンに基づき

全自動ドリルジャンボで自動的に行われる。装薬・発破作業は，

従来通り，作業員が全て行う。

③発破出来形の確認

目視あるいは 3D-Lider などを用いて発破の出来形を確認し，

余堀量などから火薬量が適正だったかどうかを判断する。

④発破掘削結果のフィードバック

前のプロセスで火薬量が適正でないと判断されたら，それを

修正する方向で発破パターン作成プログラムのパラメーターを

変更する。

この 4つのプロセスを順次，的確に実施することによって，

地山に適合した発破掘削が可能となる。

▶特　　　徴

①穿孔エネルギーの値から地山の硬軟を判断

全自動ドリルジャンボによる穿孔時に得られる穿孔エネル

ギーの値から地山の硬軟を判断，可視化することができる。

②地山に応じた最適な発破パターンの作成

熟練作業員の判断に頼ることなく，地山の硬軟に応じた最適

な発破パターンを自動で作成することができる。

③発破パターンの最適化による効率化と省人化

地山の硬軟に応じた最適な発破パターンを適用することによ

り，発破時の装薬量の削減，さらには発破後のアタリや余掘り

が減り，効率化につながる。また，穿孔作業に必要な人員は二

人なので，従来よりも少ない人数で作業することができる。

▶用　　　途

・NATMによる山岳トンネル工事（発破工法）

▶実　　　績

・国土交通省四国地方整備局「令和 4-6 年度 桑野道路下大野

トンネル工事」（徳島県）

▶問 合 せ 先

佐藤工業㈱　技術センター　土木研究部

〒 300-2658　茨城県つくば市諏訪 C30 街区 1

TEL：029-817-5100

図─ 1　作成した発破パターンの例
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新工法紹介

04-477 クイック reインバート工法 三井住友建設
土木研究所

▶概　　　要

道路トンネルでは，建設時に想定していなかった地山の長期

的な動きにより盤膨れなどが発生する事例が散見されており，

必要に応じてインバートの補強や追加設置が行われている。こ

のような工事では，迂回路がない場合，1車線の通行を確保し

ながら施工を行う必要があり，狭いスペースでの複雑な作業に

より工期や工費が増加する傾向がある。また，長期間の交通規

制による社会的影響や経済損失も生じている。

これらの課題を踏まえ，工期の短縮を目的として，土留め工

と掘削工を同時並行で行う工法の開発を行った。

▶特　　　徴

本工法は，供用中のトンネルにおけるインバートの補強工事

において，従来の土留め工に用いられる親杭横矢板工法に替え

て，オープンピット工法による連続したU型土留めを設置す

る工法である（図─ 1）。これにより，従来の土留め作業に要

する時間の短縮と，走行車線を走る車と重機との接触リスクの

低減が可能となる。なお，本工法は，（国研）土木研究所と三

井住友建設㈱が共同で開発したものである。

▶施 工 方 法

①メッセルシールド機の搬入に先立ち，発進・到達立坑を構築

する。U型土留め設置前の同立坑のみ，道路中心付近に親杭

横矢板で土留めを行い，親杭を利用して仮設防護柵やガード

レール，目隠しフェンスを設置する。立坑底面に均しコンク

リートを打設した後，発進立坑内にメッセルシールド機を荷

卸し，本体の組み立てを行う。

②メッセルシールド機による掘削は，バックホウの掘削に合わ

せてブレードを 1枚ずつ伸ばすことで素掘り部の崩れを防止

しつつ，オープンピット工法により連続したU型土留めを

構築する（図─ 2）。オープンピット工法は，開削型のメッ

セルシールド機を用いて，管渠の埋設などを行う土留め工法

であるが，特徴として，軟弱なシルト層から転石・巨礫層に

至るまでの幅広い土質に対応できる。

③U型土留め構築後，覆工板を設置することで，メッセルシー

ルド機後方の狭隘な施工ヤードを有効活用しつつ，供用線と

の段差を解消する。また，次工程で接続する仮設防護柵を考

慮して，覆工受桁と埋込支柱を一体化した部材を 1.5 m 間隔

で設置し，U型土留め内にコンクリートを充填する。

④覆工受桁に仮設防護柵を設置し，走行車線側にはガードレー

ルを取付ける。また，工事箇所がドライバーの視線に入らぬ

よう，仮設防護柵に目隠しフェンスを追加し，第三者災害を

防止する（図─ 3）。その後，インバート本体工の施工を判

断面ずつ行う。

クイック re インバート工法を適用した上信越自動車道閼伽

流山トンネル（上り線）補強工事では，供用中のトンネルにお

いて，従来の土留め作業（インバートの一部構築を含む）に要

する時間を約 35％短縮することができた。

▶用　　　途

・供用車線を確保したインバート補強工事の施工

▶実　　　績

・上信越自動車道閼伽流山トンネル（上り線）補強工事

▶問 合 せ 先

三井住友建設㈱　土木本部　土木技術部

〒 104-0051　東京都中央区佃二丁目 1 番 6 号

TEL：03-4582-3060図─ 1　従来工法（左）とクイック re インバート工法（右）との比較

図─ 2　クイック re インバートの概要図

図─ 3　仮設防護柵設置状況
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▶〈06〉基礎工事機械

24-〈06〉-01
技研製作所
サイレントパイラー
 F302-900，F302-C900，PA26

ʼ24.08 発売
新機種

土木，建築基礎工事において，900 mm幅ハット型鋼矢板に対応
した無振動・無騒音で地中に静荷重で押し込み施工する油圧式杭圧
入引抜機である。
F302 は鋼矢板を把持する部位となるチャック，チャックフレー

ムの換装とアタッチメントの装備により 1台で単独圧入，ウォー
タージェット併用圧入，硬質地盤圧入の３種類の圧入工法が可能と
なった複合式圧入機となっている。
硬質地盤圧入において従来はアタッチメントとなるパイルオー

ガーは油圧モーター回転トルク 48 kN・mのみであったが，フライ
ホイールを組み合わせることにより慣性トルク 90 kN・mを合わせ
138 kN・mとなり最大トルクが 2.7 倍となっている。
更にオーガスクリューの軸径，肉厚をアップすることで出力トル

クのオーガヘッドへの伝達効率も向上している。
オーガの性能向上に合わせて，F302 本体も各旋回部のロック力が
強化され，オーガ掘削時の安定した機械本体の姿勢も確保できている。
これらの性能アップにより硬質地盤での生産性向上，施工精度の

向上を実現している※1。
さらに，液晶型多機能モニターの搭載により視認性，操作性の向

上を図り可動式キャッチアームを搭載することで鋼矢板投入時の作

業員の安全性の確保と省力化を実現している。

※ 1　�自社従来機との比較。実作業では現場条件により異なる場合

がある

※ 2　オプション仕様時は最大適用杭長 30 m 可能

※ 3　一定条件下での最大トルク

問合せ先：技研製作所　コンサルティングセールス課
〒 135-0063　東京都江東区有明 3丁目 7番 18 号
　　　　　　有明セントラルタワー 16 階

　　　　　　cs@giken.com

TEL：088-846-2947

表─ 1　F302-900，F302-C900 の主な仕様

F302-900
（単独・WJ併用圧入時）

F302-C900
（硬質地盤圧入時）

適用杭材 ハット形鋼矢板
900 mm幅

ハット形鋼矢板
900 mm幅

圧入力 1,000 kN 800 kN
引抜力 1,200 kN 900 kN
チャック上下ストローク 850 mm 850 mm
圧入スピード 1.9 ～ 36.5 m/min 0.5 ～ 4.5 m/min
引抜スピード 1.4 ～ 28.4 m/min 1.5 ～ 9.4 m/min

質量

圧入機本体 11,200 kg 12,400 kg
ホースリール
（HR18G） － 2,840 kg

※取付ブラケット含む
キャッチアーム 100 kg －

総質量 11,300 kg 15,240 kg
（標準 24 m仕様）

表─ 2　フライホイール式パイルオーガ PA26 の主な仕様

フライホイール式パイルオーガ PA26　特許第 6997534 号
適用杭長 24 m以下（標準）※2

オーガトルク 48 kN・m
最大慣性トルク 90 kN・m※3

最大トルク 138 kN・m※3

総質量 13,250 kg（標準 24 m仕様）

写真─ 1　技研製作所　F302-C900　サイレントパイラー

写真─ 2　フライホイール式オーガ

写真─ 3　可動式キャッチアーム
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▶〈20〉タイヤ，ワイヤロープ，検査機器等

24-〈20〉-01
コベルコ建機
衝突軽減システム
 K-EYE PRO 2.0

ʼ24.04 発売
新機能

安全補助機能として，270 度鳥瞰カメライーグルアイビューや衝
突軽減システム 20 t クラス向け「K-EYE PRO」を販売してきたが，
今回，新たに機能を改善した，人のみを検知するように強化した
「K-EYE PRO 2.0」を 13 t クラス油圧ショベルの新車時オプション
として設定した。
「K-EYE PRO 2.0」は標準搭載のイーグルアイビューカメラで映
し出した周囲の映像を専用コントローラにより分析し，特別な装備
や特定色の服を着用していなくても人のみを検知し，油圧ショベル
の操作状態に応じて警報による注意喚起と減速・停止制御を段階的
に行う。さらにドライブレコーダを搭載し，油圧ショベルの稼働中
は常時録画している。
「K-EYE PRO 2.0」は 13 t クラス油圧ショベル向けにオプション
設定している。

問合せ先：�コベルコ建機㈱　コーポレートコミュニケーショングループ
〒 141-8626　東京都品川区北品川 5丁目 5番 15 号
　　　　　　大崎ブライトコア 5F
TEL：03-5789-2112

表─ 3　K-EYE PRO 2.0 の主な仕様

価格（百万円・税別） 200
提供方法 新車時のオプション販売
対象機種 SK135SR-7

SK135SRD-7
SK130SR+-7 
SK125SR-7

図─ 1　検知イメージ

図─ 2　モニタへの検知表示
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建設業の業況

1．はじめに

わが国の建設業は長時間労働が常態化していること，長時間労働

にもかかわらず他産業に比べ賃金水準が低いことから，特に建設技

能労働者の入職，定着が困難な状況となり，平成 9 年の 685 万人を

ピークとして減少を続け，極めて速いスピードで高齢化している。

建設業は，国土基盤の整備をはじめ，災害時における応急復旧や

その後の復興工事など，国民生活に直結する重要な役割を担ってい

る。建設業が，今後においても継続してこれらの役割を果たしていく

ためには，若年建設技能者の入職と定着が喫緊の課題となっている。

このような状況の中，建設業の業況について，直近のデータを交

えて紹介する。

2．建設投資の概要

令和 6 年度の建設投資は，国土交通省「令和 6 年度建設投資見通

し」をみると 73 兆 200 億円（前年度比 2.7％増）となる見通しであ

る。このうち，政府投資については前年度比 3.7％増の 26 兆 2,100

億円，民間投資については前年度比 2.2％増の 46 兆 8,100 億円と見

通されている。建築・土木別に見ると，土木投資については前年度

比 4.1％増の 25 兆 8,100 億円，建築投資については前年度比 2.0％

増の 47 兆 2,100 億円となる見込みである。

また，令和 5 年度の建設投資は，前年度比 3.7％増の 71 兆 900 億

円になると見込まれている。このうち，政府投資は前年度比 3.2％

増の 25 兆 2,700 億円，民間投資は前年度比 4.0％増の 45 兆 8,200 億

円と見込まれている。建築・土木別に見ると，土木投資が前年度比

3.7％減の 24 兆 8,000 億円，建築投資が前年度比 8.2％増の 46 兆 2,900

億円となると見込まれている。

建設投資は，平成 4 年度の 84 兆円をピークに減少基調となり，

平成 22 年度には平成 4 年度の約半分にまで減少した。その後，東

日本大震災からの復興事業等により回復傾向となった（図─1参照）。

令和 6 年度の建設投資の構成については，政府投資が 36％，民

間投資が 64％である。政府投資は土木投資が全体の 25％を占めて

おり，民間投資のうち住宅，非住宅及び建築補修（改装・改修）投

資を合わせた建築投資は全体の 55％を占めている。この両者で建

設投資全体の 80％を占めている（図─ 2 参照）。

図─ 1　建設投資額（名目値）の推移（出所：国土交通省）

図─ 2　令和 6年度建設投資の構成（名目値）
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3．全国許可業者数の推移

国土交通省「建設業許可業者数調査の結果について」をみると，

令和 6 年 3 月末現在の建設業許可業者は，前年同月より 0.9％（4,435

業者）増の 479,383 業者であった。

令和 5 年度中に新規に建設業許可を取得した業者は，前年度比

0.8％（137 業者）減の 16,267 業者であった。

また，令和 5 年度中に建設業許可が失効した業者については，前

年度比 29.4％（4,917 業者）減の 11,832 業者であった。内訳としては，

建設業を廃業した旨の届出を行った業者は 7,135 業者であった。一

方，許可の更新手続きを行わないことにより許可が失効した業者は

4,697 業者であった。

令和 6 年 3 月末現在における業種別許可の総数は 1,732,899 業者

であり，建設業許可業者数が最も多かった平成 12 年 3 月末時点の

業種別許可の総数 1,392,339 業者と比較すると 24.5% の増加となっ

ている（図─ 3 参照）。

なお，29 業種の業種別許可業者数についてみると，令和 6 年 3

月末現在において許可を取得している業者の数が最も多い業種は，

とび・土工工事業であり全体の 37.8％を占めている。次いで，建築

工事業が 30.1％，土木工事業が 27.4％で続いた。

一方，取得している業者の数が最も少ない業種は清掃施設工事業

であり，全体の 0.1% 程度である。次いでさく井工事業の 0.5％，消

防施設工事業の 3.3％が続いた（図─ 4 参照）。

4．建設業許可業者における業種別許可業者数の増減

平成 6 年 3 月末現在の取得業者数が増加した許可業種は 25 業種

となった。増加率についてみると，熱絶縁工事業が5.3％と最も高く，

ガラス工事業が 4.8％，板金工事業が 4.4％で続き，以下左官工事業

4.0％，鉄筋工事業が 3.9％で続いている。

一方，前年同月に比べて取得業者数が減少した許可業種は 4 業種

となった。減少率についてみると清掃施設工事業が1.5％と最も高く，

次いでさく井工事業 0.9％，造園工事業が 0.4％で続いている（表─

1 参照）。

5．労働災害発生状況

令和 5 年の労働災害発生状況について厚生労働省「労働災害発生

状況」をみると，全産業における新型コロナウイルス感染症へのり

患によるものを除いた休業 4 日以上の死傷者数は 135,371 名であり，

前年同期 132,355 名と比べ 3,016 名の増加となった。

また，新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除いた労

働災害による死亡者数は，755 名であり，前年同期 774 名と比べ 19

名減少した（図─ 5，6 参照）。

一方，建設業における休業 4 日以上の死傷者数は，14,414 名であ

り，前年同期 14,539 名と比べ 125 名（0.9％）減少した。また，死

亡者数については 223 名となっており，前年同期 281 名と比べ 58

名（20.6％）減少した。

死傷災害，死亡災害ともに減少する結果となった。

図─ 3　許可業者数・新規及び廃業等業者数の推移（出所：国土交通省）
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表─ 1　建設業許可業者における業種別許可業者数の増減表（出所：国土交通省）

【業者数が増加した許可業種】
許可業種 前年同月比

とび・土工 2,567　業者　（1.4%）

解　　体 2,387　業者　（3.7%）
内装仕上 2,303　業者　（2.7%）
塗　　装 2,172　業者　（3.1%）

石 2,156　業者　（2.8%）
鋼構造物 2,070　業者　（2.3%）
屋　　根 1,746　業者　（3.3%）

タイル・れんが・ブロック 1,686　業者　（3.3%）
大　　工 1,577　業者　（2.0%）
防　　水 1,490　業者　（3.8％）

板 　 　 金 1,344　業者　（4.4%）
しゅんせつ 1,287　業者　（2.3%）
舗 　 　 装 1,275　業者　（1.3%）
熱 絶 縁 1,236　業者　（5.3%）
ガ ラ ス 1,171　業者　（4.8%）
左　　官 1,170　業者　（4.0%）
電　　気 1,169　業者　（1.9%）
建　　具 1,136　業者　（3.4%）
鉄　　筋 927　業者　（3.9%）

管 901　業者　（1.0%）
水道施設 876　業者　（1.0%）
土　　木 564　業者　（0.4%）

機械器具設置 439　業者　（1.8%）
電気通信 274　業者　（1.7%）
消防施設 185　業者　（1.2%）

【業者数が減少した許可業種】
許可業種 前年同月比
清掃施設 ▲ 6　業者（▲ 1.5%）
さ く 井 ▲ 31　業者（▲ 0.9%）
造　　園 ▲ 250　業者（▲ 0.4%）
建　　築 ▲ 2,090　業者（▲ 0.3%）

図─ 4　建設業許可業者における業種別許可の取得率（出所：国土交通省）
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図─ 6　労働災害による死亡者数，死傷者数の推移（出所：厚生労働省）

図─ 5　令和 5年業種別労働災害発生状況（出所：厚生労働省）

死傷災害における事故の型別についてみると，「墜落・転落」が

31.6％で最も多く，次いで「はさまれ・巻き込まれ」が 11.8％，「転

倒」が 11.1％であった。

また，死亡災害については，「墜落・転落」が 34.1％で最も多く，

次いで「交通事故（道路）」が 9.9％，「飛来・落下」が 8.3％となった。

死亡災害については減少する結果となったが，「高温・低温物と

の接触」については平成 30 年を上回る結果となった（表─ 2，図─

7 参照）。

6．建設業就業者数の推移

建設業就業者数は，バブル後の不況下でも一貫して増加を続け，

結果的にわが国の雇用の安定に寄与してきたが，平成 9 年の 685 万

人をピークとしてその後は減少が続いてきた。

令和 5 年の技術者や技能者，事務系を含めた建設業就業者数は

483 万人であり，前年の 479 万人より 4 万人増加した。

一方，建設業に従事する技能労働者数については，令和 5 年の技
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図─ 7　事故の型別内訳（出所：厚生労働省）

［人］
H30 R1 R2 R3 R4 R5

死傷災害 15,374 15,183 14,790 14,926 14,539 14,414

業
種
別

土木工事業 3,889 3,808 3,933 4,038 3,942 3,852
建築工事業 8,554 8,417 8,074 7,895 7,606 7,510
その他の建設業 2,931 2,958 2,783 2,993 2,991 3,052

事
故
の
型
別

墜落・転落 5,154 5,171 4,756 4,869 4,594 4,554
はさまれ・巻き込まれ 1,731 1,693 1,669 1,676 1,706 1,704
転倒 1,616 1,589 1,672 1,666 1,734 1,598
飛来・落下 1,432 1,431 1,370 1,363 1,318 1,234
切れ・こすれ 1,267 1,240 1,257 1,339 1,272 1,234
動作の反動・無理な動作 875 885 947 981 940 988
激突され 832 842 791 825 800 781
高温・低温物との接触 340 238 289 210 233 307
その他 2,127 2,094 2,039 1,997 1,942

死亡災害 309 269 256 278 281 223

業
種
別

土木工事業 111 90 101 100 108 87
建築工事業 139 125 101 132 117 98
その他 59 54 54 46 56 38

事
故
の
型
別

墜落・転落 136 110 95 110 116 86
交通事故（道路） 31 27 37 25 24 25
飛来・落下 24 18 13 10 16 21
崩壊・倒壊 23 34 27 31 27 18
はさまれ・巻き込まれ 30 16 27 27 28 13
おぼれ 13 4 5 10 1 12
高温・低温物との接触 11 10 9 11 14 12
激突され 18 26 13 19 27 10
その他 47 38 44 56 43 26

表─ 2　建設業における事故の型別　労働災害発生状況
（出所：厚生労働省出典「死亡災害報告」，「労働者死傷病報告」）
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図─ 8　建設業就業者数の推移（出所：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出）

図─ 9　建設業就業者の高齢化の進行（出所：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出）

能労働者数は前年の 302 万人より 2 万人増加し，304 万人となった

（図─ 8 参照）。

令和 5 年度は，建設業就業者数，技能労働者数ともに増加する結

果となったが，平成9年の455万人をピークとして減少が続いている。

また，令和 5 年の建設業就業者を年齢層別にみると，55 歳以上

の割合は前年より 0.7％上昇し 36.6％となった。一方，29 歳以下の
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割合は前年より 0.1％減の 11.6％となった。

建設業では，就業者の 3 人に 1 人以上が 55 歳以上の状況にあり，

29 歳以下の就業者は 11 人に約 1 人しかおらず，高齢化がさらに進

んでいる状況にある（図─ 9 参照）。

7．おわりに

現在建設業界は，担い手の不足，資機材の価格高騰，時間外労働

規制への対応，適正な請負契約の締結など，多くの課題を抱えている。

政府は，依然として就業者の減少が著しい建設業が，社会資本の

整備，災害時における「地域の守り手」などの役割を果たしていけ

るよう，令和 6 年 6 月に建設業法，公共工事品質確保促進法，入札

契約適正化法の，いわゆる「担い手 3 法」（第 3 次）を改正した。

第 3 次担い手 3 法は，『処遇改善』，『価格転嫁（労務費へのしわ

よせ防止）』，『働き方改革・環境整備』，『生産性向上』，『地域建設

業等の維持』，『公共発注体制強化』などの課題に対応するために改

正されたものである。

どの課題も早急に解決していかなければ，業界を持続させていく

ことができない重要な課題である。この担い手 3 法の改正により，

国，総合工事業，専門工事業などがそれぞれの立場で取り組みを進

め，建設業がその重要な役割を果たしていけるようになることを切

に願う。

� （文責　清水）
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建設工事受注額･建設機械受注額の推移
建設工事受注額：建設工事受注動態統計調査(大手50社）　　　 　　　　　　　 （指数基準　2017年平均=100）
建設機械受注額：建設機械受注統計調査（建設機械企業数24前後）　　　　 （指数基準　2017年平均=100）

受注額受注額

'17     '18     '19 '20 '21 '22

四半期･月

年

200

300

100

建設機械受注額（総額）

建設工事受注額

建設機械受注額（海外需要を除く）

60

40

20

80

100

120

140

160

180

200

220

240

260

280

300

'23 '23

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

'24

建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化…
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2017 年 147,828 101,211 20,519 80,690 36,650 5,183 4,787 99,312 48,514 165,446 137,220
2018 年 142,169 100,716 24,513 76,207 30,632 8,561 5,799 95,252 46,914 166,043 141,691
2019 年 156,917 114,317 24,063 90,253 29,957 5,319 7,308 109,091 47,829 171,724 150,510
2020 年 143,170 97,457 19,848 77,610 35,447 5,225 4,175 91,725 51,443 171,740 141,261
2021 年 157,839 111,240 22,528 88,713 38,056 4,671 3,874 106,034 51,806 192,900 137,853
2022 年 165,482 119,900 33,041 86,862 33,436 5,252 6,898 114,984 50,496 207,841 130,901
2023 年 172,094 121,790 31,098 90,690 40,060 5,360 4,883 117,929 54,164 217,576 161,186

2023 年�12 月 17,660 12,721 6,000 6,721 4,097 379 463 13,002 4,658 217,576 17,838
2024 年� 1 月 10,931 7,371 1,467 5,904 2,871 391 298 7,657 3,273 218,177 10,491

2 月 13,237 8,390 2,925 5,465 4,001 365 481 7,965 5,273 219,504 12,360
3 月 36,119 22,688 4,005 18,682 10,808 486 2,137 21,526 14,593 231,850 21,578
4 月 13,894 10,066 2,641 7,425 3,122 443 263 9,326 4,568 233,782 10,214
5 月 9,497 6,682 2,500 4,182 1,846 474 495 6,087 3,410 231,352 11,721
6 月 13,725 9,632 2,221 7,410 2,638 460 995 9,394 4,332 229,504 15,537
7 月 16,233 13,082 3,830 9,252 2,234 408 509 12,558 3,675 234,172 10,884
8 月 10,745 7,213 1,676 5,537 2,389 649 494 6,982 3,764 232,972 12,542
9 月 16,514 11,835 3,195 8,640 4,410 470 －200 10,698 5,816 232,437 17,302
10 月 15,846 11,841 2,704 9,137 2,733 444 829 11,419 4,427 236,704 11,626
11 月 11,564 8,959 2,356 6,603 1,812 422 372 8,371 3,193 234,464 13,818
12 月 19,091 14,266 3,888 10,378 3,534 488 803 14,240 4,850 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 17 年 18 年 19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 23 年
12 月

24 年
1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月

総　     　 額 21,535 22,923 20,151 17,646 26,393 29,024 29,315 2,442 2,089 2,451 2,767 2,115 2,434 2,291 2,476 2,190 2,298 2,504 2,038 2,389
海 外 需 要 14,912 16,267 13,277 10,966 18,737 21,816 22,627 1,911 1,665 1,869 2,066 1,712 1,989 1,863 2,018 1,731 1,809 1,909 1,593 1,873
海外需要を除く 6,623 6,656 6,874 6,680 7,656 7,208 6,688 531 424 582 701 403 445 428 458 459 489 595 445 516

（注）�2017 ～ 2019 年は年平均で、2020 ～ 2023 年は四半期ごとの平均値で図示した。…
2023 年 12 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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■ショベル技術委員会
月　日：1 月 15 日（水）（会議室，Web

併行開催）
出席者：安部敏博委員長ほか 12 名
議　題：①各社トピックスについて：1

巡目の振返りと今後の方針について議
論　②｢JCMAS に基づく「エネルギー
消費量試験方法」の ISO 化｣ 進捗状
況の情報共有：ISO 国際会議の報告と
今後の進め方の議論　③電動ショベル
の電費基準値を策定するにあたっての
論点（課題）について：提示いただい
た意見の結果報告

■トンネル機械技術委員会 技術講演会（技
術の伝承について）
月　日：1 月 22 日（水）（会議室，Web

並行開催）
出席者：浅沼廉樹委員長ほか会場参加：

54 名，Web 参加：60 回線
講演題目：①戸田建設の進めるシールド

技術：戸田建設㈱ 和田洋一様　②テ
クニメタルシステムズ（TMS）の紹介：
テクニメタルシステムズ アレール・カ
ミーユ様　③吹付ナビゲーション，切
羽肌落ちモニタリングについて：エフ
ティーエス㈱ 四塚勝久様　④山岳ト
ンネル施工管理システム「Hi-Res」の
開発：㈱安藤・間 副島幸也様

■路盤・舗装機械技術委員会・幹事会
月　日：1 月 23 日（木）（会議室，Web

併行開催）
出席者：美野隆委員長ほか 12 名
議　題：①下期総会の発表内容について

の議論と発表案件の決定　② R7 年度
の活動計画について討議　③ JCMAS

「ロードローラ作業エネルギー消費量
試験方法」作成 WG の情報共有

■建築生産機械技術委員会（クローラク
レーン作業燃費分科会）
月　日：1 月 27 日（月）（会議室，Web

併行開催）
出席者：石倉武久リーダほか 8 名
議　題：①前回分科会での宿題（調査）

の結果報告と議論　②㈱タダノ作成の
JCMAS 草案の検討と議論　③今後の
進め方，スケジュールについて議論

（2025 年 1 月 1 ～ 31 日）

行 事一覧
■路盤・舗装機械技術委員会・JCMAS「ロー
ドローラ作業エネルギー消費量試験方
法」作成WG

月　日：1 月 28 日（火）（会議室，Web
併行開催）

出席者：柴田大地リーダほか 13 名
議　題：① JCMAS 草案について議論　

② GX 建設機械認定制度の機種追加に
向けての議論　③今後の進め方とスケ
ジュールについて確認

■基礎工事用機械技術委員会・JCMAS「基
礎工事用機械作業エネルギー消費量試験
方法」作成WG

月　日：1 月 29 日（水）（会議室，Web
併行開催）

出席者：濱口貴和リーダほか 11 名
議　題：① GX 建設機械認定制度の機種

追加に関する課題について議論　②進
め方，スケジュールについて議論

■原動機技術委員会
月　日：1 月 30 日（木）（会議室，Web

併行開催）
出席者：小林喜美頼委員長ほか 21 名
議　題：①前回の議事録確認　②国内次

期排出ガス規制に関する情報交換：陸
内協 別添 43 改正 WG の活動状況の情
報共有　③海外排出ガス規制の動向に
関する情報交換：北米の状況について
報告　④カーボンニュートラルに関す
る情報交換：カーボンニュートラル燃
料の動向について

■情報化機器技術委員会
月　日：1 月 31 日（金）（会議室，Web

併行開催）
出席者：津曲治委員長ほか 7 名
議　題：① DX 推進に関する活動内容抽

出の議論　②規制・規格の最新情報の
共有　③ R7 年度の活動計画について
討議

標　準　部　会

■ JIS A 8341-4機能安全（第 4部）第 4

回原案作成分科会
月　日：1月 14 日（火）
出席者：田中昌也主査（コマツ）ほか7名
場　所：Web 上（Zoom）
議　題：JIS 原案の審議（意見シート
NO.174 ～ NO.228 の検討）

■ JIS A 8341-4機能安全（第 4部）第 5

回原案作成分科会
月　日：1月 21 日（火）
出席者：田中昌也主査（コマツ）ほか8名
場　所：Web 上（Zoom）
議　題：JIS 原案の審議（意見シート
NO.229 ～ NO.265 の検討）

■ ISO/TC 127/SC 1/WG 6 ISO 11152 エネ
ルギー消費試験方法 国際WG会議（ハ
イブリッド）
月　日：1月 22 日（水）～ 24 日（金）
出席者：（対面）米国Crowellコンビナー，
正田明平プロジェクトリーダー
（JCMA事務局），此村靖委員（HCM）
ほか 12 名，（Web）小塚大輔委員長（コ
マツ）ほか 3名
場　所：ドイツ・フランクフルトVDMA
及びWeb 上（ISO Zoom）
議　題：① ISO11152 第 1 部（通則）,
第 2 部（油圧ショベル）, 第 3 部（ホィー
ルローダー）のWG試験聴取へのコ
メント審議　②リープヘル・ワッカー
ノイソン社の提唱する，砂利を用いた
実掘削テスト案の審議　③今後の予
定：2025 年 7 月に東京でWG会議を
開催予定

■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5-ISO/TS 15143-4

土工機械及び走行式道路工事機械－施工
現場情報交換－第 4部：施工現場地形
データ国際WG会議（ハイブリッド）
月　日：1月 27 日（月）～ 31 日（金）
出席者：（対面）日本から中川智裕コンビ
ナー（コマツ），米国から Deere 社
Bollweg プロジェクトリーダーほか
18 名，（Web）小塚大輔委員長（コマ
ツ）ほか 10 名
場　所：米国デンバー Trimble 社及び
Web 上（Google Meet）
議　題：①第 4 部：2 回目 DTS 投票結
果および規格発行準備に向けた確認　
②第 5部：ロジスティクスデータ 予
備業務提案スコープ審議　③第 3部：
テレマティクスデータ 改訂スコープ
審議　④今後の予定：次回WG 5 月
19 ～ 24 日，場所：デンマークまたは
米国（調整中）

■ JIS A 8341-4機能安全（第 4部）第 6

回原案作成分科会
月　日：1月 28 日（火）
出席者：田中昌也主査（コマツ）ほか8名
場　所：Web 上（Zoom）
議　題：JIS 原案の審議（意見シート
NO.266 ～ NO.301 の検討）

■建設業 ICT安全WG

月　日：1月 28 日（火）
出席者：中野正晴主査長ほか 9名（内，
Zoom参加 3名）
議　題：①「ICTを用いた安全対策機情
報」2024 年度更新依頼の回答状況　
②「ICTを用いた安全対策機情報」広
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報について　③その他・R07 年度見学
会先の検討

■三役会
月　日：1月 30 日（木）
出席者：坂下誠部会長ほか 5 名（内，
Zoom参加 1名）

議　題：① 1/28 建設業 ICT安全WG報
告　②機電交流企画WG 関連報告　
③クレーン安全情報WG 関連報告　
④その他・2.9 t および 4.9 t 小型移動
式クレーンについて・合同部会につい
て・令和 7年見学会先候補について

■機関誌編集委員会
月　日：1 月 7 日（火）
出席者：中野正則委員長ほか 28 名
議　題：①令和 7 年 4 月号（第 902 号）

計画の審議・検討　②令和 7 年 5 月号
（第 903 号）素案の審議・検討　③令
和 7 年 6 月号（第 904 号）編集方針の
審議・検討　④令和 7 年 1 月号～令和
7 年 3 月号（第 899 ～ 901 号）進捗状
況 報 告・ 確 認　 ※ 通 常 委 員 会 及 び
Zoom にて実施

■建設経済調査分科会
月　日：1 月 16 日（木）
出席者：持丸修一分科会長ほか 3 名
議　題：①令和 7 年執筆記事のご相談　

②その他

支部行事一覧

■第 3回広報部会広報委員会
月　日：1 月 24 日（金）
場　所：日本建設機械施工協会北海道支

部 会議室
出席者：村上昌仁広報部会長ほか 10 名
議　題：①支部だより No.129 号の編集

について　② R7 建設工事等見学会に
ついて　③ R7 支部講演会講師の選定
について　④「建設機械施工」（R8 年
1 月号）のずいそうについて　⑤その
他（R7 支部総会後の懇親会について）

■ゆきみらい2025 in上越－除雪機械展示・
実演会－視察
月　日：1 月 30 日（木），31 日（金）
場　所：新潟県上越市（リージョンプラ

ザ上越）
参加者：柳屋支部長ほか 5 名

■令和 6年度 建設機械施工技能実習評価
試験（1月宮城定期試験）
月　日：1 月 16 日（木），17 日（金）
場　所：CAT 宮城教習センター
受験者：学科 77 名，実技 98 名（掘削，

押土・整地，積込み，締固め）
■令和 6年度 基礎技術講習会（インフラ

DX）（主催：東北土木技術人材育成協議会）
⑩ 10 回目
月　日：1 月 16 日（木）
場　所：東北技術事務所 研修棟
受講者：16 名
■令和 7年 1月合同部会

月　日：1 月 20 日（月）
場　所：仙台市 仙台サンプラザ
出席者：高橋弘東北支部長ほか 39 名
議　題：①各部会 令和 7 年度事業計画

打合せ　②合同部会：② -1 各部会報
告　② -2 令和 7 年度事業計画概要に
ついて（事務局より）

■第 16回東北みらい DX・i-Construction 

連絡調整会議
月　日：1 月 20 日（月）
場　所：東北地方整備局 13 階水災害予

報センター
出席者：宮本健也東北地方整備局企画部

長ほか 27 名
議　題：①東北地方整備局からの情報提

供：みちのくインフラ DX 奨励賞，
ICT サポーター認定制度，ICT 地元
経営者向けセミナー，人材育成の取り
組み ほか　②各会員からの情報提供　
③東北未来「働き方・人づくり改革プ
ロジェクト 2025」

■令和 6年度 機械技術（中級）研修（東
北地方整備局）講師派遣
月　日：1 月 22 日（水）
場　所：東北技術事務所 研修棟
講義内容：道路トンネル機械設備の維持

管理
受講者数：12 名
講　師：技術部会（日立インダストリア

ルプロダクツ 内山毅氏）
■宮城県迫桜高等学校 ICTを活用した建
設技術－出前授業－

【座学】1 月 23 日（木）迫桜高校校内：
①建設産業の課題と ICT の必要性，国
が進める ICT 活用　② 3 次元の定義，
ICT 活用工事の 3 次元測量　③ ICT
を活用した建設施工　④建設 VR 技術

受講者：11 名
講　師：情報化施工技術委員会 橋本副

委員長ほか 1 名

■東北地方整備局「インフラ DX（点群処
理体験実習）」研修 第Ⅳ期
月　日：1 月 23 日（木）
場　所：東北技術事務所 研修棟

【実習】①点群処理体験実習（点群デー
タ処理編）　②点群処理体験実習（数
量算出・出来形編）

受講者：12 名
講　師：情報化施工技術委員会 鈴木委

員ほか 1 名
■令和 6年度 東北地方整備局との建設機
械関係意見交換会
月　日：1 月 27 日（月）
場　所：仙台市 ハーネル仙台 2 階松島 A
出席者：東北地方整備局宮本健也企画部

長ほか 15 名
内　容：①東北地方整備局からの情報提

供：除雪機械の技術開発動向について　
②建設機械に関する意見交換

■令和 6年度 東北地方整備局との機械設
備関係意見交換会
月　日：1 月 27 日（月）
場　所：仙台市 ハーネル仙台 2 階松島 A
出席者：東北地方整備局宮本健也企画部

長ほか 44 名
内　容：①東北地方整備局からの情報提

供：工事における総合評価落札方式の
見直し，大雨時における建設工事の安
全確保，令和 7・8 年度競争参加資格
審査について，発注者間の連携体制の
構築 ほか　②機械設備に関する意見
交換

■令和 6年度 東北土木技術人材育成協議
会（Web）
月　日：1 月 27 日（月）
出席者：東北地方整備局 東北技術事務

所 菅太事務所長ほか 29 名
議　題：①令和 6 年度 基礎技術講習会

の結果：実施状況，受講者アンケート
結果　②令和 7 年度 基礎技術講習会
に向けて：次年度に向けた議論のポイ
ント，次年度の実施方針，各団体から
の意見について

■ゆきみらい2025 in上越－除雪機械展示・
実演会－視察
月　日：1 月 30 日（木），31 日（金）
場　所：リージョンプラザ上越
参加者：高橋弘支部長ほか 5 名

■ゆきみらい 2025 in上越実行委員会 第 2

回事務局会議
月　日：1 月 8 日（水）
場　所：北陸地方整備局 4F 会議室＋

Web 会議併用
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参加者：北陸支部 浦澤
内　容：①各イベントの進捗状況報告　

②変更予算について　③スケジュール
について　④その他

■建設機械施工 外国人技能実習評価試験
（1月期）
月　日：1 月 15 日（水）
場　所：石川県金沢市 CAT 北陸教習セ

ンター
受検者：学科 24 名（初級，専門級），実

技 29 名（掘削（小，大），締固め）
■第 1回路面消・融雪施設等設計要領改
訂編集委員会・幹事会合同会議
月　日：1 月 21 日（火）
場　所：北陸地方整備局 4F 会議室＋

Web 会議併用
参加者：髙橋委員長ほか委員 13 名，上

村幹事長ほか幹事 15 名，事務局 6 名
内　容：①設立趣意（案）について　②

路面消・融雪施設等設計要領編集委員
会の組織について　③路面消・融雪施
設等設計要領の改訂について　④その
他

■けんせつフェア北陸 2025 in新潟（仮称）
第 1回実行委員会
月　日：1 月 27 日（月）
場　所：北陸地方整備局 4F 会議室＋

Web 会議併用
出席者：北陸支部 宮島広報委員長
内　容：①けんせつフェア北陸 2025 in

新潟（仮称）実行委員会規約（案）に
ついて　②同 実施計画（案）につい
て　③同 出展募集要領（案）につい
て　④同 予算計画（案）について　
⑤その他

■ゆきみらい2025 in上越－除雪機械展示・
実演会
月　日：1 月 30 日（木），31 日（金）
場　所：新潟県上越市 リージョンプラ

ザ上越駐車場 特設会場
来場者：（2 日間合計）2,370 人
内　容：①出展ブース数：12 出展者〔民

間 11 社＋北陸地方整備局〕（うち支部
会員 4 社）　②展示車両・機器合計：
25 台　③展示車両のうち 5 台により，
実演コースの雪山における実演を実施

■建設 ICT出前講習会
月　日：1 月 24 日（金）
場　所：豊和工業㈱
参加者：豊和工業㈱社員 6 名
講　師：福井コンピュータ㈱中部営業所

オフィサー辻本英之氏及び㈱シー
ティーエス東海営業部部長宮澤豊氏

■建設用電気設備特別専門委員会（第502回）
月　日：1 月 22 日（水）
場　所：中央電気俱楽部 214会議室&Web
議　題：①前回議事録確認　② JEM–

TR236（建設工事用 400 V 級電気設備
施工指針）規格調整会議後の見直し審
議　③新様式について　④その他

■令和 6年度 第 4回広報部会
月　日：1 月 28 日（火）
場　所：関西支部
出席者：木村泰男広報部会長以下 6 名
議　題：①「JCMA 関西」第 122 号につ

いて　②今後行事予定の確認

■第 3回施工技術部会
月　日：1 月 20 日（月）
場　所：広島市内（Web 併用）
出席者：新宅清人部会長ほか 6 名
議　題：①令和 6 年度事業報告等につい

て　②令和 7 年度事業計画（案）につ
いて　③その他懸案事項

■第 2回開発普及部会
月　日：1 月 28 日（火）
場　所：Web 会議
出席者：松本治男部会長ほか 9 名
議　題：①令和 6 年度事業報告等につい

て　②令和 7 年度事業計画（案）につ
いて　③その他懸案事項

■協賛事業「四国建設広報協議会」WG

月　日：1 月 27 日（月）
場　所：Web 会議
出席者：協議会を構成する 27 の団体・

組織から 27 名が参加，JCMA 四国支
部からは事務局長が参加

内　容：①建設産業のイメージアップに
ついて　②意見交換

■建設行政講演会
月　日：1 月 9 日（木）
場　所：リファレンス駅東ビル 4F 会議室 Q
出席者：90 名
議　題：①道路の最近の話題について
（九州地方整備局 道路調査官 新保二
郎）　②河川行政の現状（九州地方整
備局 河川部長，加藤智博）　③国土交
通行政の現状（九州地方整備局 企画
部長 青野正志）

■ i-Construction施工による九州支部生産
性向上推進会議 実機体験会実行WG

月　日：1 月 10 日（金）
場　所：リファレンス駅東ビル 4F 会議室 K
出席者：鈴木勇治幹事長ほか 13 名
内　容：第 2 回 DX・ICT 実機体験会に

向けての実務者打合せ
■企画委員会

月　日：1 月 28 日（火）
場　所：リファレンス駅東ビル 4F 会議室 J
出席者：10 名
議　題：①令和 6・7 年度 JCMA 九州支

部の主要行事予定について　② R6 
DX・ICT 技 術 講 習 会 の 結 果 報 告　　
③ R7 災害協定 新規登録意向調査につ
いて　④永年会員，永年役員等の本部
表彰について　⑤支部の優良建設機械
運転員等表彰について　⑥建設行政講
演会の報告　⑦技術部会からの報告
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「ドクターイエロー」という新幹
線車両をご存知でしょうか。東海道・
山陽新幹線の線路を走行しながら，
線路の歪みや設備に異常がないかな
どを検査する黄色い車両です。10
日に 1 度くらいの頻度で運行するも
のですが，ダイヤは非公開のため，

「見ると幸せになる」と言われるこ
とがあります。老朽化を理由に，
JR 東海は 2025 年 1 月末，JR 西日
本も 2027 年を目途に引退すること
が話題となっております。

さて，3 月号の特集は，「鉄道建
設技術，保線・保全技術」です。我
が国の鉄道を取り巻く社会環境とし
て，人口減少や少子高齢化の予測，
ユニバーサルデザインの普及，地球
環境問題，海外事業への展開など，
大きな変化が生じつつあるなか，感
染症対策を契機にリモートワークや
遠隔授業などが急速に普及するな
ど，インフラとしての鉄道のあり方
にも大きな転換期が訪れようとして
います。

一方，公共交通機関としての鉄道
への期待は依然として高く，整備新
幹線や都市鉄道の整備が着々と進ん
でいますが，老朽化する既存施設の
保全も大きな課題となっています。本

号では，最新の鉄道建設技術・保線
技術等を紹介させていただきました。

巻頭言では，政策研究大学院大学
名誉教授の森地先生に，「社会の変
化に対する鉄道の課題」と題してご
寄稿いただきました。我が国が抱え
る鉄道の課題について，欧米や発展
途上国の現状と対比し，その解決策
として海外進出による技術力の維
持・国際競争力の向上・人材確保と
いったご提言をいただきました。

行政情報では，国土交通省鉄道局
より，「鉄道分野のカーボンニュー
トラルに向けた施策」について，①
鉄道事業に係る CO2 排出量の削減

（鉄道の脱炭素），②鉄道アセットの
活用による CO2 排出量の削減（鉄
道による脱炭素），③鉄道の利用促
進による CO2 排出量の削減（鉄道
が支える脱炭素）の 3 つの柱をご紹
介いただきました。

技術報文では，都市鉄道・新幹線・
保線・DX 関係・安全設備・自動運
転といった幅広い分野の最新技術に
ついて，ゼネコン，鉄道事業者，各
種メーカーの皆様にご寄稿いただき
ました。

入稿や編集作業の時期が多忙な年
度末であるにも関わらず，対応いた
だきました執筆者をはじめ関係され
た方々に，厚く御礼申し上げます。

� （加取・内海）

【年間定期購読ご希望の方】
①書店でのお申し込みが可能です。お近くの書店へお問い合わせください。
②�協会本部へのお申し込みは「年間定期購読申込書」に必要事項をご記入のうえ FAX をお

送りください。
詳しくは HP をご覧ください。
年間定期購読料（12冊）　10,032円（税・送料込）

4 月号「地下・地中構造物特集」予告
・令和 6 年能登半島地震を踏まえた上下水道の地震対策　・自動物流道路のあり方 中間とりまとめ　・「浸
水被害軽減に向けた地下空間活用のあり方」に関する提言　・長距離・大深度・高水圧下でのシールド施
工　・超音波ソナーを活用した可視化システムのシールドマシンへの適用　・次世代の道路構想「ダイバー
ストリート」のモックアップ構築事例　・ニューマチックケーソン工法における新技術の導入　・超高層ビ
ルや大地下空間の建設現場に安定した通信環境を構築するシステム　・地質評価 AIを実装したデジタル
ツイン・アプリの開発と現場適用による実証　・水路トンネルを自律走行し，高精度な画像を取得する水
路調査ロボット（Tunnel-Rover）を開発　・生産性の向上を目的とした地下空間用新型鋼管柱の開発と実
用化　・社会インフラ保守の高度化と環境負荷軽減に向けた取り組みのご紹介　・掘削工事における写真
測量技術を活用した出来形管理の生産性向上
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